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第１章 序  論 
 
1.1 本研究の目的 
事業用の火力または原子力発電所において使用される蒸気タービンの殆どは，タービン
出口に復水器を備え，真空に近い圧力（代表的には 5kPa 程度）までタービン内での蒸気の
膨張が行われる．このため，タービン出口における蒸気状態は水滴を含む気液二相流，い
わゆる湿り蒸気となっている．火力タービンでは出口付近の２，３段落が，またタービン
入口が飽和蒸気に近い原子力発電用タービンでは，大半の段落が湿り蒸気中で作動してい
る． 
湿り蒸気中で作動するタービンにおいては，いくつかの問題が引き起こされる可能性が 
ある．第一には，蒸気中の水滴が高速で回転する動翼に衝突することにより，翼が浸食を
受けることである．また，湿り蒸気で作動する段落の熱効率は，乾き蒸気で作動する段落
に比べて低下する（湿り損失）ことが知られている． 
これらの現象は古くから知られており，多くの研究が行われてきたが，タービン内部の
気液二相流の挙動は，蒸気中に微小な水滴が発生することに始まり，翼表面への付着，翼
後縁からの噴霧，動翼への衝突など複雑であり，その全てが解明又は予測可能となってい
るとは言えない状況である．これに加え最近の最終段翼の長大化は，湿り蒸気が翼浸食や
効率低下に及ぼす影響を増大させる傾向にあり，従来に増して精度良い影響評価と効果的
な対策が求められている． 
こうした現状を踏まえ，本研究は以下の点を主目的とする． 
(1)タービン内の湿り蒸気の挙動を，湿りの各形態に着目しながら，その発生から翼浸食，
効率低下の原因に至るまでを解析によってシミュレートすることを試みる．これにより水
滴発生，成長，軌跡，衝突速度，翼の浸食，損失増加など，タービン内の湿り蒸気の基本
的な挙動とその影響を予測可能とする． 
(2)試験タービンや風洞において，できるだけ実機と近い状況で，湿り蒸気の挙動と，翼浸
食や効率への影響を，実際的な精度で広範囲に把握する．それと共に(1)の解析結果を可能
な限り検証して信頼性を高める． 
(3)これらの知見をタービンや最終段翼の設計に反映できるよう，実用的な計算・評価の方
法を構築する．それによって設計した実機タービンにおける運用結果を評価し，予測・評
価方法の妥当性を総合的に確認する． 
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1.2 蒸気タービン内の湿り蒸気の挙動 
 
1.2.1 タービンの蒸気状態 
事業用火力・原子力蒸気タービンのサイクルの大半は，ランキンサイクルをベースとし
た再生，再熱サイクルである．表 1.1 に各種蒸気タービンの代表的な主蒸気条件と出口状
態を示す． 
 
       表 1.1 各種蒸気タービンの代表的蒸気条件 
 タービン種別 主蒸気圧力MPa
主蒸気温度
℃
復水器圧力
（絶対圧）kPa
タービン出口
湿り度％
火力タービン（超臨界） 24～31 538～600 5 7～10
火力タービン（亜臨界） 16～19 538～566 5 7～10
火力タービン
（コンバインドサイクル） 10～15 538～566 5 7～10
 
 
 
 
 原子力タービン（非再熱） 6～6.7 270～280 5 12～15
原子力タービン（再熱） 6～6.7 270～280 5 10～13
地熱タービン 0.3～0.7 100～170 10～20 12～15
 
 
 
代表的な火力タービンの入口蒸気状態は，圧力は超臨界機では 25MPa 前後，亜臨界機で
16-19MPa，温度が 538～600℃である．主蒸気は先ず高圧タービンに供給され膨張，出力発
生後，ボイラに送られて再熱され，続いて中圧部，低圧部でさらに膨張，出力発生してエ
ンタルピを下げる．タービン下流に復水器を備え，真空に近い圧力（代表的には 5kPa 程度）
までタービン内での蒸気の膨張が行われるため，タービンの出口では湿り度は 7～10%程度
となる．これに伴い通常の火力タービンでは最終段落を含む 2,3 段落が湿り蒸気中で作動
している．図 1.1 に最近の大型火力タービン（1000MW）の形状例を示す．手前側から高圧
部，中圧部，および２つの低圧部が１軸上に配列されている．図 1.2 はその断面図である． 
代表的な沸騰水形の原子力タービンでは，タービン入口で 6.7MPa，温度 280℃程度の飽
和蒸気で，高圧タービンと低圧タービンから成り，この間で湿分分離を行うが出口湿り度
は 12～15%前後に達し，入口直後から大半の段落が湿り蒸気中で作動する．最近の原子力
タービンでは低圧タービン入口にて湿分分離と同時に加熱を行うものもあるが，それでも
出口では 10～13%程度の湿り度となり，低圧タービン入口付近の段落を除いて湿り蒸気中
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で作動する．加圧水形原子力タービンでもほぼ同様である．このほか地熱タービン(直接式
またはフラッシュ式)では入口蒸気条件が低いことと再熱をしないため，出口湿り度は 15%
前後に達する場合がある．火力タービンと原子力タービンの状態変化の例を図 1.3(1)に示
す． 
 
1.2.2 タービン内の湿り蒸気の挙動概要 
(1)微小水滴の発生 
図 1.4 にタービン内の湿り蒸気の挙動の一部を模式的に示す．タービン翼列内で乾き蒸
気が膨張し湿りが発生する場合，一般には蒸気線図上の飽和線を越えても直ちに水滴が発
生する訳ではなく，一時的に蒸気温度が飽和温度より低い非平衡状態となる．これはター
ビン内のように蒸気が自らの分子運動によって形成される水分子の集まりを核として凝縮
する場合，初期の核が存続できる条件として蒸気温度が飽和温度より幾分低い必要がある
ためで，この状態を過冷却（圧力が飽和圧力より高いことから過飽和とも言う）と呼ぶ．
蒸気の膨張に伴いさらに過冷却が進行し，核の周りにいったん凝縮が始まると一挙に復水
が生じて，無数の直径 0.1～1μm程度の微小な水滴が形成される．短時間に復水が行われ
るため復水衝撃とも呼び，このとき水滴から多量の潜熱が放出されるが，これが不可逆の
熱移動であり熱力学的な損失となる（復水損失）．復水衝撃が生じた後は過冷却状態はほぼ
解消し水滴の発生は終わるが，その後も蒸気の膨張に伴って水滴の周りに凝縮が行われる
ため，水滴は少しずつ成長する． 
(2)粗大水滴の発生と翼浸食・効率への影響 
復水衝撃によって発生した水滴は成長後も非常に微小であるため，大半は蒸気と共に下
流に流れ，そのままタービンから排出される．ところが一部の水滴は翼列内で蒸気が転向
する際などに慣性力により蒸気流から僅かに逸れ，静翼面，動翼面などに接触，付着する．
この時点では水滴径が微小なため翼の浸食は生じない．翼表面に付着した水滴は膜状や水
脈状となり，静翼表面では蒸気との摩擦により主に下流方向に流されて後縁へと向かう．
また動翼表面では遠心力，コリオリ力，蒸気力の合成力により外周方向の運動が支配的と
なって，多くは動翼先端より振り切られて外周壁面に達し，また一部は後縁に向かう．  
さて静翼の後縁に達した水は，蒸気流により後縁端から吹きちぎられて蒸気中に混入し，
さらに蒸気力により水滴状に噴霧されるが，このとき形成される水滴は 50～500μm程度で，
自然発生した微小水滴と比べるとはるかに粗大である．このため蒸気流により十分加速さ
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れないまま下流の動翼列に達し，図 1.4 のWDで示すように大きな相対速度で動翼に衝突す
る．最終段動翼先端のように周速度の大きな部分では，こうして粗大水滴は動翼浸食を引
き起こす直接的原因となる．図 1.5 に浸食された動翼の例を示す(38)．また動翼の背面に水
滴が衝突して回転と逆方向の運動エネルギーを与えるため，エネルギー損失が発生する(制
動損失)．さらに蒸気が水滴を加速する際に両者の速度差のために発生する摩擦による損失
(加速損失)も，粗大水滴の場合は微小水滴に比べ格段に大きい．制動損失，加速損失は，
復水損失と並んで湿り損失の主要な部分を占めると考えられている．図 1.6 に 700MW 
タービンの各段落の損失内訳を分析した例を示す(2)．18,19 段落において「Ｍ」で示され
た湿り損失が大きな比率を占めていることが分る． 
(3)粗大水滴に対する対策例 
このように粗大水滴は動翼浸食や湿り損失の主因となるため，上流側の外壁面に水分排
除溝(ドレンキャッチャー)を設けたり，動翼面に付着した水を確実に外壁に飛ばして排除
するため溝付きの動翼の採用，静翼を中空として内部を負圧とし翼面の水分を吸い込んで
排除するドレン排除静翼の適用など，最終段静翼の後縁に集積する水分を極力少なくする
対策が必要に応じて行われる．また動翼への水滴の衝突は完全に無くすことは困難なため，
最終段動翼の前縁に耐浸食性の高い金属を装着するか，部分焼き入れにより硬度を増すな
どの工夫も行われている． 
 
1.2.3 湿り蒸気の影響低減の必要性 
近年の蒸気タービンを取り巻く大きな流れとして，大容量化と効率向上がある． 
大容量化に関しては図 1.7(1)に示すように，1955 年当時の最大容量機が 66MWであったも
のが現在では 1050MWに達しており，50 年間で約 16 倍の出力増となっている．大容量化に
際して必須な部品の１つが，タービン内で膨張し出口で最大容積となった蒸気を通過させ
る大型の最終段翼であり，図 1.8(3)に示すように，タービンの出力増加に対応して，年代
を追って大型の最終段翼の開発が行われてきた．最終段翼の長大化は翼先端の回転周速度
の増大を意味し，図 1.9 のように現在では 1955 年当時のおおよそ２倍程度の周速度となっ
ている． 
高効率化に対しても絶えず努力が重ねられており，入口蒸気条件の改善（高温高圧化）
と，空力性能改善を中心とした内部効率の向上がその主なものである．タービン出口の排
気蒸気速度などに起因する排気損失も主要な損失原因の１つであり，この改善策の１つと
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して，排気蒸気の軸流速度の低減を可能とする最終段翼の長大化の必要性が，ここでもク
ローズアップされている． 
こうした最終段翼の長大化傾向は，湿り蒸気中の水滴が翼へ衝突する速度の増加を招き，
翼の浸食や効率低下に対する影響度合が従来以上に高まっていることに他ならない．ター
ビンの外周径の増大に伴って，最終段以外の翼に関しても湿り蒸気の影響は及ぶ可能性が
高まっている．このため前述のように各種の対策が採られている訳であるが，従来用いら
れていた対策では不十分なケースも多く，より精度の高い影響評価手法と，影響を確実に
低減できる対策が求められる背景となっている． 
火力タービンと同様，原子力タービンにおいても大型化，高効率化の要求は強く，最終
段は長翼化してきている．また火力タービンに比較して湿り度が大きい原子力タービンで
は，損失に占める湿り損失の比率が高く，これの精度良い評価と改善が課題である． 
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図 1.1 蒸気タービン形状例（3600rpm 1000MW火力タービン）(4)
図 1.2 蒸気タービン断面形状例（3600rpm 1000MW火力タービン）(4)
37 m 
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（ｐ：圧力，ｔ：温度，Ｘ：乾き度 を示す） 
図 1.3 火力および原子力タービンの蒸気膨張線の例（1） 
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飽和線 
過冷却状態 
図 1.4 タービン内の湿り蒸気の挙動模式図 
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図 1.5 浸食を受けた動翼の例（36）
 
図 1.6 火力タービンの損失分類例（2）
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(a) 50Hz 機 
(b) 60Hz 機
 
図 1.7 火力用蒸気タービンの大容量化の推移（1） 
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図 1.8 蒸気タービンの最終段翼長の推移（3）
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図 1.9 蒸気タービンの最終段翼周速度の推移 
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1.3 従来の研究 
蒸気タービン内の湿り蒸気流れの研究を比較的古くから行っているのは，英国（英国電
力省(29,38,39)，パーソンス社(44,47)，ＧＥＣ社(52,57)，リバプール大(43,63)ほか），スイス（Brown 
Boverie社ほか）(9,20,48,58,25)，ロシア（モスクワ工科大ほか）(5,7,11,46,60-62,64-66)等である．ま
た 1970 年代頃から日本でもタービンメーカーを中心に実際的な要素研究やモデルタービ
ンでの研究が行われている(21,41,50)．古くから研究が行われているため，研究の目的，種類
ともに多岐にわたる．以下にこれらの内から本研究に関係が深い分野での一部の研究成果
を概観する．文献リストは論文末尾に掲載した． 
(1)全体理論に関する研究 
Gyarmathy(9)はタービン内の湿り蒸気の挙動全体を対象に，理論的アプローチにより予測
する方法の構築を試みた．復水現象の理論的解析を行って，ウィルソン点（実際に水滴が
発生する蒸気線図上の位置）や発生水滴の大きさが，蒸気の局所的な膨張速度に影響され
ることを示し，具体的に数値で示した．図 1.10 はその一例で，発生水滴の大きさと蒸気の
膨張速度および圧力の関係を解析した結果である．また復水時の熱力学的損失（復水損失）
が入口マッハ数，入口過冷却度の関数で表されることを示すと共に，湿り損失全体の発生
原因を分類し，原因別に損失を理論的に予測する方法を提案している．これに基きタービ
ンについて試算した例を示し，復水損失，制動損失，加速損失が損失の主要な部分を占め
ることなどを示した．Traupel(10)はタービン内部流れ分析，段落損失予測の中で湿り蒸気
の特性を取り上げ，図1.11の水滴径と湿り損失の関係などを提示している．Kirillov(11)は，
湿り蒸気の一連の挙動を体系的に整理すると共に，湿り損失の原因別分類方法および予測
方法などを提案している．Pouchot(12)は主として蒸気タービンの浸食防止の観点から，湿
り蒸気の挙動を理論的，解析的に予測するための方法を検討し，各理論を組合わせて数値
計算を行うプログラム体系を提案している．本研究第２章での数値解析手法は，Pouchot
の研究成果の基本的な部分を多分に参考としている．また本研究の湿り損失の予測方法は
その基本をGyarmathy の提案した方法によっている． 
(2)微小水滴の発生，成長，挙動に関する研究 
Gyarmathy(20)はラバルノズル内の超音速流れにおいて蒸気中で水滴が発生する過程の実
験を行い，静圧の計測を行って，復水衝撃に伴って圧力の跳躍が起きることなどを示した．
Yeohら(13,14)は軸対称準三次元流れ計算と湿り蒸気理論を組合せた計算を行い，翼高さ方向
の過冷却，湿りの発生地点，平均水滴径などの計算を試みた．松尾ら(23)は，復水衝撃波の
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発生機構，特性，振動について研究を行った． 
湿り蒸気の状態値を計測する試みは古くから行われ，Christ(25)は加熱式のカロリーメー
ターを製作して蒸気状態の計測を行った．1970 年台になると光散乱理論(26)を応用した光学
的な計測システムが開発され，Ederhofら(27,28)は，個々の水滴から入射光に対し直角方向
へ散乱される光の信号を用いて水滴径と個数を計測する方法（フォトカウント法）を開発
し，試験タービン内の水滴径を測定した（図 1.12）．Walters(29,30)は，入射方向と同方向へ
の透過光の水滴による減衰量を計測する方法で，微小水滴径分布，粗大水滴径分布，湿り
度分布の計測を行っている（図 1.13(a)）．トロヤノフスキー（5）は試験タービン出口の湿
り度分布計測結果において，翼下部では湿り度が 3%程度であるが先端では 8～10%と大きく
なることを示した（図 1.13(b)）．またYoung(34)らは試験タービンで微小水滴径および湿り
度の分布を計測するとともに，粗大水滴量の分布についても計測を行って，これらから微
小水滴の翼への付着率を 3～4%と推定した．   
(3)粗大水滴の発生と挙動に関する研究 
Mooreら(39)は，大型タービン最終段静翼面の水分の動きを観察し，静翼後縁に沿った水
分の移動により特定の部位に水分が集中し，そこから粗大水滴が集中して発生することな
どを示し，併せて蒸気速度，角度を計測してそれらとの関係を考察した（図 1.14(a)）． 
Christieら(38)は，最終段動翼下流に光学スコープを挿入し，静翼出口で発生する粗大水滴
（最大径 450μm）が動翼浸食の主因であること，蒸気風洞翼列後縁から噴霧する粗大水滴
の挙動を写真撮影し，噴霧は一次噴霧，二次噴霧の２段階で行われることを示した（図
1.14(b)）．木村ら(41)は静翼後縁からの粗大水滴噴出パターンを観察した．坪内ら(71)は静翼
後縁から噴霧化された粗大水滴の速度と水滴径分布の計測を行っている． 
(4)動翼浸食に関する研究 
翼の浸食現象に関する研究も数多いが，金属材料面からの浸食メカニズムに関するもの
と、浸食原因となる水滴生成に関するものに大別できる．前者では，Pearson(54) が浸食量
を決定する要因と予測式を提示しているほか、Pouchot(12) も動翼浸食のメカニズムを研究
すると共に，上記したようにこれを予測するための体系の構築を試みている．鈴木ら(50)は
回転試験装置を用いて試験片に水滴を衝突させて浸食特性を測定し，時間による浸食の進
行が潜伏，加速，減速，安定の順に推移することや，浸食量が金属硬度にほぼ反比例する
こと，浸食量を定量予測する方法などを示した．後者の水滴生成については(3)に示した粗
大水滴の発生と挙動に関する研究が代表的である． 
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(5)湿り損失に関する研究 
湿り度と効率低下の関係については，古くはBaumannにより「湿り度が 1%増加すると効
率は 1%低下する（湿り損失係数が１）」との経験則が示され(1912 年)，その後多くの研究
者により湿り度と効率低下の関係が調べられた．PersonsのSmith(44)（図 1.15(a)），ＧＥの
Miller(45)（同図(b)）などによる試験タービンでの湿り度と効率低下の試験結果では，
Baumannの経験則を大筋で裏付けるものとして，湿り損失係数が１前後の値が示されている．
このうちＧＥの研究では復水衝撃によると思われる湿り度 0～1%近辺での急激な損失の増
加が捉えられている．一方，ロシアのフィリポフ(7)（同図(c)），Kiryukhin(46)（同図(d)）
らの実験では，パラメータが出口湿り度であるため同一の比較はできないものの，湿り損
失係数が 0.5 近辺の試験結果が示されており，Smith(47)の段落負荷（速度比）をパラメー
タとした結果を含め，タービン形式，回転速度，負荷などの違いにより，湿り損失係数に
２～３倍の差が生じることが示されている．また実機での湿り損失係数と，これと相似の
試験タービンでは湿り蒸気の挙動が相似にならないことから，湿り損失係数も実機とモデ
ルで異なることも推測される．従って多くのタービンメーカーでは，自社のタービンの形
式，特性に合わせた対象について，実際的な方法で湿り損失係数を把握し，設計に反映し
ている場合が多いと考えられる．池田ら(21)は蒸気風洞において翼列内の復水衝撃現象を観
察すると共に，ラバルノズルおよび翼列において復水衝撃が生じると全圧損失が急増する
ことを示した（図 1.15(e)）．実験面のほか，Gyarmathy(9)やKirillov(11)らが理論的な損失
量の予測を試みているのは前述の通りである．またFilippovら(53)は湿り蒸気における流量
係数の計測を行い，湿り度 0近辺で値が大きく変化することなどを示した． 
(6)水分除去に関する研究 
旧ソ連ＭＰＩなどでタービン試験装置を活用して実際的なデータが数多く集められた． 
フィリポフ他(7)は外周部での水分除去効率に関し，除去効率と段落圧力およびボス比（平
均径／翼長）の関係を示した（図 1.16(a)）．同じく外周部での水分除去効率に関し，トロ
ヤノフスキー（5）は除去効率が湿り度と負荷により変化することを示した（図 1.16(b)）の
を始め，Kiryukhin(60)，Filippov(61)らも除去効率の大きさは負荷係数により変化すること
などを示した．一方静翼面での水分除去効率についても研究され(64-69)，Kiryukhin(64)らは
除去効率の大きさは負荷係数，吸い込み差圧により変化することなどを示した． 
(7)最終段開発に関する研究 
最終段翼は最も湿り蒸気の影響を強く受ける部分であるので，各メーカーの大型最終段
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翼の開発に際しては，多くの場合湿り蒸気の影響の検討が行われている（57-59,70,71,74）． 
中でも液相の流動様式の把握，水分除去方法の検討，翼材料の耐浸食性向上などの研究が
代表的である． 
 
以上見たように，湿り蒸気の諸現象および影響はさまざまな角度から理論的，実験的に
調べられており，有用な知見が数多く示されている．その一方で以下の点も示唆される． 
(a)各研究に見られるように，湿りの成り立ち，例えば水滴の初生点，水滴径，成長度合，
最終的な形態別の量などはタービン形状，膨張状態などに大きく依存する．スケールモデ
ルにおける試験でも，湿り蒸気の挙動に関しては実機とは完全に相似とならない．従って
湿り蒸気の主要な影響である翼の浸食，湿り損失や，影響を低減する方法，例えば水分除
去機構の性能などについて，単一の式や図表で直接的に結果を予測・提示することは困難
で，湿り蒸気の挙動とその影響を，どのタービンにも当てはまる一般化した形で提示でき
る単純な方法は今のところ見当たらないと言える． 
(b)湿り蒸気の挙動が，数多くのパラメータの結果として現れ，非常に複雑であることが各
研究より示されている．このため，その主要な影響である翼の浸食や湿り損失として現れ
るに至るメカニズムおよび影響の大きさが，従来の研究結果から，定量的に予測できるま
で明らかになったとはまだ言い難い． 
これらを踏まえた上で本研究では，(a)に関して，湿り蒸気の挙動に直接関係するパラメ
ータを選び，形状と条件を特定して，挙動から影響までをスルーしてシミュレーション可
能な実際的な方法を提示することを試みる．またこの手法を活用して，(b)の影響の定量的
予測，評価について，実用上役立つ精度で可能とすることを目的としている． 
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図 1.10 膨張速度と水滴径の関係（9） 
 （δ０：水滴径，ｐ：圧力，ｐ
．
：膨張速度，Ｍ１：入口マッハ数 を示す） 
図 1.11 水滴径と湿り損失の関係(10) 
（ζＦ：湿り損失，ｙ∞１：出口湿り度，δ０：水滴径 を示す） 
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図 1.12 タービン内の水滴径計測例（27）
図 1.13 タービン内の湿り度計測例 
(a) 660MWタービン最終段前後の湿り度分布計測（34）
(b) 試験タービン出口での湿り度分布計測例（5） 
（ｙ0：入口湿り度，ｙ2：出口湿り度，ｕ：周速度，Ｃφ：断熱速度 を示す）  
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(a) 最終段静翼での水流観察例（39）  
(b) 静翼からの水滴噴霧観察例（38）  
図 1.14 タービン静翼での水流観察例   
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図 1.15 湿り損失の研究例 
(a) 湿り度と損失の関係（Persons）（44）
(c) 湿り度と損失の関係(ロシア)（7） 
（Δη0i：効率低下，ｙ２：換算湿り度 を示す）
(d) 湿り度と損失の関係（ロシア）（46） 
（Δη0i：効率低下，ｙ２：換算湿り度 を示す） 
(e) 二次元翼列の湿り度と損失（東芝）（21） 
（ζ：翼列損失 を示す） 
(b) 湿り度と損失の関係(GE)（45） 
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(b) 水分除去効率計測例（5） 
（φ：分離係数，ｕ：周速度，Ｃφ：断熱速度，ε０：圧力比 を示す） 
(a) 水分除去効率計測例（7） 
（φ：分離係数，Ps：段落出口の飽和圧力，d：平均径，l：翼長 を示す） 
図 1.16 外周壁水分除去効率計測例 
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1.4 本研究の概要 
図 1.17 は，湿り蒸気の発生から翼への衝突までの過程に沿って，本研究において行う解
析，試験内容と，それによって解明が期待される特性，影響の関連を示した構成図であり，
数字は関係する本論文の節の番号を示す． 
第２章では，タービン内で水滴が発生してから排出されるまでの主要な挙動について上
流より数値的に解き進めることを試みる．それによって，タービン内の湿り蒸気の諸挙動
と，翼浸食や効率低下といった湿り蒸気に起因する影響の概略が予測できることが期待さ
れる．1.2.2 で述べたようにタービン内の湿り蒸気の挙動は非常に複雑であるが，複雑さ
の要因の１つは液相が様々に形を変えることにある．本研究では，液相を微小水滴，粗大
水滴，翼面上の水滴，壁面上の水滴に分類し，それぞれの発生の状況，各軸方向位置での
挙動，別の形態への変化，さらに翼浸食や効率低下（湿り損失）に及ぼす影響について，
流れに沿って追跡しながら解析を行う．解析に用いる理論は，湿り蒸気の基礎理論のほか，
過去の研究にて得られている実験的，理論的知見を一部適用し，実用性を重視して可能な
範囲で単純化する． 
本章の記述としては，まず解析において使用する理論，解析方法を示した後，試験ター
ビンに対して解析を実施し，水滴発生に始まり翼の浸食や湿り損失に至る一連の現象の解
析結果を示すと共に，試験タービンと相似形状を持つ実機大のタービンに対する解析結果
との比較を行って，タービンの大きさによる差異についても考察する． 
第３章は，蒸気タービン内で生じる湿り蒸気に係る諸現象を実験的に把握することを主
眼とする．湿り蒸気の挙動，およびそれが浸食・効率低下に及ぼす影響について，実験を
通じて解明するとともに，第２章で記述する解析方法の妥当性を可能な限り確認または修
正し，湿り蒸気の挙動と影響を解析的にも予測できるようにすることが，本章の最終的な
目的である． 
まず実験に使用する試験装置として，試験タービンおよび蒸気風洞の概要，諸元，特徴
を示す．試験タービンは実機の低圧部の縮小形状を有し，蒸気の膨張，湿りの発生，成長，
形態変化，翼浸食やタービン効率への影響など，タービン内で生じる一連の湿り蒸気の特
性を総合的に解明するための試験に用いる．また蒸気風洞は，翼列の一部を取り出した要
素モデルであり，局所的な湿り蒸気の現象を詳細に調べる試験に主として用いる． 
続いて本章では，試験結果として，蒸気風洞での水滴の発生位置の観測，試験タービン
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内の微小水滴の計測，タービン静翼での水分の挙動観察，静翼後縁から噴霧する粗大水滴
の大きさの計測，動翼の浸食量の計測，湿り損失の計測などの方法と結果を示し，解析結
果が得られているものについては実験結果と比較して考察を行う． 
第４章では，湿り蒸気が翼浸食などに及ぼす影響を低減する方策が，実際にどの程度有
効であるかを定量的に把握し，設計に実用できる知見を得ておくこと，および影響を許容
範囲内に低減する手段を得ること目的とする．外周面，静翼後縁，静翼背腹面に設けた水
分除去装置の性能や，最終段の動静翼間距離の拡大による翼の浸食低減の効果を，蒸気風
洞または試験タービン，および一部解析を用いて検証した方法とその結果を示す． 
第５章では，第２～４章で得た知見を実機タービンの設計に反映，適用している事例と
その結果の評価について述べる．まず最終段長翼の開発において，翼の浸食量の評価とそ
の低減対策の策定を行う手順を示す．続いて最終段への適用例として，チタン合金製 40
インチ最終段翼の開発における耐浸食性の評価，浸食を低減するために用いた施策，さら
に実機運用後の翼浸食量の実績などについて明らかにし，本論文で示した評価方法の妥当
性や今後の課題について考察する． 
第６章では，本研究で得られた知見を全体的に総括した結論と，今後の展望を記述する． 
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 現象名
主要特性影響の度合 解析による予測
（２章）
現象解明試験
（３章）
蒸気
膨張
水滴発生
水滴成長
捕集
翼面水膜
後縁噴霧
粗大水滴
加速
動翼衝突
過冷却度
発生位置
臨界水滴径
水滴
捕集率
水滴径
粗大水滴
速度
蒸気膨張解析
(2.2.4)
水滴発生計算
(2.2.6)
水滴成長計算
(2.2.7)
水滴軌跡計算
(2.2.9)
粗大水滴径計算
(2.2.11)
粗大水滴加速計算
(2.2.9)
翼浸食量計算
(2.2.13)
湿り損失計算
(2.2.12)
蒸気風洞
復水衝撃波
(3.3)
試験ﾀｰﾋﾞﾝ
微小水滴計測
(3.4)
静翼水分挙動
の可視化
(3.5)
復水損失
粗大
水滴量
加速損失
翼浸食量
湿り損失量
静翼後縁スリット
除去性能計測
(4.3)蒸気風洞
水滴噴霧計測
(3.6)
試験ﾀｰﾋﾞﾝ
粗大水滴計測
(3.7)
外周壁水分
除去性能計測
(4.2)
湿り損失計測
(3.9)
スピンテスタ
浸食試験
（従来研究結果）
試験ﾀｰﾋﾞﾝ
翼浸食計測
(3.8)
実機翼の
浸食計測
(5.4)
微小
水滴径
水膜量
水膜経路
制動損失 衝突速度
対策検証試験
（４章）
翼面水滴軌跡計算
(2.2.10)
動静翼間距離
翼浸食計測
(4.5)
実機での確認
（５章）
静翼背腹スリット
除去性能計測
(4.4)
解明の対象 本研究での実施項目
動翼浸食
・
湿り損失
図 1.17 本研究にて検討する各項目の関連 
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第２章 湿り蒸気の挙動の解析による予測 
 
2.1 本章の目的 
この章では，タービン内で水滴が発生してから排出されるまでの主要な挙動について上
流より数値的に解き進めることを試みる．それによって，タービン内の湿り蒸気の諸挙動
と，翼の浸食や性能上の損失といった湿り蒸気に起因する影響の概略が予測できることが
期待される．第１章で述べたように，タービン内の湿り蒸気の挙動は非常に複雑であるが，
複雑さの要因は主として液相が様々に形を変えることによると考えられる．本研究では，
液相を微小水滴，粗大水滴，翼面上の水滴，壁面上の水滴に分類し，それぞれの発生の状
況，下流へと移動する各位置での挙動，さらには別の形態に変化をする様相について，流
れに沿って追跡しながら解析を行う．解析に用いる理論は，湿り蒸気の基礎理論のほか，
過去の研究にて得られている実験的，理論的知見を一部適用し，実用性を重視して可能な
範囲で単純化する．また本解析の結果と実験結果との比較が可能なものについて，第３章
にて比較検証し，本解析の妥当性を考察する． 
 
2.2 解析の方法 
「湿り蒸気」を気相と液相に区分し，液相は個々の水滴のレベルまで分解して，気相と
液相間でのエネルギーや運動量の授受といった関係や，相互間での形態の変化を考慮しな
がら，上流から解き進めることで，「湿り蒸気」の状態，挙動をできるだけ詳細に描写する
ことを試みる．以下に解析の方法を記述する．なお本節に示す解析手法に用いている各式
は，手法の基本部分を作成した時期の関係でＭＫＳ単位系を用いているため，冒頭の記号
表と異なる単位を用いている式については都度表記する． 
 
2.2.1 湿り蒸気の定義 
(1)気相の定義 
 気相は水滴発生前の乾き蒸気，および水滴発生後の湿り蒸気のうち液相を除いた部分と
定義し，過熱蒸気，飽和蒸気，過冷却蒸気のいずれかである． 
(2)液相の分類 
液相は水の部分であり，形態別に以下に分類する． 
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(a)微小水滴：蒸気中から復水衝撃により自然発生した水の微小粒子．大きさは通常１μm
以下である．発生計算の後，周囲に水が凝縮して大きさを増す（成長）過程を計算する．
また翼間における水滴の三次元的な運動経路（軌跡）の計算を行う． 
(b)粗大水滴：翼後縁から水分が噴霧してできた粗大な水滴．噴霧時に水滴径と個数を設定
し，成長計算，軌跡計算を行う．  
(c)翼面水分：動静翼の表面に付着した状態の水分．微小水滴または粗大水滴が翼の背側ま
たは腹側に衝突したもの，および直接凝縮した水分を含む．水膜，水脈，水滴などの形
態をなしていると考えられる．翼面上での軌跡を計算するが，この際の扱い易さなどか
ら，水滴状となっていると仮定し単純化する． 
(d)壁面水分：微小水滴または粗大水滴が流路を遠心方向に運動して外壁に達したもの，翼
面水分が外方に運動して外壁に達したもの，および外壁面に直接凝縮したもの．軌跡を
計算する．翼面水分と同様，水滴状となっているとして扱う． 
(3)湿り度の定義 
気相と液相の混在した状態が湿り蒸気であり，湿り度Yの定義は，液相(微小水滴，粗大
水滴等)の重量流量合計を全蒸気重量流量で割った値とする．ここで，G：全蒸気重量流量，
YT：全液相の重量流量，Yf：微小水滴の重量流量，Yd：粗大水滴の重量流量，Yb：翼面水分
の重量流量，YW：外壁面水分の重量流量（単位はそれぞれ[kgw/s]）である． 
     
G
YYYY
G
Y
Y wbdfT
+++
==                      (2.1)  
 
2.2.2 湿り蒸気の計算方法 
(1)気相の計算 
気相については，入口～出口の全通路部領域に対して膨張に伴う状態値（圧力，温度，
エンタルピ，比容積等）の変化，および速度の変化を各軸方向位置にて計算する．気相は
液相との関係において状態値を把握することが第一の主眼であるため，2.2.3 に示す半径
方向に分割した流路内では周方向，半径方向共に一様な分布，すなわち一次元的な流れと
する．乾き蒸気の膨張に伴って変化する状態値や蒸気の過冷却度が計算され，それらに基
づき復水現象（水滴核の発生の有無，発生する場合は，その位置，水滴径，水滴個数）を
計算する．湿りが発生した後は，連続，運動量，エネルギー各式において，液相部分と気
 
 
26
相部分を区別して取り扱うが，両者は相互に関連し合い，気相は膨張を継続しつつ，液相
との熱の授受や水滴の運動などを支配する． 
(2)液相の計算 
液相については挙動を詳細に把握する目的から，下記(a)～(e)の計算を系統的に行う．
水滴の成長，速度，軌跡などは連続的な変化を計算し，その結果から翼への付着，後縁か
らの噴霧などを判定して(4)により形態変化の操作を実行する．軌跡計算に備え，各翼入口
での形態別の水滴量に基いて，半径方向には流路中央，周方向には翼間周方向に等量に水
滴を分散配置させ，翼列入口から出口へと解き進める． 
(a)微小水滴の成長（水滴径の変化を計算） 
(b)微小水滴の軌跡，翼への付着 （水滴の各速度成分，位置を計算） 
(c)翼面又は壁面水滴の移動 （各速度成分，位置を計算） 
(d)後縁からの噴霧 （発生水滴の径，個数，初速度を設定） 
(e)粗大水滴の軌跡，翼への衝突 （水滴の各速度成分，位置を計算） 
(3)数値計算対象と方法  
数値計算は，(1)(2)に示した気相および液相の計算対象，すなわち表 2.1 の各変数につ
いて，翼列入口から下流方向へ向けて軸方向へ逐次積分を行うことで実行する．このため
任意の軸方向位置にて各変数の微係数を導出する機能が主要ルーチンの一つとなる． 
表 2.1 解析対象変数 
解析対象 主要変数 
気 相 圧力Ｐ，温度Ｔ，比容積Ｖ，速度成分Ｗz，Ｗx，Ｗy
微小水滴 水滴径ｒf，速度成分Ｗfz，Ｗfx，Ｗfy，位置x，y 
粗大水滴 水滴径ｒd，速度成分Ｗdz，Ｗdx，Ｗdy，位置x，y 
翼面上の水滴 速度成分Ｗbz，Ｗbx，半径位置x 
液相 
壁面上の水滴 速度成分Ｗwz，Ｗwy，周方向位置y 
 
積分の方法はルンゲクッタ法，およびアダムス法(12)を使用した．積分手順を記すと，ス
タートはルンゲクッタ法により，初期の積分ステップ幅Ｈで１ステップ積分する．続いて
スタート地点に戻って幅 0.5Ｈで２ステップ積分し，両者の各変数値の差異を吟味し，全
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ての変数での差異が許容値以下であればステップ幅 0.5Ｈを妥当なステップ幅とみなして
計算を継続し，許容値を越えていればさらにＨを半分にして同様の操作を行う．ルンゲク
ッタ法で 4ステップ進めた後，アダムス法に移行して計算を継続すると共に積分誤差を監
視し，誤差が大きい場合はステップ幅を小さくして，その位置より再度ルンゲクッタ法に
戻って計算をスタートする． 
(4)液相間の形態変化 
本解析では液相の初生，およびその後の形態変化を追跡する．具体的には以下の(a),(b)
とし，形態変化の取扱いの詳細は表 2.2 による． 
(a)液相の発生：過冷却蒸気中からの微小水滴の発生，翼面，壁面への直接凝縮による翼面・
壁面水滴の発生による． 
(b)形態変化： 微小水滴が翼面・外壁面に接触した場合，翼面水滴が翼後縁に到達し再度
蒸気中に噴霧する場合，翼面水滴が外壁面に移動する場合，粗大水滴が翼面または外壁
面に接触した場合，外壁面水滴が翼面に移動する場合，など． 
表 2.2 液相の発生と形態変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 形態変化
条件 消滅 発生
－ 微小水滴
－ 翼背側水
－ 翼腹側水
－ 外周壁水
微小水滴 翼背側水滴
微小水滴 翼腹側水滴
微小水滴 外周壁水滴
跳ね返りなし 粗大水滴 翼背側水滴
跳ね返りあり 粗大水滴（減量） 翼背側水滴
跳ね返りなし 粗大水滴 翼腹側水滴
跳ね返りあり 粗大水滴（減量） 翼腹側水滴
跳ね返りなし 粗大水滴 外周壁水滴
跳ね返りあり 粗大水滴（減量） 外周壁水滴
翼背側水滴 外周壁水滴
翼背側水滴 噴霧水滴
翼背側水滴（減量） 背側吸込ドレン
翼腹側水滴 外周壁水滴
翼腹側水滴 粗大水滴
翼腹側水滴（減量） 腹側吸込ドレン
外周壁水滴 翼背側水滴
判定内容 処理操作
微小水滴
翼背側面に接触
翼腹側面に接触
外周壁面に接触
翼後縁に到達
吸込溝に到達
粗大水滴
翼背側面に接触
翼腹側面に接触
外周壁面に接触
翼背側へ移動
水滴核発生率＞基準
翼背側凝縮率＞０
翼腹側凝縮率＞０
外周壁凝縮率＞０
翼先端に到達
翼後縁に到達
吸込溝に到達
翼先端に到達
区分
液相
発生
液相
滴
滴
滴
外周壁水滴（減量） 外周吸込ドレン吸込溝に到達
外周壁水滴
過冷却蒸気
翼腹側水滴
翼背側水滴
対象
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2.2.3 流路形状の定義 
解析は上流から下流に向かい解き進める．計算の単位は段落を構成する静翼又は動翼（翼
列と呼ぶ）を１単位とする．したがって１段落当たり２翼列の計算を連続して行うことと
なる．計算領域は，子午面内では図 2.1 のように１翼列当たり，入口～出口間の軸方向長
さ，入口・出口での内径，外径を与えて対象領域の大きさを指定し，翼の上流，下流の空
間も領域に含める．また周方向については，翼間１ピッチ分を計算領域とする． 
計算領域の内で，半径方向には分布を調べる必要から複数流路に分割するものとし，流
路の境界となる各流線の位置を指定する．一方，周方向には一様との仮定をおいて翼の１
ピッチ間は分割無しとする． 
翼の形状は各流線上で定義し，入口角，出口角，前縁位置，後縁位置，前縁厚み，後縁
厚み，最大厚みとその軸方向位置などを与え，翼面が滑らかに連続するよう二次又は三次
関数にて近似する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
翼軸方向コード
最大厚み位置
最大厚み
後縁ｒ
前縁ｒ
入口角
出口角
前後縁
周方向距離
z
y
計算領域軸方向長さ
計算領域入口内径
計算領域入口外径
計算領域出口外径
計算領域出口内径
入口各流線位置
出口各流線位置
z
x
図 2.1 流路形状に関する主要入力 
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座標軸はタービン軸方向(z)，半径方向(x)，周方向(y)の円筒座標を用い，翼に固定され
た座標とする．従って静翼では静止座標，動翼では回転座標となり，動静翼の各接続面に
おいて周方向速度に対して回転周速分の加算または減算を行う． 
計算領域入口で入力する変数は，入口状態が過熱蒸気の場合は流管毎の圧力，温度，軸
方向速度を与える．入口から湿り蒸気の場合には，圧力，温度，湿り度，速度を与え，湿
りの形態は，水滴の種類（微小水滴，粗大水滴，壁面水滴），平均水滴径，個数を流路ごと
に指定可能である． 
 翼列の空力的な損失計算は本解析では対象としないので，翼列のエンタルピ効率を指定
する．流路ごとに指定するため翼高さ方向に変化させることが可能である． 
 
2.2.4 状態式 
本解析では前述のように気相と液相を区別して扱うため，状態式については以下のよう
に気相，液相のそれぞれに対して近似式を適用する． 
(1)気相 
状態式は大脇，中嶋，高田の式（16）を４次近似まで用いる．同式は臨界点を含む 0～1000℃，
0～150MPaの範囲で妥当であると言われている（16）． 
4
3
3
2
2
10
C V
)T(B
V
)T(B
V
)T(B
V
)T(B
1ZRT
PV ++++==             (2.2) 
ここで， 
B0=2.282×10-3-1.050×10-1τ1.5-3.21×10τ6
B1=-2.349×10-6+1.363τ6-2.113×103τ10
B2=2.163×10-8+2.149×10-3τ6+6.019×108τ20
B3=-7.321×10-11-1.766×10-5τ6-2.050×1014τ30
τ=100／(273.16+T(℃)) 
但し本式の単位は，圧力Ｐ[kgw/m2]，比容積Ｖ[m3/kgw]，気体定数Ｒ[kgw･m/kgw･K]である． 
エンタルピは状態式から熱力学的に求まり，下式にて表される（12）． 
)T(h))dT
dB
4
TB(
V
1)dT
dB
3
TB(
V
1)dT
dB
2
TB(
V
1)dT
dB
TB(V
1(
J
RT
h 0G
3
34
2
23
1
12
0
0
L
G +-+-+-+-=
                                                                    (2.3) 
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)100
Tlog(047.14)100
T(916.0)100
T(618.3478.481)T(h 20G +++=  
但し単位はエンタルピhG[kcal/kgw]，温度T[K]，比容積Ｖ[m3/kgw]，気体定数Ｒ 
[kgw･m/kgw･K]とし，ＪLは熱の仕事当量[kgw･m/kcal]である． 
定圧比熱（12）Cp[kcal/kgw･K]は， 
)V
TX
X1(J
RCC 2C1C
L
0PPV +=                                     (2.4) 
)T
100(11436.0)100
T(01808.035155.0C 0P 　　 ++=  
)
V
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V
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C
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T(
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1)dT
dB2
dT
Bd
T(V2
1)dT
dB2
dT
Bd
T((X 22
2
2
2
1
2
1
2
0
2
0
2
2C +++++=  
         ))dT
dB2
dT
Bd
T(
V4
1 3
2
3
2
3 ++  
(2)液相 
エンタルピ（飽和水）（12）は，単位をhL[kcal/kgw]として， 
hL=hL0+hL1T+hL2T2+hL3T3                                         (2.5) 
hL0=-3.4025×102
hL1=1.5816 
hL2=-1.6834×10-3   
hL3=1.6276×10-6  
表面張力σ[kgw/m]は， 
799.0
6471(0116.0σ ）
Ｔ－=                                               (2.6) 
液相の比重量（12）γL [kgw/m3]は， 
2
210L )460T(γ)460T(γγγ －－ ++=                                   (2.7) 
γ0 = 8.7988×102
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γ1 = -1.1236 
γ2 = -2.4026×10－3
(3)共通 
飽和圧（12）は，単位をPS [kgw/m2]として， 
log10PS＝a1＋a2／T＋a3log10T                                          (2.8) 
a1＝19.080653，a2＝-2665.1963，a3＝-3.081703  
潜熱 hfgは， 
hfg＝hG－hL                                  (2.9) 
状態に関する微分方程式（12）は，PV＝RTZCより， 
0)
dz
dT
T
1
)(
T
Z
Z
T
1()
dz
dV
V
1
)(
V
Z
Z
V
1(
dz
dP C
C
C
C
=
 ∂
 ∂
+
 ∂
 ∂
+ －－
Ｐ
１
               (2.10) 
 
2.2.5 タービン内の湿り蒸気各方程式 
(1)連続の式 
Ｇを全蒸気流量，Aを通路断面積，WGを気相速度，VGを気相比容積，Yを湿り度とし，
単位質量当たりの液相の体積は，低圧部では気相の 1／1000 程度またはそれ以下であるの
で無視すると， 
一定･ =+= YG
V
AW
G
G
G                                            (2.11) 
X を乾き度とし，Y=1-X とおくと， 
一定==
XV
AW
G
G
G                                                  (2.12) 
これから微分方程式は， 
0
dz
dY
X
1
dz
dV
V
1
dz
dW
W
1
dz
dA
A
1 G
G
G
G
=++ －                                (2.13) 
(2)エネルギー式 
WLを液相速度，gを重力加速度[m/s2]とし，位置エネルギーを無視すると，単位重量の湿
り蒸気の持つエネルギーE [kcal/kgw]は， 
 
 
32
)
gJ2
W
h(Y)
gJ2
W
h)(Y1(E
L
2
L
L
L
2
G
G +++= －                                (2.14) 
液相の大半を微小径の水滴が占め，かつその速度は気相の速度と近いとの仮定を置いて，
WL=WG=Wとすると， 
LG
L
2
Yhh)Y1(
gJ2
W
E ++= －                                           (2.15) 
エネルギー保存の微分方程式は，CPLを水の比熱[kcal/kg･K]，TLを液相の温度として， 
0
dz
dT
YC
dz
dY
h
dz
dh
X)
dz
dW
W
1
(
gJ
W L
PLfg
G
L
2
=++ －                           (2.16) 
なお音速領域(M=1)ではエネルギー式の微係数が特異点となり求まらない．このため
M=0.95 にてスロート状態を予想，軸方向に比例配分して状態値を決定する方法をとる．
この区間に限り，エネルギー式は気相のエンタルピが温度のみの関数であるとした次式を
用いる(12)． 
0dz
dT
YCdz
dYhdz
dTXC)dz
dW
W
1(
gJ
W L
PLfgPV
L
2
=++                          (2.17) 
次いで積分位置がスロートに達したら，遷音速区間出口(M=1.05)の状態を予測し，同様の
操作で積分を継続する． 
(3)運動量の式 
流路の断面積を A，長さ dz の微小体積に流入する運動量を速度項 
g
W
Y
g
W
)Y1( LG +－  
および圧力項 PA (1－Y) の和とし，微小体積内の気相に加わる外力を AdzF (1－Y) とする
と，微小体積へ流入，流出する運動量の差分から微分方程式は， 
0XAF
dz
dY
PA
dz
dP
XA
dz
dW
g
1
=++ －                                    (2.18) 
但し，F：単位体積当りの摩擦力 [kgw/m2]とし，近似的にWG=WL =W，dA=0 としている． 
 
2.2.6 水滴の発生の計算 
タービン内で蒸気が凝縮する場合，凝縮量に対して十分な凝縮面が存在しないため，水
の分子が偶然集合してできる水滴核が安定に存続できるようになるまで本格的な凝縮が行
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われず，非平衡の状態である過冷却（過飽和）状態が進行する．非平衡の程度を表すパラ
メータである過冷却度ΔTは，蒸気の飽和温度をTS (P)，実際の蒸気温度をTとすると， 
ΔT＝TS (P)－T                                    (2.19) 
同じ現象を過飽和度Λで表すと，PS(T)を飽和圧力として， 
)
)T(P
P
ln(Λ
S
=                                   (2.20) 
で定義される（下図参照）． 
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図 2.2  ｈ-ｓ線図上での過冷却の定義  
 
一般に凝縮が行われるのは，蒸気線図上で飽和線を横断後，湿り度がおおよそ２～４％
に相当する位置であるとされ，ウィルソン点と呼ばれる．過飽和が進行するほど小さな水
滴でも存在できるようになり，この最小の水滴径を臨界半径と呼ぶ．ケルビンの式（9）よ
り臨界半径rcritは， 
ΛRTγ
σ2
r
L
crit =                                                   (2.21) 
但しσ：液相の表面張力[kgw/m]，γL：液相の比重量[kgw/m3]，R：蒸気の気体定数 
[kgw･m/kgw･K]，Ｔ：温度[K]，Λ：過飽和度である．一例として蒸気温度 50℃，過冷却度
20℃での臨界半径は 10-3μm程度である． 
発生する水滴の個数は，分子運動から導かれる水滴核発生率（個数）Jによる(12)． 
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J 2
N00
2
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2
0 －=                                  (2.22) 
ここで， 
3
0
2
L
2
00
N )TR
σ
(
γ3
MNπ16
Z =   
J：単位時間・単位体積の蒸気中に発生する水滴個数[1/m3s]，N0：アボカドロ数，R0：一般
ガス定数[kgw･m/kgw･K]，M0：分子量，g：重力加速度[m/s2]である．計算では，Jが閾値を
越えた時点を水滴発生開始と見なし，臨界半径の水滴核を配置する．水滴発生開始後も蒸
気の膨張速度が速いため，過冷却がさらに進行し，連続的に水滴発生が行われる．計算上
では流れに沿って一定間隔で次々に水滴群が発生するとして扱う．水滴量が増えると，そ
の放出潜熱により過冷却は急速に減少するため水滴発生は止み，以降の膨張に伴う凝縮は，
通常は水滴の成長すなわち既に発生した水滴の周囲に凝縮することで行われる． 
 
2.2.7 水滴の成長の計算 
図 2.3 に過冷却蒸気中に存在する水滴核の温度状況を模式的に示す．水滴核の半径ｒが
臨界半径rcritと等しい場合（図中央），水滴温度TLは蒸気（気相）温度Tと等しく，水滴と気
相間に熱の授受は生じないため，水滴核はそのままの状態で存続する．r＞rcritの場合（図
左），水滴温度TLは周囲の気相温度Tよりも高いため，水滴から気相への熱移動が生じて水
滴への凝縮が促進され，水滴は成長する．逆にr＜rcritとなった水滴核（図右）は，温度TLが
周囲の気相よりも低くなり，気相から水滴核に熱移動が行われて蒸発，消滅する． 
水滴の温度をTLとすると，上記の関係は， 
 
ΔＴ
蒸気温度Ｔ
飽和温度ＴＳ
水滴温度ＴＬ
　ｒ＞ｒcrit 　ｒ＝ｒcrit 　ｒ＜ｒcrit
 
 
 
 
 
 
図 2.3  水滴径，過冷却度，水滴温度の関係 
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)TT(
r
r
TT S
crit
LS －－ =                                               (2.23) 
にて表され，hCを水滴･気相間熱伝達率とすれば，水滴径成長率の方程式は次式で示される
（12）． 
fgL
Lc
hγ
)TT(h
dt
dr －
=                                                  (2.24) 
 
2.2.8 翼面，壁面への凝縮 
翼面または壁面に接する蒸気が過冷却状態の場合，翼面・壁面から蒸気への熱伝達が生
じ，面上に凝縮が開始される．凝縮量は壁面からの伝熱量 dQ により支配されると考えら
れる． 
dQ=hb dS (TS-Trec)                                                (2.25) 
但し hb を翼・蒸気間の熱伝達率，Sを翼または壁面の表面積とし，Trecを回復温度 
PVL
2
G
rec CgJ2
W
rTT += ， r=(Pr)1／3                                  (2.26) 
とする．これから単位流量あたりの凝縮量は下式にて求める（12）． 
Gfg
GrecSb
b AWh
V)TT(dSh
dY
－
=                                              (2.27) 
          
2.2.9 水滴の軌跡計算と翼への付着 
(1)運動方程式 
蒸気中で自然発生した微小水滴の大半は蒸気流に乗って下流に流れてそのまま排出され，
翼面などに接触・付着するものは一部のみであるが，これが後に翼浸食などの原因となる
粗大な水滴の出発点であるので，微小水滴に対して運動軌跡の解析を行って，有害な水分
の分布や量を知ることは重要である．一方，翼後縁などから噴霧した粗大な水滴は，下流
の動翼に衝突して直接的な浸食原因や損失の原因となるので，その軌跡，運動速度の計算
は浸食量を予想する上で不可欠である．従って本研究では，微小水滴と，粗大水滴の両方
について運動の解析を行う． 
水滴の運動を支配する外力には，水滴と気相の速度差による蒸気（気相）の抗力，浮力，
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静圧差による力，重力などがあるが，このうち大部分を占めるのが蒸気の抗力であり，そ
の他は値が小さいとしてここでは省略する．静止系，三次元空間における水滴の運動方程
式をベクトルを用いて表せば， 
rr
2
GD
L WW)rπ(ρC
2
1
dt
Wd
m =                                         (2.28) 
ここでｍ：水滴質量， LW ：水滴の速度ベクトル， rW ：気相と水滴の相対速度ベクトル， 
Wr： rW の大きさ，CD：抗力係数，r：水滴半径，ρＧ：気相密度である．抗力係数CDは水
滴周りの流れのレイノルズ数Reの関数であり，Re＜0.5 の場合，ストークスの式 
CD＝24／Reを用いる(88)．但し水滴核のように微小な場合，クヌードセン数Kn（分子の平
均自由行路と水滴径の比）が大きくなるため連続流と見なせず，抗力係数を以下で補正す
る(9)． 
Kn53.21
1
C'C DD +
=  ， 
Re
M
κ5.1
D
l
Kn r==                          (2.29) 
ここで l：分子の平均自由行路，D：水滴径，Mr：相対速度のマッハ数，κ：比熱比である． 
解析に用いる各成分の運動方程式は， LW のx，y，z方向成分をWLx，WLy,，WLz， rW のそ
れをWrx，Wry,，Wrzとすると， 
rxr
2
GD
xL WW)rπ(ρC
2
1
dt
dW
m =  
ryr
2
GD
yL WW)rπ(ρC
2
1
dt
dW
m =                        (2.30) 
rzr
2
GD
zL WW)rπ(ρC
2
1
dt
dW
m =  
  動翼内における水滴の運動については，座標軸そのものが回転することによる見かけの
力が上式に対して加わる．従って， 
xωmWωm2WW)rπ(ρC
2
1
dt
dW
m 2yLrxr
2
GD
xL += －                 
yωmWωm2WW)rπ(ρC
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1
dt
dW
m 2xLryr
2
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yL ++=                       (2.31) 
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zL WW)rπ(ρC
2
1
dt
dW
m =  
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気相の速度については 2.2.2 では一次元的に求めたが，水滴の運動の解析では，軸方向
速度成分に対して周方向の直線的な勾配（17）
βcos)
dz
)Wρ(d
ρ
1
βtan
dz
dW
(
y
W 2zG
G
yz +=
 ∂
 ∂
                              (2.32)  
が存在するものとして補正した各周方向位置での気相速度を用いる． 
(2)水滴の付着判定 
水滴の翼への付着判定は，水滴位置と翼または壁面位置により行う．式（2.31）を軸方
向座標Ｚで逐次積分すると水滴速度が求まり，速度を積分することで位置が求まるので，
各々の水滴の位置を，図 2.1 にて定義した流路と翼の形状と照合することで，水滴が翼又
は壁面に接触したかどうかが判定できる．例えば翼背側，腹側の表面の位置をys(z)，yｐ(z)
とし，水滴位置をydiとすると，(ys－Ydi)(ys－yp)≦0 の場合，背側に接触し，(yp－ydi)(yp－ys)
≦0 の場合，腹側に接触したと判定する．この判定を逐次積分する度に行えば，水滴が翼
に衝突する位置が分かる．外壁に衝突する水滴についても同様である．微小水滴の場合は，
翼表面や外壁に衝突した場合は全て付着すると考え，以降は翼面または壁面上の水滴とし
て挙動を追跡する． 
粗大水滴の場合は，その一部(入力で割合を指定可能)が跳ね返って蒸気に再混入し，残
りが翼面に付着すると考える．跳ね返る水滴の速度は，衝突時のエネルギー損失を考慮し，
弾性衝突後の速度から減速した速度とする． 
微小水滴，粗大水滴とも，翼列入口にて存在する場合は，各流管の中央高さの複数の周
方向位置に等量に配置する．     
 
2.2.10 翼面での水滴の移動 
翼面上の液相の挙動は 3.5.1 の可視化等によって部分的に把握されているが，水滴状，
膜状，脈流状と水量や蒸気速度等により一定せず複雑である．2.2.1 に記したように，こ
こでは水滴状となっていると単純化して解析を進める． 
図 2.4 のように翼面の任意の位置に接する平面を考え，平面に沿って x軸と垂直な s軸
をとる．同面上に存在する水滴に作用する外力として，気相の抗力と翼面の摩擦力を考え，
重力は無視する．動翼では遠心力とコリオリ力が見かけの力として加わる． 
気相の抗力Fdは，水滴と気相の相対速度により生じるので，ALを気相流に対する水滴の
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投影面積，Wrを水滴と気相の相対速度として， 
2
rLGDd WAρC2
1
F =                                             (2.33) 
にて表す． 
ω
ｙ
ｓ
ｚ
β
ｘ
ｍ
 
 
 
 
 
 
図 2.4 翼面水滴運動座標 
 
摩擦力Ffは水滴の運動速度WLに比例し，逆向きに加わるとして， 
Ff=-kWLAf                                                           (2.34)                 
Afは水滴と翼面の接触面積，kは摩擦係数とする． 
回転する動翼上の水滴に作用する見かけの力は，半径方向，周方向それぞれ， 
Fax= 2mωWLy+mω2x 
Fay=-2mωWLx+mω2y                                             (2.35) 
であるが，水滴は翼面上に拘束されているため，このうち翼面 S に沿った成分が働くとす
る．以上より翼面上の水滴に関する運動方程式は， 
  xωmβsinWωm2AkW)WW(WAρC
2
1
FFF
dt
dW
m 2LsfLxLxxrLGDaxfxdx
Lx ++=++= －－   
βsin)βsinωmWωm2(AkW)WW(WAρC
2
1
FFF
dt
dW
m 2LsfLsLssrLGDasfsds
Ls ++=++= －－－
Wx，Wsには翼面に沿う気相の流速を用いる． 
(2.36)
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静翼については見かけの力は無く気相の抗力と摩擦力のみであるので，水滴軌跡は蒸気
流に沿うが，壁面近くでは二次流れが存在し水滴の移動に影響するため，3.5.2 に示す静
翼の水分跡の観察結果などを反映し影響を考慮する． 
 
2.2.11 水滴の噴霧化 
翼面上の水滴が後縁に達すると，蒸気力により吹きちぎられて蒸気中に再混入する．こ
れを本研究では粗大水滴と呼ぶ．粗大水滴の直径は通常 0.05～0.5mm 程度で，水滴核に比
べるとはるかに粗大であること，再混入後の絶対速度も気相に比べ遅いことから，下流の
動翼に衝突した際に，浸食や制動作用の直接的原因となる．従ってその挙動の解明は，湿
り蒸気の影響の予測に対して直接的かつ重要である． 
噴霧過程では，まず後縁直後の気相速度が遅い後流内へ 0.35～1.6mm程度の大粒の水滴
が飛び出し(一次噴霧)，その後後流内の気相速度が主流に近づくにつれて，水滴と気相の
速度差が限度を超えるとさらに細分化(二次噴霧)が起こるとされている（38）．下流に至り
影響を及ぼすのは二次噴霧の水滴である． 
噴霧過程は 3.6 にて実際に観測するが，ここでは二次噴霧の水滴径の予測方法を示す． 
気相密度および気相速度が大きいほど粗大水滴径は小さく，また水滴の表面張力が大きい
ほど蒸気力に抗して液滴を維持することから，二次噴霧後に存在しうる最大の水滴径は， 
2
rG
L
max Wρ
σWe
D =                                                       (2.37) 
ここでWeは実験定数で臨界ウェーバー数と呼ばれ，Gardner(18)によるとWe＝22 (急激な加
速では 13) 程度とされているので，解析ではこの値を用いる．但しσLは表面張力 [kgw/m]，
ρG は気相密度[kgw･s2/m4]，Wrは気相と水滴の相対速度 [m/s]とする．後流内の蒸気速度
を推定する方法として，蒸気風洞での全圧トラバース結果を適用し，二次噴霧域付近の後
流中心速度は主流速度の約 90%とする．臨界ウェーバ数の検証は 3.6 にて行う． 
 
2.2.12 湿り損失の推定 
 湿り損失の原因・分類の考え方はまだ確立されているとは言えないが，ここでは
Gyarmathy(9)の提案した原因別分類，計算方法を参考とし，その主要なものを用いる．具体
的には表 2.3 の項目とする． 
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損失名 記号 主要原因
制動損失 L b  粗大水滴が動翼に衝突する際の制動作用
加速損失 L a  気相が水滴を加速する際の摩擦損失
復水損失 L t  過冷却蒸気から復水が生じる時のエントロピ増加
捕捉損失 L c  水滴が静止部に付着する際の運動エネルギー消滅
ポンプ損失 L p  動翼表面の水滴が外周側へ移動する際の必要仕事
表 2.3 湿り損失値の予測に用いた各損失 
 
 
 
 
 
 
(1) 制動損失 
噴霧した粗大水滴が動翼に衝突する際，水滴の絶対速度が気相よりも遅いため，動翼の
背面から周速度に近い速度で衝突し，動翼回転方向と逆向きの運動量モーメントを与える．
水滴が動翼に付着すると仮定すると，衝突前後の水滴の絶対速度の差から， 
Lb= m (u－Cd2t ) u                                              (2.38) 
によって求める．Lbの単位は[kgw･m]，またm：水滴質量[kgw･s2/m]，Cd2t：衝突前の水滴の
周方向絶対速度[m/s]，u：動翼周速度[m/s]とする． 
(2)加速損失 
静翼後縁から水滴が噴霧後，気相との速度差により水滴と気相の間に摩擦力が生じ，こ
れにより水滴が加速される．この際，気相の持つ運動エネルギーの一部が摩擦損失となる．
水滴当たりの加速損失は，次式で示される． 
dtFWL r
3t
1t
a ∫=                                                      (2.39) 
但し，La[kgw･m]，F：気相の抗力[kgw]，Wr：気相と水滴の相対速度[m/s]，t3－t1：加速開
始から翼列を出るまで（または翼や壁面に付着して消滅するまで）の時間[s]である．加速
が促進されると動翼への衝突速度は下がるので，加速損失と制動損失は裏腹の関連がある
と考えられる．微小水滴についても気相により加速されるが，気相と一体で出力を発生す
るので，微小水滴の加速に要するエネルギーは損失として計上しない．但し翼に捕集され
るなどにより出力発生に寄与しない微小水滴については，粗大水滴と同様，加速損失を計
上する． 
(3)復水損失 
蒸気中で復水が生じるとき，短時間に水滴核から気相への熱移動が行われ，気相のエン
トロピは増加する．このときの損失Lt [kcal/kgw]は， 
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Lt=(S2－S1)TS(P)                                                  (2.40) 
で表される．ここで，S1，S2：復水前後の蒸気（気相＋液相）の総エントロピ[kcal/kgw･K]，
TS(P)：飽和温度[K]である．本解析では(S2-S1)は，微小水滴毎に，気相との間で発生する熱
授受量によるエントロピ変化を考える．図 2.3 に示すように，過冷却蒸気中に存続してい
る水滴の場合，TＬ＞Tであり，水滴から気相へ熱移動Δqが生じる．このときの水滴側のエ
ントロピ変化は， 
=LSΔ －
LT
qΔ
                                                   (2.41) 
一方，気相側のエントロピ変化は 
T
qΔ
SΔ G =                                                      (2.42) 
であるので，（ΔSＬ＋ΔSＧ）にて両相を総合したエントロピ増加として計算する．TＬ＜T
の場合は気相から水滴への熱移動となりΔqの符号が逆となる． 
(4)捕捉損失 
速度を持って移動している水滴が，翼や壁面に付着することによって失われる運動エネ
ルギーで，下式となる． 
2
LC mW2
1
L =                                                       (2.43) 
但しLC[kgw･m]，m：水滴質量[kgw･s2/m]，WL：水滴速度[m/s]． 
(5)ポンプ作用による損失 
 動翼表面に付着した水滴がポンプ作用により外周側へ移動する際に，動翼が水滴になす
仕事を損失として，次式で計算する． 
LP=m(u22－u12)                                                   (2.44) 
但し，LPの単位は[kgw･m]，u１，u２：翼面上の水滴の移動前後の位置での周速度[m/s]． 
 
2.2.13 動翼浸食量の推定 
(1)浸食のメカニズム 
静翼後縁から噴霧された粗大水滴が高速で下流の動翼に衝突することが，動翼浸食の主
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原因である．水滴が翼に衝突して浸食に至らしめるメカニズムは多くの研究がなされ，解
明が行われてきた(12)(18)(38)(50)(52)．それによると，図 2.5 のように翼面に衝突した水滴は時
間とともに変形するが，その際に水滴内部に圧力波が生じ翼表面層に伝達される．このと
き衝突速度，圧力波の伝播速度等の条件によっては，翼に発生する応力が疲労限を超え，
局所的な歪硬化を生じさせる．この過程が無数の水滴の衝突により繰り返され，疲労限界
に達すると材料面にクラックが発生，これがさらに進行すると互いに交差し合い材料の局
部離脱に至る． 
水滴の衝突条件と浸食量の関係についてはこれまでに実験的な研究が行われている．回
転翼に試験片を装着し水滴を衝突させるスピンテスト試験（50）の結果では，浸食の主パラ
メータとして材料特性，衝突速度，角度が関係し，また浸食を起こす最小の衝突速度が存
在することなどの知見が得られている．本解析では浸食量の推定にPearson提唱の次式（54）
を用いる． 
E=k(Vcosθ－VS)α／cosθ                                         (2.45) 
ここでk：材料による係数，V：水滴の衝突速度，θ：衝突角度，VS：浸食を生じる最小衝
突速度，α：材料による指数，である．k，VS，αについては材料別の実験で得られた値を
用い，翼材質に対応して浸食量の推定ができるようにする． 
(2)浸食量の予測 
(1)から，浸食量を予測するために必要な情報は，単位面積当たりの衝突水量，衝突速度，
衝突角度，それに翼材質であり，2.2.11 にて大きさと量を設定した粗大水滴について，速
度と軌跡を 2.2.12 の手法で計算し，動翼位置に達する際の水滴速度，水滴量を算出する．
これに基づき速度三角形によって衝突速度，角度を求め，(2.45)式によって浸食量を推定
する． 
なお，同式で表される浸食量の試験結果は加速試験によるものであるため，実機におい
て累積の水滴衝突量と浸食絶対量の関係を推定するには精度が不十分である．このため実
機の浸食絶対量の予測に際しては，運用状態と計測浸食量が得られている既存実機のデー
タを基にして，既存実機および予測対象機の両方について浸食量計算を行った上で，それ
らの計算値の相対比と既存実機のデータを使用して推定する方法を用いた． 
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図 2.5 浸食の発生メカニズム（50）
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2.3 試験タービンの解析結果 
 
2.3.1 解析対象と蒸気条件 
本節での解析対象は，本研究にてタービン試験に用いた低圧試験タービンの最終段を含
む４段落，計８翼列とした．試験タービンの設備仕様は 3.2.1 に記すが，事業用タービン
低圧段落の 1/2.5～1/4（対象の実機により異なる）のサイズの縮小モデルである． 
蒸気条件は下表の３通りとし，試験タービンの標準試験条件である標準湿り度（出口湿
り度７％）のほか，高湿り度条件（出口湿り度 11％），低湿り度条件（出口湿り度４％）
とした．入口条件はすべて過熱蒸気状態で，出口湿り度を変えるために入口温度を変化さ
せた．これらの条件のうち，標準湿り度条件は事業用の火力タービンに相当する条件であ
り，湿り度大の状態は原子力タービンに近い条件である．また湿り度小は火力タービンの
内でも部分負荷時のケースに相当する． 
 
表 2.4 試験タービン解析蒸気条件 
ケース 入口圧力kPa 入口温度℃ 出口湿り度％ 流量kg/s 回転速度rpm
標準湿り度 (Normal) 81.4 147.2 7 5.90 6300
湿り度大 (Wet) 81.4 97.2 11 6.29 6300
湿り度小 (Dry) 81.4 197.2 4 5.58 6300
 
対象の通路部および各翼列位置を示す子午面形状と，翼高さ方向の流路分割の模様を図
2.6 に示す．通路部の根元径約 650mm，翼長 90～280mm，最大外径 1240mm，４段落分の軸方
向長さは約 530mm である．流線は流路を半径方向に５流路に分割するものとしたが，根元
側および先端側の壁面近傍は他よりも液相の挙動等を詳しく解析できるよう，流路高さを
中央部の 1/2 とした．また流線位置はフリーボルテックス流における半径方向圧力分布を
仮定して設定した． 
翼断面形状は，翼高さに対して 0，1/4，1/2，3/4，1.0 の位置において定義した．例と
して最終段静翼（翼列７），動翼（翼列８）の根元部，中央部，先端部における翼断面形状
を図 2.7 に示す．実際の翼の前後縁は厚みを持っているが，翼面を前後に延長した形のカ
スプを設けることで，流路面積が前後縁で不連続に変化することを避け，連続的な面積変
化としている．このため計算上での翼コードは実際よりも数％大きい． 
以下に計算結果を，湿り蒸気の挙動の流れに沿って項目別に記述する． 
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翼列① ③ ④ ⑤ ② ⑥ ⑦ ⑧ 
静翼 動翼 静翼 動翼 静翼 動翼 静翼 動翼 
第１段落 第２段落 第３段落 第４段落 
１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
流路番号 
先端部 
中央部 
根元部 
流れ方向 → 
図 2.6 試験タービン翼配置と解析用流路 
 
 
46
-100.00
-80.00
-60.00
-40.00
-20.00
0.00
20.00
40.00
60.00
80.00
0.00 10.00 20.00 30.00 40.00 50.00 60.00 70.00 80.00 90.00 100.00
４段落静翼（先端部） 
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0.00 10.00 20.00 30.00 40.00 50.00 60.00 70.00 80.00
４段落静翼（中央部） 
４段落静翼（根元部） 
図 2.7(a)  静翼断面（翼列 7：４段落静翼） 
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４段落動翼（先端部） 
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４段落動翼（中央部） 
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４段落動翼（根元部） 
（翼列 8：４段落動翼） 
(b) 動翼断面 
図 2.7  解析に使用した翼断面形状例 
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2.3.2 蒸気の膨張過程 
図 2.8 は標準湿り度，湿り度大，湿り度小の３通りの解析条件のタービン入口から出口
までの蒸気状態変化を，エンタルピ－エントロピ線図上に示した膨張線図である．３条件
は入口圧力を共通とし，入口温度を変化させたもので，ほぼ平行に位置している．なお図
示したのは通路部の状態の平均に近い中央流路 3の値であるが，流路相互間で液相の授受
があるため，状態値は流路ごとに異なる．また本計算では湿り損失以外の翼列損失は計算
しないので，解析に際して実験値に近い翼列効率値(85～90%)を入力している． 
図 2.9 に標準実験条件での根元部，中央部，先端部の圧力変化を示す．本例ではいわゆ
るフリーボルテックス流れに近いフローパターンを示し，段落内で圧力降下が行われる際，
反動度（段落熱落差の内，動翼での熱落差の割合）は根元側で小さく，先端側で大きい．
これに対応して圧力線図では，静翼では根元側で膨張が大きく，静翼出口にて根元側の圧
力が大きく下がり，続いて動翼では先端側で大きく膨張して，段落出口では高さ方向の圧
力がほぼ均一に戻る．圧力変化は他の湿り度条件の計算結果でもほぼ同様である． 
図 2.10 は各翼列の蒸気速度（翼列から見た相対速度）を根元部，中央部，先端部につい
て示したもので，静翼，動翼とも入口から出口に向けて蒸気が膨張し速度が増加する様子
を表している．翼長方向では，概ね静翼では根元部の，動翼では先端部の速度が大きいこ
とが分かる．また動静翼の境界である各翼列出口では，回転周速分だけ速度が不連続に変
化する． 
図 2.11 に３条件の(a)エンタルピ，(b)過冷却度，(c)湿り度の変化をそれぞれ中央流路
値で代表して示す．それぞれについての特徴は以下の通りである．図中の縦線は各翼列の
境界位置を示す． 
(a)のエンタルピは入口温度に対応して各条件間で 100kJ/kg 程度の差があり，それを維
持しながら各段落にて膨張，出力発生してエンタルピが低下してゆく． 
(b)の過冷却度は定義上，入口近辺の過熱蒸気域ではマイナス値であり，入口では条件間
の温度差と対応し 50Ｋの差がある．湿り度大条件では第１段落で過冷却がプラスに転じ，
第２段落で約 30Ｋの極大値に達して湿りが発生し，以後ほぼ０を保つ．標準湿り度条件で
は第３段落で過冷却度が極大となり湿りが発生，湿り度小条件では湿りが発生するのは第
４段落となる．過冷却の極大値はいずれの条件でも 30Ｋ前後であり，極大値に至る増加状
況が３条件で異なるのは位置と翼列形状が異なるためである． 
(c)の乾き度を過冷却度と対応して観察すると，過冷却度が０からプラスに転じて線図上
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の湿り域に達しても乾き度は１のままで，直ちには湿りが発生しないことを示す．過冷却
度が極大から急減する位置と符合して湿りが発生し（ウィルソン点），乾き度が１から急減
する状況がわかる．図から湿り発生直後の乾き度は 0.965～0.98（湿り度 2～3.5%）であり，
Gyarmathy(9)による「ウィルソン点が湿り度 2～4%に位置する」との知見の範囲内にある． 
 
① 標準湿り度 
② 湿り度大 
③ 湿り度小 
① 
②
③
エンタルピ kJ/kg 
エントロピ kJ/kgK 
図 2.8 試験タービン解析による各条件の膨張
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図 2.9 各位置での圧力変化（標準湿り度） 
図 2.10 各位置での速度変化（標準湿り度） 
根元部
中央部
先端部
② ⑤ ⑧① ③ ④ ⑦⑥
0
100
200
300
400
500
600
700
0 100 200 300 400 500 600
軸方向距離mm
蒸
気
速
度
m
/s
根元部
中央部
先端部
51
2000
2100
2200
2300
2400
2500
2600
2700
2800
2900
3000
0 100 200 300 400 500 600
軸方向距離　ｍｍ
エ
ン
タ
ル
ピ
　
kJ
/k
g
 
 
図 2.11 各条件の状態値変化 
(a) エンタルピの変化 
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2.3.3 水滴の発生と成長 
(1)水滴の発生計算 
線図上で湿り域に入った地点から過冷却度は増加し，水滴の核が存続可能な条件となる
と水滴が発生する．水滴発生過程の一例（標準湿り度，翼列 6，流路 4）を図 2.12 に示す．
本例では水滴発生間隔を 2mm としたもので，軸方向位置約 18mm の地点から次々に水滴が発
生し水滴径が増加するが，当初，過冷却度が比較的小さい環境で発生した水滴は径は比較
的大きいが個数としては少なく，その成長（周囲に蒸気が凝縮し潜熱を放出）によっても
直ぐに過冷却度を解消させるだけのボリュームは無いため，過冷却度は増加し続ける．そ
の間にも新たに水滴が発生し，過冷却度の増加に応じて個数も増加するため，成長に伴っ
て放出される潜熱で過冷却の増加を抑制する作用が強まり，やがて過冷却は減少に転じて
急速に解消する．そして過冷却が最大値を示す軸方向位置（本例では 35mm 付近）で水滴の
発生は終わる． 
過冷却のピーク付近で発生した非常に微小な水滴は，過冷却が減少し臨界半径が増加す
ると，存続できずに径が減少し消滅する．またすでに発生した水滴の急速な成長は，過冷
却の解消に伴って一段落する．圧力のグラフから，過冷却が最大となる付近で圧力が局所
的に上昇している（矢印）が，水滴からの潜熱の急激な放出によるものと見られる．同時
に乾き度のグラフで値が１であったものが急速に減少して，水分が実体として発生，増加
することを示している．こうした一連の水滴発生過程の終了と対応して，上述したように
過冷却は急速に解消する． 
図 2.13 は各条件で水滴が発生する領域を子午面図上に示す．飽和線を横断し線図上の湿
り域に入るのは，過熱度および過冷却度が０となる位置であり，点線で示すように(a)標準
湿り度条件では翼列 4（２段動翼）入口から 20～30mm の位置である．実際に湿りが発生す
るのは，根元部から中央部においては翼列 5（３段静翼）入口から 50mm 前後の位置，先端
部は翼列 6（３段動翼）入口から約 30mm の位置である．また(b)湿り度大条件では，線図
上で湿り域に入るのが翼列 1（１段静翼）入口から 40mm 前後の位置，湿り発生は先端側か
ら始まり中央にかけて翼列 2（第１段動翼）入口から 22～25mm の位置で，根元では翼列 3
（２段静翼）入口から 30mm の位置である．さらに(c)の湿り度小条件では，翼列 7（４段
静翼）の 35～65mm の位置で線図上の湿り域に入るが，中央側では翼列 7の 70～80mm の位
置，根元と先端では翼列 8（４段動翼）に入ってからとなる．先に示したように，翼高さ
方向に蒸気の圧力降下の大きさが異なるため，湿り発生位置が静翼か動翼かによって，ど
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の翼高さ位置の領域から湿り発生が開始するかが異なってくる． 
(2)水滴の成長計算 
本解析では水滴発生後，次の翼列へ移るところで３種程度の代表径をもつ微小水滴に置
き換える．これはその後の成長計算と同時に翼間の周方向に同径の水滴を多数配置して軌
跡･付着計算を行うため，水滴の個別の種類数を実際的な範囲に抑えるための措置である． 
図 2.14 は湿り度大の条件の例で，翼列 3で水滴が発生し，その後翼列 8の出口まで達す
る間に成長を行う状況を示す．併せて過冷却度，乾き度を示す．これから次のことが言え
る．(a)水滴発生以降，出口までの水滴の成長度合は比較的緩やかで，この位の段落数では，
過冷却解消後に水滴径のオーダーが変わるほどの成長は行わない．(b)水滴発生後は過冷却
は 0～2Ｋ程度の範囲で増減を繰り返すが，本ケースでは臨界過冷却に至るような増加は見
られず，再度の水滴発生は無い．したがって湿り度の増加は，ほとんどが復水時に発生し
た水滴の成長のみにより行われる．他の条件での解析でも概ね同傾向で，いったん過冷却
が解消後，再度水滴が発生した例は本研究の計算では見られなかった． 
(3)膨張速度と水滴径の関係 
水滴発生時の蒸気の膨張速度を表す指標として，Gyarmathy（9）の方法により，水滴発生
領域での膨張速度 P& を 
z
P
P
W
t
P
P
1
P Z
 ∂
 ∂
=
 ∂
 ∂
=&                         (2.46) 
で定義する．ここでP：蒸気圧力，Wｚ：軸方向速度，z：軸方向距離とし，∂Pには水滴発
生領域（発生起点から終点までの区間）での蒸気圧力の変化，∂tには発生に要する時間（水
滴発生領域の通過時間）を使用した．図 2.15 に本解析結果での膨張速度と水滴発生終了位
置での微小水滴の最大径の関係を◆で示す．各条件の結果を併記してあり，発生点の圧力
が異なるためばらつきも相当あるが，膨張速度が大きいと発生する水滴は小さく，膨張速
度が減少すると双曲線的に水滴径が増加する傾向が明確に示されている．また同図中に
Gyarmathy（9）による P& と水滴径の関係（図 1.10）より引き直したカーブのうち，パラメー
タとして本解析での圧力値に近いケースを併せて示した．本解析の結果は最大径であるの
で大きめであるものの，これらのカーブの傾向と比較的良く合っており，本解析の発生水
滴径がGyarmathy提案の計算結果と概ね近い値として予測されていると言える． 
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図 2.12  水滴発生領域における水滴半径，圧力，過冷却，乾き度の変化の例 
（標準湿り度，翼列 6，流路 4） 
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図 2.13  解析による水滴発生位置 
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図 2.15 解析による膨張速度と水滴径の関係  
 
図 2.16(a)はタービン出口の微小水滴の最大水滴半径を示す．横軸は翼高さ位置，パラ
メータを各湿り度条件とする．微小水滴径の範囲はいずれのケースも直径で 1μm以下であ
った．また湿り度が大きいと最大径も大きくなっていることがわかる．高湿り度ほど発生
後の成長領域が時間的にも距離的に長いことから，水滴の成長も促進され径が大きくなる
ことは定性的には妥当であるが，前述したように過冷却解消後に水滴が大幅に成長するこ
とは少ないこと，湿り度による水滴径の差が湿り度値と対比すると大きいことから，出口
湿り度のみでなく発生時の膨張速度などの条件が水滴径に影響しているものと見られる．
翼高さ方向の変化については，根元側の水滴径がいずれも小さいのは，3 条件とも水滴発
生時に根元側の膨張速度が大きかったことが原因で，図 2.13 の水滴発生領域図にて根元側
の発生区間が短いことからもわかる．多くの場合，発生区間が短いと膨張速度が大きいた
め，図 2.15 により水滴径は小さくなる． 
図 2.16 (b)は同じくタービン出口の平均微小水滴径で，全般には高湿り度ほど径が大き
い傾向であるが例外も見られる．特に標準湿り度条件の翼先端側では高湿り度条件よりも
平均径が大幅に大きいが，このケースは動翼先端の流路拡大で圧力が局所的に増加し，発
生後に相対的に径の小さい水滴が消滅したことが影響していると思われ，発生，成長領域
でのローカルな事象が大きく影響する場合もあるものと見られる．翼高さ方向の径の分布
が最大径のそれとは必ずしも対応していないのも同様の理由によると考えられる．このよ
うに水滴発生時点の条件により，水滴径に大きな差異が生じることが分かる．
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図 2.16  タービン出口における微小水滴径の分布 
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2.3.4 微小水滴の軌跡と翼への付着率 
微小水滴が翼に付着すると粗大水滴の発生源となるため，浸食や湿り損失予測の観点か
ら，付着水滴の量などの状況把握は重要である．解析方法の項でも記したように，翼入口
にピッチ方向に複数配置した微小水滴の軌跡を計算して，軸方向の各位置での水滴と翼の
位置関係から，翼面への付着の有無，量を把握した． 
(1) 動静翼内の微小水滴の軌跡 
図 2.17 は静翼における各種水滴径の軌跡の試算例で，水滴径が小さく微小水滴に分類さ
れる(a)のケースでは，水滴軌跡は翼面に沿う気相の流線に比較的近いが，粗大水滴に相当
する(c)のケースでは軌跡は直線的で，ほぼ全量が付着している．このように水滴径のオー
ダーが変わると，翼面に付着する比率は大きく変動することがわかる． 
図 2.18 に本解析による静翼・動翼内での微小水滴の軌跡計算例を示す．水滴は付着率を
できるだけ正確に把握できるよう，翼近傍に密に配置している．このとき配置個数は間隔
に逆比例して変化させ，個数分布としてはピッチ方向で各位置均等となるよう調整する．
本図にて，静翼，動翼とも，腹側近傍に配置されたいくつかの水滴が翼に付着しているこ
とが分る（図中○印で示す）．一方背側近傍の水滴は僅かながら翼から離れる方向にシフト
し，全体として水滴と気相との軌跡の差異が見て取れる．なお付着した水滴については，
付着位置等のデータを記憶し軌跡計算は打ち切り，翼面上の水分としての解析を開始する
（表 2.2 参照）． 
(2)水滴径と付着率 
付着率は，翼列に流入する水滴量に対して翼に接触，付着する水滴量の比率と定義する．
付着率は水滴径，流速，蒸気密度，翼の曲率などに支配されると考えられる．試験タービ
ンの湿り度大の条件で計算した各翼列での結果を図 2.19 に示す．静翼，動翼とも，水滴半
径が増加するのに伴って概ね付着率が増加する傾向が示されている．ばらつきの原因は水
滴配置が不連続なためだけではなく，同一翼列内でも位置により蒸気圧力（すなわち密度）
や翼面曲率が異なることも原因と考えられる．図では径の大きい水滴の場合に付着率が
50%を超えるケースも見られるが，径の大きい水滴は個数としては少なく，翼列毎の平均の
付着率（全水滴量のうち翼に付着する割合）で見ると，図に点線で示したように 3～8%程
度である．横に並べた同一段落の静翼と動翼での比較で，全般に動翼の方が付着率が大き
いのは，動翼が下流にあって静翼より蒸気密度が小さいことと，腹側翼面の曲率が動翼の
方が大きい（曲率半径が小さい）場合が多いためと考えられる．図 2.20 に，各翼列の平均
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付着率をプロットしてみると，翼列 5,6（第 3 段落動静翼）付近で最小となり，上流，下
流ともこれより付着率が増加する傾向を示している．一般に上流側では水滴径は成長前な
ので小さく，蒸気密度と翼面の曲率は大きい（曲率半径が小さい）傾向にあり，下流側で
はこの逆で水滴は成長するため大きくなり，翼の曲率，蒸気密度は減少する．付着率には
これらのそれぞれが影響し，水滴径は大きいほど，蒸気密度は小さいほど，また翼の曲率
は大きい（曲率半径が小さい）ほど付着率が大きくなる．したがってタービン形状によっ
て傾向が変わると考えられ，図の傾向は本タービンについてのみ言えるものと見るべきで，
逆に言うと通路部設計により付着率をある程度コントロールすることも可能であると言え
る． 
図 2.21 には標準湿り度での翼列 7,8（最終段動静翼）の水滴径と付着率の関係を示し，
図 2.19 の湿り度大のケースと同様，径の増加に伴い付着率は増加している．平均の付着率
は翼列７で約 4%，翼列 8 では約 9%で，湿り度大条件の同じ翼列での 4%，7%と比較して同
等またはむしろ大きめである．一般には同一タービン・同一圧力比では，湿り度が大きい
方が出口の水滴が大きいため付着率は大きいと推定されるが，図 2.16(b)で見たように標
準湿り度条件の平均水滴径が，部分的に湿り度大の条件よりも大きくなっていることが影
響しているものと考えられる． 
本節に示した水滴軌跡の解析を行うことによって，水滴径，蒸気密度，翼形状などの影
響因子を具体的に勘案した形で微小水滴の付着率を予測することが可能となり，本研究の
目的の一つとする粗大水滴の発生状況，発生量などを定量的に把握することができる．  
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図 2.17  解析による各種の径の水滴軌跡（試験タービン静翼） 
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翼列 5（3 段静翼） 
水滴半径 0.335μm 
翼列 6（3 段動翼） 
水滴半径 0.342μm 
図 2.18  微小水滴の軌跡解析例（試験タービン第 3 段落，湿り度大） 
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図 2.19  各翼列の微小水滴径と付着率の関係（湿り度大） 
 
 
64
  
0
0.02
0.04
0.06
0.08
0.1
3 4 5 6 7 8 9
翼列番号
翼
へ
の
付
着
率
図 2.20  各翼列の微小水滴の平均付着率（湿り度大） 
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
0.00E+00 5.00E-05 1.00E-04 1.50E-04 2.00E-04 2.50E-04
微小水滴半径　mm
翼
へ
の
付
着
率
平均付着率
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.00E+00 5.00E-05 1.00E-04 1.50E-04 2.00E-04 2.50E-04
微小水滴半径　mm
翼
へ
の
付
着
率
翼列 8（4 段動翼） 翼列 7（4 段静翼） 
図 2.21  各翼列での微小水滴半径と付着率の関係（標準湿り度） 
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2.3.5 静翼後縁からの噴霧化 
(1)粗大水滴径の半径方向分布 
翼に付着し下流に移動して後縁に達した水が，蒸気中へ噴霧・再混入する際の水滴径は
粗大で，下流での浸食などに影響が大きい．図 2.22 は静翼および動翼後縁から噴霧する水
滴の大きさの翼高さ方向分布を計算したもので，水滴径は蒸気速度と密度に支配され湿り
度には依存しないと考えられることから，解析条件は湿り度大の条件で代表させた．図か
ら次のことが言える． 
・本解析範囲での水滴半径は 0.05～0.3mmであった．微小水滴(出口で 1～3×10-4mm程度)
に比較して 200～1000 倍程度とはるかに粗大である． 
・図(a)の静翼では概して翼高さ位置が大きいほど水滴径が大きく，動翼では逆に翼高さが
小さい位置のほうが水滴径が大きい．これは水滴径を（2.37）に示した式で設定するとき，
翼列のフローパターンがフリーボルテックスに近い場合，静翼後縁では外周側ほど蒸気密
度が大きい一方で蒸気速度は小さくなるが，蒸気速度の影響が蒸気密度の影響を上回った
結果と考えられる．従ってフローパターンが異なれば逆転することもありうる．また(b)
の動翼後縁では，蒸気密度は翼高さ方向にほぼ一定に近く，蒸気速度が外周側で大きいこ
とを反映して，水滴径が内周側で大きくなったものと考えられる．  
・軸方向で見ると，上流から下流に向かうに従って水滴径が大きくなっているが，これは
蒸気密度が下流に向かい小さくなるためである．中央高さでの軸方向の変化を示した図
2.23 はこの傾向を良く示している．粗大水滴径は浸食等に直接影響するが，3.8 に見るよ
うに通路部の設計によってある程度の制御を行うことが可能である． 
(2)粗大水滴の軌跡 
４段静翼後縁で噴霧した水滴が下流に向かう際の軌跡を子午面内で示したのが図
2.24(a)である．噴霧位置は各流路の中央としている．噴霧後は後縁端から下流方向へ向か
うと同時に，蒸気流線から外れて外周方向に移動して行く状況が示されている．静翼後縁
では大きな周方向速度を持って水滴が噴霧されるが，これが軸方向から見て環状のタービ
ン流路を移動するときに，慣性力により蒸気流線(円周上を移動する)から接線方向寄りに
逸れることとなり，この状況を円筒座標の子午面に投影すると図(a)のように外周方向に移
動する結果となる．図 2.24(b)は 4 段動翼後縁から噴霧した水滴の軌跡で，翼の回転周速
とほぼ同じ周方向速度を持って蒸気中に飛び出すため，外周方向の動きが静翼に比較して
大幅に支配的で，ごく短い軸方向距離で外周面に到達している． 
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図 2.24  第 4 段落動静翼の粗大水滴の軌跡 
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2.3.6 湿りを構成する液相の形態 
(1)軸方向の湿り構成要素の変化 
図 2.25(a)～(c)は，入口から出口までの各位置の通路部に液相がどのような形態でどれ
だけ存在するかを把握するため，形態別の湿り量を，全蒸気流量で除した湿り度値で示し
たものであり，具体的には液相の総計，微小水滴，粗大水滴，翼面上の水滴，壁面上の水
滴に分けて，その推移を示す．図中の○で囲んだ番号は翼列番号を示す． 
(a)は標準湿り度条件のもので，上側の全体図で見ると，第３段落翼列 6（一部流路では
翼列 5から）で湿りが発生，当初は全て微小水滴であり，その多くは下流に至っても微小
水滴のままであるが，一部は第４段落（翼列 7,8）において翼面などへ付着するものが見
られ，翼後縁からの粗大水滴などを経て，最終的に翼列 8（動翼）で外周壁に到達（壁面
水滴）している．こうしてタービン出口において壁面上に存在している水滴は全水量の約
8%と計算され，微小水滴のうち翼面などに付着しなかった残りの約 92%は，そのまま排出
されることとなる．なお本解析では，壁面に到達した水滴はそのまま下流に移動するとし
たため，タービン出口での壁面の水滴量が多いが，実際のタービンでは外周に抽気溝があ
るか，水分除去溝を設けて水分を通路外に排出する構造のものが多く，その場合，外壁上
の水滴は本計算値よりも減少する． 
下側の図は微小水滴から形を変えた液相の挙動を拡大したもので，翼列 6でも翼への少
量の付着があって外壁に移動しているが，主たる形態変化は翼列 7,8 で発生している．翼
列 7（静翼）前縁付近で背側への付着，後半での腹側への付着が見られ，これら翼面水滴
が後縁に集まって蒸気中に噴霧し，粗大水滴となって翼列 7を流出する．この量は全水量
の 2～3%である．これが翼列 8（動翼）に流入直後に翼背側に衝突し（この時に浸食の原因
となる），背側水滴に形を変え，また翼内では微小水滴が腹側に付着して腹側水滴もかなり
の量が発生している．これらの動翼面上の水滴は，図 2.24(b)で見たように静翼とは異な
り急速に外周側へ移動し，翼先端または後縁から次々に外壁に到達するため，翼列 8では
壁面の水分が急速に増加している．なお本解析では，粗大水滴が翼や壁面に到達した際の
跳ね返りは最小限としたため，衝突した粗大水滴のほぼ全量が翼面，壁面の水滴に変化し
ているが，実際は跳ね返りにより一部の水滴が残るため，タービン出口でも粗大水滴が存
在するなど，形態変化はより複雑である可能性がある．  
(b)は湿り度大条件のもので，翼列 3（一部流路では翼列 2）で湿りが発生した後，微小
水滴の一部が翼列 4,5,6 で静翼，動翼に付着し翼面水滴または粗大水滴となる．その大半
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は動翼で壁面に達し，一部は二次流れにより翼列 7で翼面水滴となると共に，新たに微小
水滴が翼面に付着して再び粗大水滴となることにより，翼列毎に粗大水滴が発生する．こ
れらの各段階で粗大水滴となる量は全水量の 2～4%であるが，(a)の標準湿り度の場合より
湿り蒸気として作動する翼列数が多いため，壁面へ集積する水滴の割合は多くなり，最終
的に外周に達する水滴は全水量の約 12%と計算される．したがって微小水滴のまま排出さ
れる量は 88%程度と，標準湿り度条件よりも減少する． 
粗大水滴や翼面・壁面水分の挙動を拡大図で見ると，翼列 4で微小水滴が腹側へ付着す
る所から形態変化が始まり，これが粗大水滴となって次翼列 5の背側に移動し，腹側水滴
と合せて噴霧し粗大水滴に変化する．翼列 6（動翼）では粗大水滴が動翼に衝突して壁面
に移動すると共に，腹側に付着した微小水滴による新たな粗大水滴も遠心力により壁面に
至る．翼列 7（静翼）入口ではこのため壁面上の水滴が大きな比率を占めている．静翼前
縁付近で微小水滴が翼面に付着し背側水滴が発生すると共に，壁面の水滴が二次流れの作
用で翼背側へ流入するため背側水滴が増加する．さらに下流では翼腹側に付着する微小水
滴が多く腹側水滴が背側水滴より増加する．背腹を加えた翼面水滴は静翼後縁に至ると粗
大水滴に形態変化すると共に翼面水滴は消滅し，翼列 7下流では粗大水滴と壁面水滴のみ
となる．続いて翼列 8（動翼）に流入すると，粗大水滴が翼前縁付近に衝突し主に背側水
滴となるが，急速に翼先端側に移動して壁面へ至る．翼内では腹側にも微小水滴が付着し
て腹側水分が多く発生するが，この一部は翼先端から壁面へ移動し，残りが翼後縁から噴
霧されて，程なく壁面へ移動する．こうした過程により壁面に水分が集積してゆき，出口
では粗大水滴以外の水分としては壁面水滴が殆ど全てとなる結果となっている．(a)でも記
したが，水滴の翼や壁面への衝突時の跳ね返り量を多く考慮すると，粗大水滴として残留
する割合が本結果よりも増えると考えられる．これらの解析結果に見るように，微小水滴
の大半は形態上の変化も無くそのまま排出されるが，ひとたび翼面などに付着したものは，
翼列ごとにめまぐるしく形態変化し複雑な挙動を呈することがわかる． 
(c)は湿り度小の条件で，最終段落の翼列 7または 8で湿りが発生するため，翼面に付着
し粗大水滴を経て壁面に至るものは 1%程度であり，液相の約 99%はそのまま微小水滴とし
て排出される． 
上述のように粗大水滴，翼面水滴，壁面水滴を合せた「微小水滴以外の水量」は，微小
水滴に比べると量的にははるかに少ない．またこの量は湿り度によっても異なり，出口湿
り度が小さいと大半は微小水滴のまま排出され粗大水滴などに形を変えるものは僅かであ
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るのに対し，湿り度が高くなると，微小水滴からそれ以外のものに形を変える割合が増え
る．図 2.26(a)に全水量中の「微小水滴以外の水量」の割合を示すが，上述のように湿り
度小で約 1％，標準湿り度で約 8%，湿り度大では約 12％である．湿り度が増加すると出口
での湿り総量が増加すると共に，「微小水滴以外水分」の比率も増加するため，両者を乗ず
る形で全蒸気流量における「微小水滴以外の水量」の比率は増加する．図 2.26(b)の黒色
の部分がこれを表し，本例の標準湿り度条件と湿り度大条件では，出口での湿り度そのも
のの比は 1.5 倍程度であるが，「微小水滴以外の水分」の量は２倍以上の比率となっている． 
(2)翼高さ方向の湿り度分布 
図 2.27 は各翼列出口における翼高さ方向の湿り度分布である． 
(a)の湿り度小の条件では，第４段落（翼列 7,8）で湿りが発生直後に出口に至るため，
中央で湿り度が大きい湿り初生段階での分布形状を維持したまま排出される．水滴の初生
領域で中央部で湿り度が高いのは，翼列効率が壁面沿いよりも中央部で高いため，エンタ
ルピが相対的に低くなって中央付近から先に水滴が発生するためと考えられる． 
(b)の標準湿り度では翼列 5(第 3 段落静翼)で膨張が大きい根元部から湿りが発生し，翼
列 6(同・動翼)出口では翼高さ中央部でやや大きい程度でほぼ均一に近い分布となる．翼
列 7(第 4 段落静翼)出口では根元部の膨張が大きいため根元部の湿り度が大きくなるが，
翼列 8(同・動翼)内での翼への付着，外周側への移動などを経て，出口では外周側で最大
（約 12%），根元部で最小（約 5%）の湿り度分布を示す． 
(c)の湿り度大の条件では，翼列 3（第 2段落静翼）で全域で湿り蒸気となり，翼列 4(同・
動翼)出口では翼高さ中央部で湿り度がやや大きい分布である．翼列 6(第 3 段落動翼)出口
では上流と異なり根元部で最小，先端部で最大の分布に変り，翼列 8(第 4 段落動翼)出口
ではこの傾向が促進されて，根元部で 8%，先端部で 19%と，根元と先端では 10%以上の差
を持つに至る． 
これらの例で外周側に水分が移動する理由として，微小水滴はほぼ蒸気流線に沿うが，
粗大水滴は静翼でも外周側にシフトすること，動翼に付着した水分は半径方向外側への動
きを主体として先端から外周へと振り切られる水滴が多いことなどによると考えられる． 
図 2.28 は同じ対象を段落出口ごとに分割して示すが，初生段階で高さ方向に湿り度均一
または中央部で大きい分布が，段落を経る毎に外周側で湿り度が大きい分布に変化して行
く状況がわかる． 
図2.29は湿り度大の条件で回転速度が基本条件（6300rpm）と1.2倍したケース（7560rpm）
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での湿り度分布を比較したもので，下流に至るにつれて，高回転速度の場合に根元での湿
り度が減少すると共に先端の湿り度が大きくなる傾向が見られる．回転速度が大きくなる
と，動翼の遠心力により外周側に移動する水滴が増えた結果と考えられる． 
-0.01
0
0.01
0.02
0.03
0.04
0.05
0.06
0.07
0.08
0 100 200 300 400 500 600
軸方向位置ｍｍ
湿
り
度
総計
微小水滴
粗大水滴
翼面水滴
壁面水滴
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
拡大 
-0.001
0
0.001
0.002
0.003
0.004
0.005
0.006
0.007
200 250 300 350 400 450 500
軸方向位置　ｍｍ
湿
り
度
粗大水滴，翼面・壁面水分の拡大図 
図 2.25  各条件における湿りの構成要素 
(a)標準湿り度 
粗大水滴
翼背側水滴
翼腹側水滴
壁面水滴
⑤ ⑥ ⑦ ⑧
 
 
72
 
 
(b) 湿り度大 
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図 2.25（続き） 各条件における湿りの構成要素 
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図 2.26  微小水滴以外の水分の比率と挙動 
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図 2.28  各段落出口 翼高さ方向湿り度分布 
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2.3.7 浸食量の計算結果 
本解析により静翼後縁で発生する粗大水滴の径と量，噴霧後の軌跡，下流の動翼へ衝突
する位置と相対速度などを計算できることから，これらの結果を用いて動翼の浸食への影
響を予測することが可能である． 
(1)湿り度の影響 
図 2.30 に各段動翼の翼高さ方向の浸食量を計算した結果を示す．(a)の標準湿り度条件
では翼列 8（第４段動翼）の浸食量が顕著であり，先端部へ向けて浸食量が大きくなって
いる．上流の翼列 6では実質的な浸食が認められないのは，湿りが発生したばかりで衝突
水量が少ないことと衝突速度が浸食を生じる下限を下回っているためと考えられる．ここ
で示す浸食量の計算値は，水滴衝突速度と水量から浸食特性実験式(2.45)式により計算し
た浸食深さの相対値で，標準湿り度での最終段先端の浸食深さを１とした値である．(b)
の湿り度大の条件でも最終段翼(翼列 8)の浸食量が最も大きい．本条件では上流の翼列 6
でもある程度の浸食が認められ，標準湿り度に比べ翼列 6では湿り度が 6%程度あって，衝
突水量が増加したためと考えられる．各翼で先端寄りの部分で浸食量が大きいのは，周速
度の影響が支配的であることを示している． 
翼列 8について(a) 標準湿り度と(b)湿り度大を比較するとグラフ(c)となり，先端側に
おいて高湿り度の場合が標準湿り度に対して約 4倍の浸食量を示している．周速度は両条
件で共通であるので，浸食量の差の原因は，衝突水量の違いによるものと考えられる．グ
ラフ(d)の静翼後縁での粗大水滴量の比較はこのことを物語っており，先端側での両条件で
の水滴量の比は，浸食量の比に概ね類似している．翼高さ方向の浸食量の分布が水滴量の
分布と異なるのは，衝突速度の影響がこれに加わるためで，根元側では周速度が小さく衝
突速度が下限値に満たないため浸食が生じていない． 
実際には翼高さ方向に連続して発生する粗大水滴を，本計算では各流路中央位置で代表
して発生させているため，流路分割数が少ない場合，浸食量分布の翼高さ方向の連続性が
不十分となる．従って浸食量の分布の予測には分割数を増やすことが望ましい． 
(2)回転速度の影響 
図2.31は標準湿り度の条件での最終段翼(翼列8)で回転速度の影響を調べたものである．
定格の 6300rpm に対して 7560rpm は周速度が 20%増加となるが，浸食量の実験式から分か
るように，浸食発生の下限衝突速度が存在するため，浸食量は周速度に比例ではなく，周
速度の比率よりも顕著に現れている．また翼高さ方向の浸食量分布のパターンが同一でな
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いのは，水滴発生から粗大水滴発生に至る過程が，回転速度により異なった結果，衝突水
量の高さ方向分布にも差が生じたものと考えられる．なお両者の計算では各翼列の出口圧
力は同一としている． 
(3)動静翼間距離の影響 
図 2.33 は湿り度大条件での最終段翼(翼列 8)で，静翼と動翼の距離を変化させた場合で
ある．距離小は先端における軸方向距離が 21mm，距離大の場合は 44mm とした．差が顕著
に現れているのは先端部で，距離小の場合は先端部に最大の浸食が生じているが，距離を
拡大すると，先端部の浸食がほぼ消滅している．これは単に水滴の加速が促進されて衝突
速度が低減しただけではなく，距離小の場合には動翼先端に達していた水滴が，距離拡大
よって動翼到達前に壁面に達し，動翼に衝突することが回避されたためである．図 2.32(b)
はこのことを示す粗大水滴の軌跡解析結果である．なお壁面に達した際に水滴の跳ね返り
があると，動翼に衝突する水滴はより多く残留する．本ケースの場合は距離拡大によって
最大浸食位置が根元側へ移動し浸食量が 1/4 程度に減少しているが，詳細は前述したよう
に翼高さ方向の分割を細かくして分布を調べる必要がある． 
今回の試算から全般に最終段で浸食が最大となるが，これは通路部全体の水分量，先端
周速度のいずれも，最終段で最大であるので当然ともいえる結果であり，最終段の浸食を
限度以内に軽減できれば，一般には浸食の問題は解決することを示している． 
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図 2.30  湿り度による浸食量の変化 
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(d) 湿り度による粗大水滴量の差異 （6300rpm，翼列 7） 
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図 2.31  回転速度による浸食量変化（翼列 8，標準湿り度） 
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図 2.32  最終段動静翼間距離による浸食量の変化（翼列 8，湿り度大，6300rpm） 
(b) 粗大水滴軌跡の変化 
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2.3.8 湿り損失の計算結果 
(1)湿り損失の構成要素 
図 2.33 に(a)標準湿り度，(b)湿り度大，(c)湿り度小の３条件（各 6300rpm）での解析
による湿り損失の内訳を示す．単位は損失量を全出力で割った無次元値（％）として示す．
ここで全出力は，解析値の各翼列ごとの熱落差△h と流量Ｇの積の総和 Σ(△h×G )で算
出した． 
(a)の標準湿り度の場合，主として翼列 6（一部は翼列 5）で湿りが発生（図 2.13 参照）
するため，ここでの復水損失（熱移動によるエントロピ増加）がまず計上されている．続
く翼列 7（最終段静翼）では水滴の成長に伴う復水損失の他は，加速損失と捕捉損失が僅
かに生じるのみであるが，翼列 8（最終段静翼）では制動損失を筆頭に，捕捉損失，加速
損失，ポンプ損失が発生している．右端の全翼列合計値によると，損失は約 1.4%で，うち
復水損失が 3/4 を占める． 
(b)の湿り度大の条件では，主として翼列 3（2段静翼）で湿りが発生し，ここで復水損
失が発生するが，その大きさは約 0.9%で，(a)の標準湿り度の場合と同程度である．続く
翼列 4,5 では制動損失，加速損失などが発生するがその量は小さい．動翼列 6に至ると，
静翼列 5にて生じた粗大水滴が動翼に衝突することによる制動損失などが発生している．
続く静翼列 7では加速損失が主体である．最終段動翼列 8では損失量が急増し，内訳は制
動損失，捕捉損失，加速損失，ポンプ損失の順である．特に多数の水滴が動翼に衝突する
ことによる制動損失が大きい．全翼列の合計値で見ると復水損失が 1%，続いて制動損失が
0.3%，以下捕捉損失，加速損失，ポンプ損失と続き，合計は出力の約 1.7%である． 
(c)の湿り度小の条件では，水滴発生は翼列 7 と 8 にまたがり，両翼列で約 0.8%の復水
損失が発生するが，これによる微小水滴は大半がそのまま出口へ到達し粗大水滴の発生量
は僅かであるため，翼列 8で制動損失などが僅かに発生するのみで，大半が復水損失であ
る． 
(a)(b)(c)の各条件での損失内訳を比較すると図 2.34 に示す通りである．復水損失の大
きさは各条件で 0.75～1%とほぼ類似で，それ以外の損失の大きさが顕著に変化しているこ
とが分る．これは湿り発生位置が上流か下流かの違いはあるものの，最終的には全翼スパ
ンで湿りが発生し，その際の過冷却レベルもほぼ同じであることから，復水損失も概ね同
レベルとなるものと見られる（湿り度小では根元部で湿り発生が完了していないため，復
水損失が他より小さいと考えられる）．一方それ以外の損失は水滴などの液相による機械的
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損失であり，液相の量に直接左右されるため，出口湿り度によって大幅に変化するものと
見られる． 
(2)回転速度の影響 
図 2.35 に湿り度大の条件で，回転速度を(a)6300rpm と，(b)それより 20%高めた 7560rpm
の場合の比較を示す．翼列 3～7の損失の構成は両者で類似しているが，翼列 8の損失が(b)
では(a)の約 2.5 倍に増加しており，制動損失，捕捉損失などが大幅に増加している．これ
により合計の損失値は 1.6 倍程度に増加しており，回転速度の影響が大きいことを示して
いる．これは回転周速度の増加により制動損失などが増加したことに加え，周速度の変化
により捕捉される水滴が増えて水滴量そのものが増加したことも影響していると見られる． 
(3)湿り度と損失の関係 
湿り度による損失の変化を端的に示すため，各湿り度条件の「代表湿り度」を，翼列毎
の入口・出口の平均湿り度(Y1＋Y2)／2 に熱落差Δhを重み係数として乗じ，次の方法で定
義する． 
hΣΔ
2
YY
hΔΣ
Y
21
mean
+
×
=                                       (2.47) 
従ってこの値は，各翼列の湿り度に対して出力寄与分を考慮した平均湿り度である．本式
で算出した代表湿り度と湿り損失の関係を示すと図 2.36 のような右上がりのグラフとな
る．また同図には(2)の回転速度の影響も示し，回転速度が大きいケースではグラフの勾配
が大きくなっている．計算ケースが少ないため厳密な評価には充分ではないが，湿り度の
増加に伴って損失が増加する状況は明確に示されている．原点と湿り度大の計算点を結ぶ
線の傾きで湿り度の増加に伴う損失増加の割合を試算すると，6300rpm で 0.33，7560rpm
で 0.54 となった．本解析結果に関する実験結果との比較については 3.9 節で述べる． 
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図 2.33  各湿り度での湿り損失の構成 
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2.4 実機の解析 
タービンの大きさによる湿り蒸気の挙動の違いを調べる目的で，試験タービンの大きさ
を 3.5 倍に相似拡大したタービンを「実機」として，同様の方法で解析した．実機の解析
については標準湿り度条件を主体とし，試験タービンの解析結果との比較を中心として述
べる． 
2.4.1 状態値 
解析結果のうち，基本的な蒸気状態である圧力，過冷却度，湿り度の変化を根元側，翼
中央，先端側の各流路について図 2.37 に示す． 
(a)の圧力の変化は試験タービンと同様，静翼出口では根元側での圧力降下が大きく，続
く動翼では先端側の圧力が大きく下がって，動翼出口（段落出口）でほぼ同レベルとなる
という変化を段落ごとに繰り返している． 
(b)の過冷却度は，入口で約-55Ｋ（過熱蒸気）であったものが，翼列 4 で線図上の飽和
線を横断してプラスに転じ，継続して増加する．過冷却値が最大となる位置は部位により
若干異なり，根元部は翼列 5の出口付近で過冷却度が約 33Ｋとなり水滴が発生した後，急
速に減少してほぼゼロとなる．中央部と先端部では翼列 6 にて最大値となった後，急減す
る．その後は過冷却値が大幅に増加することは無く，出口に至る． 
(c)は乾き度の変化で，乾き状態（=1）から湿り状態（＜1）に転ずる位置は(b)の過冷却
度と対応し，根元部では翼列 5の出口付近，中央部と先端部では翼列 6で，それぞれ急速
に湿りが発生して 3～4%の湿り度（乾き度 96～97%）となった後，翼列内での膨張に伴って
湿り度が増加する．翼列 7では比較的乾き度が大きかった先端部で，翼列 8での水滴の外
周方向への移動などにより，出口では乾き度が小さくなっている．これらの状態変化の模
様は，同条件の試験タービン解析結果と比較して大きな差は見受けられない． 
2.4.2 微小水滴径と付着率 
図 2.38 は標準湿り度状態での水滴発生状況および微小水滴の大きさを，実機と試験ター
ビンで比較したものである．(a)は水滴発生領域の比較で，発生開始位置は両者ほとんど同
一であるが，終了位置は実機の方が相対的に上流側である．(b)は翼高さ方向の最大過冷却
の大きさを比較したもので，試験タービンに比べ実機で最大 5Ｋ程度小さめである．蒸気
速度が両者同一で，翼の大きさが実機で 3.5 倍大きいため，膨張速度が実機で小さく緩や
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かな圧力変化であることが，この差に現れたものと考えられる．これに伴い，発生水滴径
も実機で大きい傾向となっており，(c)の出口の最大水滴径は根本部と先端部でほぼ同レベ
ル，中央部前後では実機は試験タービンの２倍程度である．膨張速度が小さい場合，図 2.15
に見たように発生水滴径は実機で大きくなるのは妥当と考えられ，本解析の結果は定性的
にはこの傾向に沿っていると言える． 
次に翼内での微小水滴の付着率について，対応する段落で実機と試験タービンを比較し
たのが図 2.39 である．同じ水滴径同士で比較した場合には，試験タービンに比べ実機の付
着率は小さい．これは蒸気密度が同レベルである一方で，翼面曲率が実機の方が小さい（曲
率半径が大きい）ためと考えられる．他方，上で見たように実機の微小水滴径は試験ター
ビンに比べ全般的に大きく，それぞれ最大微小水滴径同士で比較をすると，付着率は実機
と試験タービンで結果的にほぼ同レベルと見られる．点線で示す翼列ごとの平均付着率で
見ると，下の棒グラフのように実機の方が約 30%高めの結果となっている． 
2.4.3 湿りの構成形態 
図 2.40 に実機の湿りの構成要因を試験タービンと比較して示す．湿りの発生位置はほぼ
同じで，その後の形態変化のパターンも類似であるが，翼への付着量において実機の方が
大きく，これらを経て最終的に壁面に達する量は，試験タービンが約 8%であるのに対し実
機では約 13%と大きくなっている（図 2.41）．これは上述した微小水滴の付着率が実機の方
が大きいことが基本的原因となっていると考えられる． 
図 2.42 に翼高さ方向の湿り度分布を比較した．翼列 6の出口では実機と試験タービンで
あまり差は無いが，翼列 8 出口では実機での先端側の湿り度が 14%で，試験タービンより
約 2%大きく，逆に根本側の湿り度は試験タービンより小さくなっている．粗大水滴と翼面
水分が多めであることにより，外周方向への水分の移動が実機でより多い結果と考えられ
る． 
2.4.4 浸食量 
図 2.43 に実機と試験タービンの最終段動翼の浸食量を比較して示す．実機の浸食量は試
験タービンの 60%程度と少ない結果となっている．図 2.43 に見たように，実機の全蒸気流
量に占める粗大水滴量の割合は試験タービンの２倍近いので，単位翼面積当りの衝突水量
としては実機の方が大きいことは確実である．それにもかかわらず浸食量が小さいのは，
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動静翼間の距離が実機で 3.5 倍（＝スケール比）大きいため，静翼後縁から噴霧された粗
大水滴が蒸気流で加速される時間が長く，翼への衝突時の相対速度が軽減されるためであ
る．図 2.44 に水滴衝突速度を比較するが，浸食量が大きくなる先端付近において，実機の
水滴衝突速度は試験タービンの 80～85%程度である．式(2.43)に示すように浸食下限速度
が存在するため，浸食量の比は衝突速度の比率が増加されて現れ，このため実機で衝突水
量が多い状況下であるのに浸食量が減少したものと考えられる． 
2.4.5 湿り損失 
図 2.45 に標準湿り度での実機の湿り損失の内訳を試験タービンと比較して示す．構成は
類似しているが，実機では制動損失，捕捉損失，ポンプ損失がそれぞれ少し増加し，全体
として 0.15%程度増加している．水滴量が実機で多めであることの影響と考えられる．湿
り度大の条件についても図 2.46 で比較したが，こちらも構成は似ており，実機で加速損失
とポンプ損失が若干増加し，合計で 0.3%程度増加している．加速損失が増加しているのは
実機で動静翼間距離が大きいため，ポンプ損失増加は動翼に付着する水滴が多いためと見
られる．以上比較した範囲では，実機とスケールモデルの間に湿り損失要因の決定的な差
異は認められなかった．湿り損失値を比較すると図 2.47 のように，実機が試験タービンの
1.1～1.15 倍と大きい結果となった． 
 
2.4.6 実機とスケールモデルの差異の要因 
 本節で検討した実機とスケールモデルの主な相違点を纏めてみる．以下に，実機に対す
るスケールモデルでの相対的な差異として，定性的傾向の代表的なものを示す． 
(a) 発生水滴径の差；スケールモデルでは翼サイズが小さいことにより，膨張速度は大き
く，発生する微小水滴径は小さくなる．このため翼内での付着率は下がり，粗大水滴
量は少なくなるから，浸食と損失は低減する方向に作用する． 
(b) 付着率の差；(a)と相反するが，スケールモデルでは翼サイズが小さいことにより，翼
面の曲率半径は小さく，水滴の付着率は実機より高まる方向に作用する． 
(c) 動静翼間距離；スケールモデルでは翼間距離が小さいため粗大水滴の加速距離は短く，
従って動翼への衝突速度は大きくなり，浸食と制動損失への影響は増加する．一方で
加速損失は減少する． 
以上を表に纏めると表 2.5 となる．これからわかるように，スケールモデルであること
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による影響の方向は，要因によって増加・低減の双方が存在する．従って結果が増減のい
ずれになるかは各要因の影響の大きさによって決まることとなり，形状，蒸気条件，回転
速度などで変わると考えられる．湿り蒸気に関して相似則が成り立たないのはこうした原
因による．上述した本解析結果での実機とスケールモデルの関係は，本タービンの形状，
条件で言えるもので，他のケースでは傾向が異なる可能性があり，本解析のような定量的
検討が個々について必要となると考えられる． 
 
          表 2.5 実機とスケールモデルでの主な相違点 
翼サイズ 動静翼間距離 膨張速度 微小水滴径 付着率 粗大水滴量 衝突速度 加速損失 制動損失
小 大 小 小 小 小 小
小 大 大 大
小 大 大 小 大
湿り蒸気挙動への影響モデルにおける特質 湿り損失
浸食量
小
大 大
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(a) 水滴発生位置の比較 
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図 2.38  実機と試験タービンの水滴発生状況の比較（標準湿り度） 
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2.5 本章の結論 
 タービン内で湿りが発生してから排出されるまでの主要な挙動を数値的に解析するため，
液相を微小水滴，粗大水滴，翼面上の水分，壁面上の水分に分類し，上流から下流へと解
き進める計算手法を作成した．これを用い，蒸気の膨張，液相の発生・挙動・形態変化，
湿り損失，浸食量などについて，試験タービンおよび実機サイズのタービンを対象に，出
口湿り度条件を変えて解析した．以下に主な結果を記す． 
(1)湿り発生過程の計算 
蒸気の膨張に伴う過冷却の増大，水滴の発生と湿り度の増加，過冷却の解消といった一
連の湿り発生過程が，本解析手法により計算されることが示された．解析結果にて，水滴
発生位置と発生区間の長さは局所的な過冷却度，膨張速度と関係し，発生位置（ウィルソ
ン点）は線図湿り度で 2～3.5%の位置であり，従来の研究結果の範囲内にある．また膨張
速度が大きいと水滴径は小さくなり，水滴径の計算値は Gyarmathy の示す値に概ね合致し
た．微小水滴径の計算値は各湿り度のケースを通じ 1μm以下であったが，発生時の膨張速
度等の条件により大きな差異を生じる．発生した水滴は下流に向かい成長を行うが，発生
当初の水滴径に対してオーダーが変わる程の増加は見られない． 
(2)微小水滴の軌跡と翼への付着率 
微小水滴の軌跡計算を行った結果，翼への付着率は水滴径が大きいほど大きくなること
が確認され，試験タービンでの翼列毎の平均の付着率は 3～8％程度であった． 
(3)粗大水滴 
静翼後縁から噴霧される粗大水滴の計算によると，試験タービンでの水滴径は 0.05～
0.3mm オーダーで，下流ほど径が大きくなる傾向となる．また噴霧後の軌跡は，静翼では
緩やかに外周側へ，動翼では急速に外側へ移動して外壁に達する． 
(4)湿りの構成要素 
微小水滴は下流に移動すると共に成長して湿り度を増加させ，多くはそのまま排出され
るが，一部は途中の翼列で翼に付着して翼面水分，粗大水滴，壁面水滴と複雑に形態変化
する．このため全液相中の微小水滴の比率は下流に向け少しずつ減少し，出口においては，
高湿り度条件で 88%，標準湿り度で 92%程度であった．出口における湿り度の分布は，湿り
度が小さいと翼中央で最大であるが，湿り度が増すに従い外周側で最大値を持つ分布とな
る． 
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(5)翼への衝突と浸食率 
動翼の浸食量は湿り度が増加すると大きくなり，各段落中では最終段で最大となる．ま
た回転速度が大きくなると浸食量は顕著に増加する．動静翼間距離を増加させることは，
最大浸食量を低減する上で効果が見られる． 
(6)湿り損失 
各湿り度条件を通じて復水損失は一定に近いが，湿り度が増すと加速損失，制動損失，
捕捉損失などが増加する結果，湿り度の増加に伴って損失が増加する状況が解析されてい
る．回転速度によっても損失値は影響を受ける．湿り度の増加に伴う損失増加の割合を試
算すると 0.33～0.54 となった． 
(7)実機での計算 
試験タービンを 3.5 倍拡大した形状を実機として同様の解析を行った結果は以下である． 
実機の微小水滴の大きさは概して試験タービンよりも大きく，翼列サイズが大きく膨張
速度が小さい（緩やか）ことの影響と見られる．最大過冷却度も試験タービンよりやや小
さい． 
翼列での付着率は水滴が大きいことと翼面の曲率が小さい（緩やか）なことが相反する
が，全体として試験タービンよりも大きく 9～12%であった．湿りの構成は試験タービンと
類似であるが，付着率が大きいことなどのため，出口での全液相中の微小水滴の割合は 87%
と試験タービンよりも小さかった． 
最終段動翼の浸食量は，衝突水滴量自体は試験タービンより多いが，動静翼間距離が大
きいため衝突速度が下がり，浸食量は減少した．湿り損失の内訳は試験タービンとほぼ類
似であるが，損失量としては 1.1～1.15 倍と大きく，水滴量が多い影響と見られる． 
実機とスケールモデルで湿り損失の影響が相似とならない主な要因として，膨張速度の
違いによる発生水滴径の差異，翼面曲率の違いによる微小水滴付着率の差異，動静翼間距
離の違いによる浸食量，損失の違いなどが確認された． 
(8)全般 
本解析手法により，タービン内の湿りの発生，液相の成長・移動・形態変化を中心とす
る湿り蒸気の挙動と，動翼浸食および湿り損失への影響の大きさの概略を，定量的に予測
することが可能と考えられる． 
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第３章  湿り蒸気の挙動の実験的解明 
 
3.1 本章の目的 
本章は，蒸気タービン内で生じる湿り蒸気に係る諸現象を実験的に把握することを主眼
とする．この目的のため，蒸気風洞および試験用蒸気タービンの２つの試験装置を用いて，
要素試験およびモデルタービン試験を行い，水滴発生に始まる湿り蒸気の各挙動，および
それが翼浸食，効率低下に及ぼす影響について，観察または測定を行う．同時に本章で行
う実験項目のうち，第２章で記述した数値的解析によって解析結果が得られているものに
ついては，実験結果と比較を行って，解析方法の妥当性を可能な限り確認または必要に応
じて修正する．こうした方法で，湿り蒸気の挙動と影響を解析的にも予測できるようにす
ることが，本章の最終的な目的である． 
各実験項目は２章の解析と同様，湿り蒸気の流れに沿って，水滴の発生，微小水滴の挙
動，翼面の水分の挙動，後縁からの噴霧，粗大水滴の挙動，翼への衝突と浸食，湿り損失
の順に記述する． 
 
3.2 実験設備と計測法 
タービン内の湿り蒸気の諸現象を実験的に解明しようとする場合，局所的な現象，例え
ば静翼後縁から噴霧する水滴の発生状況，水分除去スリットの最適形状や除去効率などを
詳細に調べようとするには，タービンの一部分に焦点を当てた要素モデルが適する．一方，
蒸気の膨張，湿りの発生，成長，形態変化，翼の浸食やタービン効率への影響など，ター
ビン内で生じる一連の現象を総合的に解明するには，実際と同様の形状を持ち，ローター
が回転して出力を発生することのできる試験用のタービンに，実機と同様の蒸気を供給し
て行う試験が不可欠である．本研究においては試験の目的に応じて両者を使い分ける． 
 
3.2.1 低圧試験タービン 
(1) 試験装置概要 
(a)装置の系統 
図 3.1 に試験装置の概略系統図を示す．蒸気の流れに沿って説明すると，ボイラにて発
生した主蒸気（約 4MPa，450℃）はタービン建屋に供給され，減温減圧弁にて絞りとスプ
レー噴霧を用いてタービンに供給する蒸気条件（過熱）まで減温・減圧される．主蒸気は
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さらに主止め弁，加減弁を経て，まず補助タービンへ供給される．補助タービンは低圧試
験タービン本体の上流に設置されて，主蒸気を膨張・出力発生させ，試験タービンで必要
な蒸気条件を作り出す役割を持つ．補助タービンを出た蒸気は下部接続管を経て試験ター
ビン本体に供給される．試験タービンは 4段落から成り，実機低圧部の下流側 4段落を模
擬した形状を有している．4 段落のうち上流 3 段落と最終段落の間で車軸が分離されてい
るのが構造上の特徴で，上流 3段落の車軸は補助タービンと共に高圧側動力計に，最終段
車軸は単独で低圧側動力計に接続されて，発生出力を吸収する．試験タービンの下流には
復水器が設置されており，タービン出口で約 5kPa の絶対圧まで膨張した蒸気は復水器で冷
却されて飽和水となり，給水ポンプでボイラに送られて再び蒸気となる．復水器出口に設
置された容積式の流量計により流量が計測される． 
(b)主要機器の仕様 
・タービンサイクル 
    サイクル種別     ランキンサイクル 
（非再熱，非再生，１段抽気，復水式） 
・ボイラ 
形式         水管，ドラム式 
燃料         灯油 
最大蒸気圧力     4MPa 
最高蒸気温度     450℃ 
蒸気発生量      60ton／hr 
製造者        石川島播磨重工業 
・補助タービン 
    段落数        ４段落 
    出力         1,000～3,000kW 
    回転数        5,000～7,200rpm 
    入口圧力       0.1～1MPa 
    入口温度       200～400℃ 
・試験タービン 
    段落数        ４段落 
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    縮小率        1/2.5～1/4（対象の実機により異なる） 
最終段翼長      250～400mm 
    出力         2,000～5,000kW 
    回転数        上流 3段落：5,000～7,200rpm 
最終段落 ：5,000～9,000rpm 
    入口圧力       0.05～0.2MPa 
    入口温度       100～250℃ 
    出口圧力       5～10kPa 
    出口湿り度      0～15％ 
    軸受形式       油潤滑式（ティルティングパッド型ジャーナル軸受， 
               テーパーランド型スラスト軸受） 
・動力計 
    動力吸収方式     水動力計 
    動力計測法      ロードセルによるトルク計測および回転数計測 
    負荷調整方法     出口弁制御による水位調整 
最大吸収動力     高圧側：15,000kW，低圧側:10,000kW 
    最大回転数      高圧側：8,500rpm，低圧側：10,500rpm 
    製造者        高圧側：英国 Froude 社，低圧側：米国 Kahn 社 
    冷却水種       工業用水 
    水冷却方法      冷却塔による空冷，循環式 
・復水器 
    冷却方式       冷却管表面復水式，２パス形 
    冷却媒体       海水 
    真空度        722mmHg 
    伝熱面積       1370m2
(c)装置の特徴 
補助タービンは低圧試験タービンの上流に設置され，実機の高圧～中圧タービンを模擬
した形状を有する．4 段落にて主蒸気を膨張・出力発生させて，試験タービンで必要な蒸
気条件を作り出す役割を持つ．特に試験タービン入口で湿り蒸気が必要な場合，減温減圧
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弁でスプレーを用いて蒸気温度を下げて湿り蒸気としたのでは，過熱蒸気と水滴が十分に
混合しないままタービンに入る結果となり，実機と同様の状態（無数の微小な水滴が飽和
～過冷却蒸気中に浮遊した状態）の湿り蒸気が得られない恐れが強い．補助タービンは出
力を取り出すことによって蒸気のエンタルピを下げるが，この過程は実機で湿り蒸気が発
生するのと同じであるため，自然な状態の湿り蒸気を作り出すことができる． 
試験タービンは，4 段落から成り，実機低圧部の下流側 4 段落分を相似縮小した形状を
有している．相似比の逆比で回転数を高めているため，翼列の周速度は実機と等しくなり，
蒸気の速度三角形は実機と同等となる．マッハ数も実機と同じであるが，レイノルズ数は
縮小比に比例して実機より小さい． 
実機構造と異なる点は，4 段落のうち上流 3 段落と最終段落の間で回転軸が分離されて
いることで，上流 3段落の回転軸は補助タービンと共に高圧側動力計に，最終段軸は単独
で低圧側動力計に接続されている．最終段動翼の回転軸が独立しているため，最終段の出
力が単独で測定できる利点がある．すなわち蒸気状態が湿り蒸気であると，圧力・温度の
計測のみでは状態値が特定できないが，本タービンでは補助タービン入口が乾き蒸気状態
であるので，その状態と高圧軸の出力，および最終段入口圧力を計測すれば，最終段入口
の状態を特定できる． 
最終段翼車は車軸とボルトによる結合構造のため，各種最終段翼への交換が容易である．
また最終段翼車と車軸間のスペーサ部材を交換することで，最終段翼の軸方向位置を変化
でき，動静翼間の距離を変化することが可能である． 
図 3.2 に装置全体の外観を示す．また図 3.3 に試験タービンの断面図，図 3.4 に試験タ
ービン上半車室およびノズルダイアフラムを取り外した状態での写真を示す． 
(2) 試験方法 
 タービンを起動し，状態を監視しながら回転数，流量，負荷，蒸気条件を除々に目標値
まで上昇する．条件設定後 30 分～１時間程度保持して定常に達したことを確認後，計測を
開始する．計測時間は試験内容によるが，代表状態値と効率の計測で１条件当り約 30 分，
トラバースを行う詳細な流れ状態計測は１条件当り 1.5～2 時間程度である．また特殊な試
験として翼に試験片を装着しての浸食試験（3.8 節参照）では 7～8時間にわたり同一の条
件で連続運転を行う．試験条件の設定には，以下の方法の組合せで，タービンの運転状態
を所定の試験条件になるよう設定する． 
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①主蒸気流量制御；流量値を監視しながら，高圧側動力計の冷却水出口弁開度を設定する．
これによって高圧側動力計の吸収動力が決定され，その状態で所定の回転数に制御するこ
とで，所定のタービン負荷に維持される．試験タービン入口の蒸気圧力を調整したい場合
も，基本的にはタービン流量，すなわち負荷を制御することで行う． 
②回転数制御；高圧軸の回転数を常時検出し，制御装置により予め設定した回転数となる
よう加減弁開度を制御し，蒸気量を増減して負荷を調節することで，回転を一定に制御す
る．最終段軸の回転数制御は，低圧側動力計で回転数信号を検出し，動力計冷却水の出口
弁開度を調整し動力計内水位を増減することで吸収動力量を制御する． 
③蒸気状態制御；減温減圧弁の圧力・温度設定値を変化させることによって，弁開度およ
びスプレー水陵制御し，所定の蒸気状態に制御する．試験タービン入口または出口の湿り
度を調整する場合も全て主蒸気状態を調整することにより行う． 
④抽気量制御；抽気復水器に至る抽気管に設置した弁の開度を調整する． 
⑤出口圧力制御；タービン出口圧力を通常よりも高める場合，復水器冷却海水管の出口弁
開度を絞って調整するか，復水器に空気を注入して真空度を調整する． 
(3) 計測装置と方法 
(a)基本的計測項目 
試験タービンの運転状態を表す基本的な測定対象は，回転数，流量，タービン出力，主
蒸気状態，主要位置（補助タービン入口，試験タービン入口，最終段入口，試験タービン
出口）での蒸気状態，タービン効率などである．各項目の測定方法は以下の通りである． 
①流量：復水器出口復水管の容積式流量計にて計測． 
②回転数：高圧軸，最終段軸とも，軸に装着した歯車と電磁式ピックアップで計測． 
③出力：高圧側動力計，最終段側動力計にてトルク計測し，それぞれの軸の回転数計測値
を乗じて出力を算出する． 
④各点の蒸気状態値：高圧タービン入口，出口，試験タービン入口，最終段入口，試験タ
ービン出口にて，全圧，静圧，全温計測用の固定式プローブにより計測する．それぞれ周
方向に分布を持つ可能性があるため配管内または車室内の全周数箇所で計測し平均する．
温度計測は熱電対（ＣＡ又はＣＣ），圧力計測はダイアフラム式の圧力変換器を使用し，そ
れぞれ多点切替方式により，各計測部から導いた信号を順次切替えて測定する．また圧力
プローブの計測孔内で蒸気が凝縮する場合があるので，計測直前に空気を逆流させてドレ
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ンパージを行う． 
試験タービン３段落出口と最終段出口は通常湿り域にあるため，状態値は圧力・温度計
測だけでは特定できず，計測値に基き以下で求める．まず補助タービン入口（図 3.6 の点
01，乾き状態）は全圧・全温計測値による．試験タービン入口（図 3.6 の点 02）も乾き状
態であれば全圧・全温計測値による．点 01 の全エンタルピ値h01から動力計と流量から求
まる高圧側熱落差（△h0A）を差し引いた全エンタルピ値h03と，試験タービン３段落出口全
圧計測値（Ｐ03）の交点が，試験タービン３段落出口のトータル状態値 03．さらにh03から
低圧側熱落差（△h0B）を差し引いたh04と試験タービン出口全圧P04の交点が，試験タービン
出口トータル状態値 04 として求まる．試験タービン 3段落出口湿り度は，点 03 を断熱線
上で静圧P3に下した点の湿り度Y3として求める．タービン出口湿り度は，点 04 を断熱線上
で静圧P4に下した点の湿り度Y4として求める． 
⑤段落効率：試験タービン 1-3 段落のトータル効率は，点 02 と点 03 間の熱落差と，点 02
とＰ03よりis線図上で求めた断熱熱落差との比である．最終段トータル効率は，点 03 と点
04 間の熱落差と，点 03 とP04からis線図上で求めた断熱熱落差との比で算出される． 
(b)トラバース計測 
 翼高さ方向の状態の分布を必要とする場合は，試験タービン入口，最終段入口，最終段
静翼出口，試験タービン出口に設けたトラバース計測孔にプローブを挿入し，必要な間隔
でトラバースしながら全温と全圧，静圧，必要に応じ流れ角を計測する．最終段入口，最
終段静翼出口，タービン出口では翼形状と運転状態により蒸気流の方向が変わるため，流
れ角を検知しプローブの向きを合せながら計測する．全温は熱電対，圧力はダイアフラム
式センサーとし，一部に水銀マノメータも併用する．上流側のプローブの影響が下流計測
値に及ぶのを避けるため，挿入位置の位相をずらしている． 
図 3.7 にプローブの例を示す．左は固定式プローブ，中央が流れ方向や静圧計測用プロ
ーブ，右がトラバース装置にプローブを装着した状態を示す． 
(c)湿り蒸気特性の計測 
各試験内容により計測装置・方法が異なるため，試験タービンに装着可能な装置をその
都度特設し，(1)の基本的計測と合わせて計測を行った．計測内容は，3.4 の微小水滴用の
光散乱式計測，3.5 の静翼面水分可視化，3.7 の粗大水滴のフォトカウント計測，特殊な計
測として 3.8 の浸食量計測，4.2 の外周面水分除去量計測，4.4 の静翼水分除去量計測など
を実施した．これらの手法については各節にて記述する． 
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図 3.1 試験タービン概略系統図 
図 3.2 試験タービン外観 
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図 3.3 試験タービン断面図 
図 3.4 試験タービン内部 
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図 3.7 試験タービン計測プローブの例 
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3.2.2 蒸気風洞 
二次元翼列回りの流れを，実際と同じ状態の蒸気流で試験可能な装置である．本研究に
おいては，3.3 復水衝撃の観察，3.6 静翼後縁からの水滴噴霧の観測，4.3 静翼後縁からの
水分除去性能，4.4.1 静翼面での水分除去性能の各試験に，蒸気風洞試験装置を使用した． 
(1) 試験装置 
(a)系統 
図 3.8 に試験装置の系統図，図 3.9 に鳥瞰図を示す．ボイラ（3.2.1 に示したものと同
一）より供給された過熱蒸気（350℃前後）は自動制御の入口制御弁で圧力を調整された後，
縦型円筒形状の圧力容器である減温器（図 3.9 の Desuperheater）に導かれる．減温器に
はボイラ給水が供給され，複数のスプレーノズルより噴霧されて過熱蒸気に混合され，蒸
気を所定の温度（100～200℃程度）まで減温する．減温器を出た蒸気は長方形断面の風洞
部に入り，ドレンセパレータにより残存する水滴を除去し，二次スプレーノズル（さらに
減温するときのみ使用），整流部を経て所定の流路高さに絞られた後，試験部分（Test 
Section）に導かれる． 
試験部分は，２枚の円盤からなる平行壁（内側間隔 90mm）と，平行壁に支持された二次
元翼列本体などから成る．翼列本体は通常数枚の翼を等ピッチで並べたもので，各翼は両
端でサポートバーに所定の間隔および角度で固定され，サポートバーが平行壁の溝によっ
て支持される構造のため，翼列ごと交換が可能である．平行壁の円盤はステンレス製であ
るが，中心付近の翼列部分には円形の耐熱・光学ガラスが装着され，翼列周りの流れの目
視観察や，シュリーレン装置を用いた流れ場の写真撮影などができる．整流部よび試験部
の構造物はステンレス鋳造を主体とした容器で，熱膨張を逃がすよう基礎に可動支持にて
設置されている（図 3.10，3.11）． 
試験翼列の下流には復水器が設置され，海水で冷却されて，5kPa 程度の真空に保たれて
いる．試験部分出口にも圧力調整弁があり，試験翼列出口の圧力を一定に制御できる．こ
れと入口制御弁とを併せて使用することにより，翼列入口，出口の圧力比および圧力レベ
ルを選択，制御可能である．したって翼列出口マッハ数とレイノルズ数を広範囲に変化で
きることが本装置の特徴である． 
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(b)主な仕様 
     供給蒸気圧力      4MPa 
供給蒸気温度      350℃ 
     試験部入口蒸気圧力   30kPa～0.2MPa 
試験部入口蒸気温度   湿り状態～350℃  
最大流量        5kg/s   
     復水器真空度      722mmHg（5.2kPa） 
     翼幅（スパン）     90mm 
     翼コード長       30～150mm 
     観察窓直径       約 120mm 
     翼出口マッハ数     ～３ 
     翼出口レイノルズ数   105～106
 
本研究において使用した翼列は，3.3 復水衝撃，3.6 噴霧水滴径観測，4.3 静翼後縁スリ
ットによる水分除去試験では，実機タービン低圧部静翼断面（シュリクト翼）の 1/3～1/5
程度，コード長約 50mm の二次元翼列とした．また 4.4.1 の静翼面スリットによる水分除去
効率試験では，実機静翼の 1/1 断面を持つ二次元翼を使用した．詳細は各項に示す． 
(2) 運転および計測 
(a)運転 
 まず復水器を起動して真空度を保ち，試験部出口弁を手動で全開して，装置内部全体を
低圧とした後，減温器にスプレー水を供給して減温の準備を整える．その後，入口圧力調
整弁の設定圧力を徐々に上げて弁を開け始め，減温器に過熱蒸気の供給を開始すると，蒸
気は風洞を通過し復水器に向けて流れる．試験装置全体を暖機しつつ，徐々に所定の入口
圧力，温度となるよう調整し，最後に出口調整弁の圧力設定を行って自動制御に切り替え
ることで，運転状態が出来上がる．暖機が不十分だと蒸気が装置壁面にて凝縮するのとス
プレーの水滴が蒸発せずに流下し，試験部のガラス面を流れるため，装置の温度が蒸気温
度に充分に近づいてから計測を開始する． 
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(b)計測方法 
① 翼列の入口，出口状態を確定するための基本的な試験状態の計測には，減温器内圧力，
温度の測定値を，翼列入口全圧，全温として使用する．また翼列出口静圧として，側
壁に設置した圧力タップの圧力計測値を使用する．これらから，出口レイノルズ数，
出口マッハ数，出口乾き度または湿り度が計算される． 
② 翼列効率の特定には，出口にてプローブをトラバースして全温分布を計測し，入口全
温との比を全圧損失係数とする． 
③ このほか，試験目的に応じて，シュリーレン光学システムを使用し，流れ場の密度変
化を画像で捉えることで，膨張，圧縮領域，衝撃波などの位置を把握でき，この応用
で，復水衝撃や，噴霧水滴の計測などを行った． 
④ 水分除去性能の計測など，湿り蒸気の挙動に関する特殊な計測方法については各項で
述べる．   
図 3.12 に蒸気風洞の試験可能範囲を示すが，レイノルズ数で 105～106，マッハ数で最大
３程度までの範囲で試験が可能である． 
 図 3.13 は最終段翼断面の二次元翼列試験におけるシュリーレン写真の例で，乾き蒸気で
実施し，流れは右上から左下へと加速する．翼出口付近の膨張度合いが大きい部分や後縁
からの衝撃波が，蒸気の密度変化に対応した画像の濃淡（色合い）の変化として捉えられ
ている． 
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図 3.10  蒸気風洞外観 
図 3.11 蒸気風洞翼列部 
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図 3.12 蒸気風洞試験範囲 (21) 
 
 
 
図 3.13 蒸気風洞翼列試験例（シュリーレン写真） 
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3.3 水滴の発生位置の観測 
3.3.1 試験方法 
3.2.2 に示した蒸気風洞試験装置に，蒸気タービン低圧段静翼の縮小断面をもつ二次元
翼列を装着し，蒸気流による試験を行った．翼列の両側の観測窓は石英ガラス製で，流れ
の観測はシュリーレン法を用い，観測部に導いた平行光線が蒸気の密度差による屈折率の
違いにより僅かに偏移することを利用し，膨張，圧縮領域，衝撃波などの位置を可視化で
きる．写真撮影時の光源は 10Ｗキセノンランプによるストロボスコープの単発光を使用し
た． 
翼コード長    50mm 
断面縮小率    1/3～1/5 
          翼スパン     90mm（側壁間隔） 
         翼断面形状    蒸気タービン低圧段静翼 
 
流れ条件は下記とし，定常流れ状態として試験を行った．蒸気の状態は翼列上流では若
干の過熱状態であるが，出口で超音速となる圧力比とし，翼列内での膨張により，過飽和
状態を経て水滴発生に至るようにした． 
 
          入口全圧     78kPa 
          入口温度     95℃（過熱度 3℃） 
          出口静圧     27kPa 
          圧力比      2.89 
          出口湿り度    5%         
3.3.2 試験結果 
図3.14は翼列内の蒸気の流動状況を写真撮影し，復水衝撃現象を観察したものである（24）
．図にて翼後縁から発生している斜め衝撃波（通常の超音速流れに伴う空力衝撃波）の上
流側に観測される，湾曲した黒い線が復水衝撃波である．これにより，翼列での膨張流れ
の途中で，過飽和状態がウィルソン点で崩壊して急激に復水現象が起きることが実験的に
確認された． 
 入口温度を変化させて出口湿り度を増減すると，復水衝撃波の位置は変化する．入口温
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度を上げで出口湿り度を減少すると，衝撃波は下流側に移動し，さらに湿り度を減少して
翼列内でウィルソン点に到達しない条件では，復水衝撃波は消滅する．このことからも復
水衝撃波が観測されていることが裏付けられる． 
 
 
 
 
 
図 3.14 復水衝撃波のシュリーレン写真(24)
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3.4 微小水滴の計測 
3.4.1 計測装置と方法 
タービン内での復水現象により自然発生した微小な水滴の大きさや量を計測する目的で，
Ａｒイオンレーザと光ファイバを用いた水滴計測装置を開発した（31-33）． 
計測原理およびシステムは図 3.15 に示すように，Ａｒイオンレーザ光を入射ファイバを
通して測定領域に導き，コリメータレンズにより平行ビームを形成し，測定領域に存在す
る水滴に照射する．水滴により散乱された光を，入射側とほぼ対向する位置の散乱角 2～
32°に配置した 30 本の光ファイバにより受光してプローブ外へ導き，干渉フィルタ，フォ
トダイオード，アンプを通して電気信号に変換，増幅した後，ミニコンピュータに入力す
る．コンピュータ内にはあらかじめ光散乱理論(26 など)に基づいて計算された各種粒径の粒
子による散乱光強度分布データを格納しておき，測定された散乱光強度分布がどの粒径の
粒子による散乱光強度分布を重ね合わせたものであるかを調べることにより，散乱光強度
分布を粒径分布へ変換する．すなわち 
     LogＩ(θ)＝Log［∫ｉ（Ｄ，θ）ｎ(Ｄ)ｄＤ ］                        (3.1) 
ここでＩ(θ)は散乱光強度分布，Ｄは粒子直径，θは散乱角，i (D，θ) は粒径Ｄの個別粒
子による角度θへの散乱光，ｎ(Ｄ)は粒径分布である． 
この際の演算方法に２通りがあり，一つは粒径分布ｎ(Ｄ)の分布関数を正規分布等と仮
定して，分布パラメータ(平均，標準偏差)を最小二乗法で決定する対数分布関数近似法で
あり，もう一つは上式の積分区間を 10～20 区間程度に細分して上式を連立方程式で近似し，
連立方程式の最小二乗解を求める対数束縛積分方程式法と呼ばれる方法である．本研究に
示す計測結果は後者の方法で求めたものである． 
また蒸気湿り度を求める場合は，プローブをタービンに挿入する前に，粒径と濃度が既
知のポリスチレン粒子懸濁水を測定部分に置いて散乱光強度分布を計測し，これに基づき
予め換算係数テーブルを作成しておく．続いてプローブをタービンに装着し，運転条件が
設定されたら，まずプローブを水滴の無い流路外まで引き上げてバックグラウンドノイズ
を測定する．次いで所定の計測位置へプローブをトラバースし，測定された受光量の分布
から，バックグラウンドノイズを差し引いて，水滴のみによる散乱光強度分布を求め，こ
れを計算機処理して粒径分布に変換し，さらに換算係数と蒸気密度を考慮して蒸気湿り度
に換算する． 
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図 3.16 に計測プローブ形状を示す．測定領域はできるだけ流れ方向から見た投影断面積
を小さくしたほか，計測時には測定部の流れ方向を計測して水滴計測プローブ正面を流れ
方向に合致させ，流れへの影響を最小限とすると共に正しい計測ができるよう配慮した．
図 3.17 に計測システム設置状態，図 3.18 に試験タービン出口に装着した状況を示す．試
験条件は，2.3.1 に示した標準湿り度および湿り度大の条件を中心に入口温度を変化し，
出口湿り度を 5～14%の間で変化させた．但し条件設定の誤差等により解析条件と完全に同
一ではない． 
 
3.4.2 タービン出口の水滴の計測結果 
(1)水滴径分布 
試験タービンの最終段下流に水滴計測プローブを挿入して翼高さ方向にトラバースし，
水滴径の分布状態および位置による変化を調べた．図 3.20 に出口湿り度 6%と 9%での水滴
径ヒストグラムの翼高さ方向の変化を代表４箇所で示す．翼根元部（h=0）はプローブの先
端が内周壁と干渉するため計測できていない． (a)の湿り度 6%の場合，水滴径の範囲は 1/4
高さ部で約 0.05～0.15μm と小さく，中央部で 0.14～0.36μm，先端部で 0.5～1.0μm と，
先端に行くに従い大きくなる分布である．なお図中の点線は，3.4.1 に記した計測データ
を粒径分布に変換する際の演算方法のうち，正規分布を仮定したものであるが，ここでは
対数束縛積分方程式を用いた実線の粒径分布を採用する．(b)の湿り度 9%の場合は 1/4 高
さ部と中央部で 0.4～1.0μm，先端部で 0.35～1.6μm であり，平均径は根元から先端にか
けてやや増加傾向であるが，湿り度 6%のものより増加は緩やかである． 
図 3.21(a)に湿り度 6%の最大径，平均径，最小径のそれぞれ翼高さ方向の分布を示す．
図には比較のため，解析条件中で一番近い標準湿り度（出口湿り度 7%）の計算結果を併せ
て示した．計測値は最小径～最大径を通じて先端側ほど水滴径が増加する傾向を持つが，
解析値は最大径と平均径ではやや分布が異なる．水滴径の値自体は計測値の方が全体に大
きめであるが，最大径の根元側では解析値が上回っており，全体を通じて径差は２倍程度
の範囲にあって，両者はほぼ近い結果となっている．図 3.21(b)は湿り度 9%の計測値で，
解析結果としては比較的条件が近い湿り度大（出口 11%）のものを併せて示した．最大径
は計測値が解析値に対してやや高めで，先端では２倍程度，他では１～1.5 倍程度である．
平均径および最小径においては実験と解析の開きが大きく，実験が解析の 2～5倍程度であ
る． 
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全体的に解析値が小さめとなっていることについては明確な原因は不明であるが，可能
性として以下が考えられる．(a)計測側の誤差；プローブのブロッケージ作用により小径の
水滴の一部が測定できていない可能性，3.4.1 に示した検出した光強度を連立方程式の最
小二乗解を求めて粒径に変換する際の誤差，等．(b)解析側の誤差；水滴発生間隔を有限に
設定し翼列間で代表径に平均化していること，発生水滴径および成長の予測方法の誤差等．
（c）計測と解析の条件の違い；２章でも見たように，出口湿り度の若干の差で水滴発生位
置（翼列）が異なる場合があり，発生位置による膨張速度の違いから水滴径に大きな差が
できる可能性がある．(d)粗大水滴の細分化；粗大水滴が動翼に衝突した際に粉砕，細分化
されて蒸気中に再混入している可能性があるが，解析ではこれを十分考慮していない点，
などが考えられる． 
 以上のように個々に見ると差異が大きい部分があるが，微小水滴径のオーダーとして見
た場合，解析は概ね計測値のオーダーに近い予測をしていると言うことができる． 
(2)湿り度分布 
図 3.22 にタービン出口での高さ方向の湿り度分布を示す．平均湿り度が 4%と小さい場
合，翼長方向中央付近(翼長の 35～75%)と先端付近に湿りが観測される．解析でも見たよ
うに，湿りの初生段階では翼高さ方向の中央付近でまず水滴が発生することを示している
と考えられる．一方，平均湿り度が大きくなると(8～15%)，先端寄り(翼長の 80%以上)に
大きな湿り度が観測され，湿り度が大きくなる程著しい．これは解析でも見たように，上
流で発生した水滴が計測位置まで到達する過程で，遠心力により水滴が気相流線から逸れ
て次第に外周側に移動した結果と考えられる． 
図 3.23 に(a)標準湿り度と(b)湿り度大の条件について，翼高さ方向の湿り度分布を解析
結果と比較して示す．いずれも先端部での湿り度は計測と解析でほぼ一致しており，また
根元から先端に向け湿り度が増加する傾向は解析でも再現されている．但しその傾斜は，
上で述べたように実験では先端から根元への減少度合が大きく，中央から根元にかけての
差は 2～数倍に上る．この差の原因としては以下が考えられる．(a) (1)で見たように解析
で水滴径が小さめに計算された結果，遠心力による先端側への移動が少なく，根元と先端
の湿り度差が少ない． (b)プローブのブロッケージにより微小側の水滴が計測されていな
いために，根元側で湿り度が低めに計測されている．（c）解析の湿り度にはタービン出口
の壁面上の水分が最大で 1割程度含まれるが，計測値は微小水滴のみである点． 
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いずれにせよ湿り度が大きいほど先端側に湿りが偏在することは間違いなく，翼の浸食，
損失への影響は周速度が先端ほど大きいことと合わせて，先端近くにおいて影響が顕著に
現れることの主要原因と言える．また特に先端側 1/3 の範囲で湿りが集中することも判明
したので，この影響を低減する手段として水分除去装置の位置を計画する手掛りとなる． 
図 3.15  微小水滴計測システム図 
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図 3.16  計測プローブの外観及び断面図 
図 3.17  計測システム設置状況 
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図 3.18  試験タービン最終段出口へのプローブ装着状況 
図 3.19  キャリブレーション状況 
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図 3.20  微小水滴径分布の計測結果 
(a)湿り度 6% (T4)
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図 3.21(a)  タービン出口水滴径の解析と計測の比較（標準湿り度） 
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図 3.21(b)  タービン出口水滴径の解析と計測の比較（湿り度大） 
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図 3.22  最終段出口湿り度分布の計測結果 
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図 3.23  タービン出口湿り度分布の解析と計測の比較 
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3.5 静翼面での水分の挙動の可視化 
3.5.1 最終段静翼の水分可視化 
(1)試験方法 
動翼の浸食や加速損失，制動損失の直接原因となる粗大水滴は，動翼上流の静翼後縁か
ら噴霧されるものが大半を占めると考えられる．このため試験タービン最終段静翼の背側
面および後縁付近をボアスコープで可視化した．取付位置を図 3.25 に示す．翼面に付着す
る水量としては通常は腹側の方が多いと考えられるが，観察を背側に限定した理由は，プ
ローブ挿入の影響が少ない下流側からは，背側のみが観察可能なためである．使用したプ
ローブは図 3.24 のように，ライトガイド付き 90°側視形ボアスコープ(オリンパス光学工
業製)を主体として，冷却用空気管，観察窓，観察窓パージ用空気管，温度監視用熱電対な
どを金属製の保護筒内に装備した構造である．試験条件は静翼出口(半径方向平均値)で
(a)1.0％，(b)6.1％，(c)10.4％で実施した． 
(2)試験結果 
(a)の平均湿り度が 1.0％と低い条件では，翼根元付近(無次元翼高さ 0～0.35)，先端付
近(0.65～1.0)では乾き状態であるのに対し，中央付近(0.35～0.65)では観察窓に水滴が衝
突した状況が観察され，中央付近では水滴発生が開始されていることが確認された．これ
は翼効率が相対的に高いタービン通路部中央付近では蒸気エンタルピが低く，ウィルソン
点を越えているものと推定される． 
(b)平均湿り度 6.1％の場合は，翼長全体にわたり水滴の存在が観察された． 
(c)平均湿り度 10.4％の場合の観察写真を図 3.26 に示すが，外周端より通路高さの 1/3
程度までの範囲に，背側後縁に沿って水膜が付着し，上流側から背側面上を水脈となって
水が流下して来るのが観察される．平均湿り度値としてはかなり大きいこの条件において
も，背側の上流から直接後縁に到達する水脈の幅，量はさほど多量ではないと観察される
ことから，写真に見られる背側後縁に滞留する水分は，腹側および外周面より流入し背側
後縁に集積する水もあるものと見られる．後縁からは，水膜が蒸気流により吹きちぎられ
て蒸気中に連続的に噴霧，混入し，粗大水滴を形成する状況が観察された．この条件では 
外周面から根本側に行くに従って集積水量は減少しており，湿り度が比較的高い状態では，
水分はかなり外周側に偏在していることがわかる．この点，湿り度が低い場合に翼中央付
近が湿り状態と成っていたことと対照的である． 
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本観察により，形状的には１ケースであるが，浸食などに対して有害な水分が，静翼の
どの位置や範囲に存在するかを概ね把握することができた．また翼面上を移動する水分は，
水滴状の場合と水膜状の場合があり，かつ非定常性もあって，単一のモデルで正確なシミ
ュレートは困難であるが，2.2 節で示したような水滴を仮定しての解析方法は，一つの実
際的な方法であると考えられる．
図 3.24 可視化プローブ構造図(T3)
図 3.25 可視化プローブ装着状態(T3)
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図 3.26  最終段静翼可視化結果（条件(c)） 
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3.5.2 静翼面上の水流跡の観察 
図 3.27 は，試験タービン最終段静翼の背側面に観察された水流跡である．外周壁付近に
生じる二次流れにより外周壁面上の水分（水膜または水滴）が静翼背側に移動した現象の
痕跡と見られ，二次流れによる外周面から背側への水流の動きが裏づけらける．厳密には
試験タービンの運転状態は変化するが，標準試験条件での運転時間が圧倒的に長いことか
ら，概ねこの状態での水分の動きを表すものと考えてよい． 
翼背側面への水流の上り込みは翼間流路が縮小を開始する付近から始まり，後縁までほ
ぼ一定の傾斜角の痕跡が見られる．外周壁面からの翼高さ方向の移動距離は後縁で最大で
あり，写真からこの距離を計測した結果を静翼Ａ，Ｂについて下表に示す．静翼Ａでは実
寸で 21～32mm，翼長の 6～10％，対ピッチでは 30～46%に相当する． 
  
表 3.1  最終段静翼水流跡観測結果 
水流移動距離 mm 
静翼 翼長 mm 
先端 
ピッチ mm 範囲 平均 
Ａ 330 69 21～32 26.9 
Ｂ 367  78  31～43 35.6 
 
 一般に二次流れの大きさに影響するパラメータとして，転向角，アスペクト比（翼高さ
／コード長），入口・出口速度比，ピッチ・コード比などが上げられている（10）が，Ａ，Ｂ
ともこれらの値はほぼ共通であるため，本観察結果は１つの固有の形状についての特性を
示すに留まる．解析において翼面，壁面の水分の移動を計算する際に，本観察に見られる
二次流れの影響（外周壁面から背側面への水分の流入など）を反映している． 
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(a) 最終段静翼 A 
(b) 最終段静翼 B 
図 3.27  最終段静翼面の水流跡の例 
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3.6 後縁からの水滴噴霧化の観測 
粗大水滴の発生源として，3.5.1 にてタービン静翼の可視化を行い後縁からの水滴の噴
霧化が観察されたが，水滴径までは把握できていない．そのため本節では蒸気風洞装置に
て行った水滴噴霧化試験の結果を分析する．また 3.7 節ではタービン内での噴霧化直後の
水滴の計測も実施した．   
 
3.6.1 観測方法 
3.2 に示した蒸気風洞試験装置に，代表的な事業用火力タービン最終段静翼の約 1/3 サ
イズの断面（翼コード長約 50mm，後縁厚み約 1mm）を持つ二次元翼を組込んだ．供試翼は
５枚の翼を等間隔で並べたもので，中央の一枚に中空部と，それに接続して前縁に沿って
幅 1mm 程度のスリットを設け，中空部にパイプにて水を供給して，翼面に水膜を作り，蒸
気力により後縁へと流れる状況を再現して，後縁において水膜が蒸気中に水滴となって噴
霧する状況を観測した． 
試験条件は，代表的な事業用火力タービン最終段静翼先端付近の蒸気条件に合わせ，入
口全圧約 40kPa，出口静圧約 32kPa，出口マッハ数約 0.58 とした．本試験では水滴径の測
定が目的のため，蒸気状態自体は出口にて僅かな過熱状態とし，ガラスが曇って観察の妨
げにならないようにした．試験部分に平行光線が通過するようシュリーレン装置の光学系
をセットし，光源としてストロボを発光させて，写真撮影を行った．水量は多い場合と少
ない場合の２通りで試験した．少ない場合で火力タービンでの湿り度に相当する量である． 
 
3.6.2 観測結果 
図 3.28 に水量小と大の観測写真を示す．流れは左→右で，左に見える翼後縁から噴霧す
る水滴を捉えている．下流に見える棒は寸法の指針とするために写し込んだ直径 0.5mm の
パイプであるが，流れの大きな妨げとならない壁面寄りの位置に設置している．写真では，
後縁端から数 mm の位置まで水滴として分離する前の膜状の水が観察されており，これが一
次噴霧の状態と考えられる．位置的には後縁下流のウェーク（後流)内に相当するものと考
えられる．その後，個々の水滴に分離しているのが観察されるが，これが二次噴霧であろ
う． 
観測された全水滴の直径を写真から測定すると，図 3.29(a)(b)のヒストグラムとなり，
最小径は約 0.03mm，最大径は 0.3～0.35mm 程度で，個数としては小さい径のものが相対的
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に多い．後縁端を原点として流出方向に 2mm 毎に領域を区切り，平均径と最大径をプロッ
トすると図 3.30(c)(d)のようになる．ここで最大径は，平均径と標準偏差から，分布の 97%
が含まれる（平均値＋２×標準偏差）の値と定義した． 
グラフから二次噴霧の位置は必ずしも明確ではなく，水量の大小によっても多少状況が
異なるが，領域６(後縁端より 12mm)を過ぎると平均径，最大径とも一定に近づくことから，
同領域で二次噴霧がほぼ終わると見られる．そこでの平均径は，水量小，水量大の場合と
も約 0.045mm，最大径は，水量小で 0.096mm，水量大で 0.106mm であった． 
本試験の目的の一つであるウェーバ数を求めてみると，後縁内の蒸気速度は全圧トラバ
ース試験から主流の約90%であることが分かっているので，主流速度256m/sの90%で240m/s，
表面張力は 0.0049kg/m，蒸気密度は 0.021kg/m3として，ウェーバ数は水量大の場合が 26，
小の場合が 23 となる．Gardner(18)提唱の 22 と比較してやや大きいが，ほぼ同レベルであ
る．なおウェーバ数は最大径の定義により異なるのと，今回は水滴速度が未知のため，蒸
気と水滴の相対速度を蒸気速度としたための誤差が含まれると考えられる． 
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(a) 水量小 
(b) 水量大 
図 3.28 水滴噴霧の観測結果 
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図 3.29  粗大水滴径ヒストグラム 
(b) 水量大での水滴径分布 
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図 3.30  粗大水滴径の位置による変化 
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3.7 タービンでの粗大水滴の計測 
3.7.1 計測方法 
静翼後縁などから蒸気中に再混入して生じた粗大水滴の大きさや量を，タービン内で光
学的に計測することを試みた．粗大水滴は微小水滴と比較して，個数密度（一定体積中の
水滴個数）が小さいことと，径が大きいため水滴１個当りの散乱光量が大きいことから，
単一の各水滴を対象に計測するフォトカウント法が適していると考えられる．  
入射光を受けた水滴１個から散乱される光量は，水滴径をＤ，入射方向から測った角度
をθ，入射光の波長をλ，水の屈折率を mとして， 
i＝i（Ｄ，θ，λ，m）                                             (3.2) 
で計算できるので，θ，λ，m が既知のとき，i＝i（Ｄ）となり，散乱光量 i を計測すれば
水滴径Ｄが求められる．この原理に基づきフォトカウント法では，照射光の集光部と，こ
れと交差する計測側の光学系の焦点部分によって１つの小さな散乱体積（図 3.31 の計測
部）を構成し，ここを通過する１つ１つの水滴から散乱される光をフォトセルにより検出
し水滴径に換算する．また水滴量は，検出される光のパルスを水滴径別にカウントするこ
とにより作成される単位時間当たりに通過する水滴のヒストグラムから求めることができ
る． 
 本研究では，光源にキセノンランプを用い，光ファイバーでプローブ内に導いた後，レ
ンズと反射鏡で散乱体積に集光照射する．検出側は照射方向から 45°の方向に散乱される
光をレンズと光ファイバーでプローブ外へ導き，フォトマルチプライヤで電気信号に変換
後，オシロスコープで一定時間内のパルスの大きさと頻度を観測，記憶する． 
 試験タービンの最終段静翼後縁から噴霧する粗大水滴の計測では，プローブを最終段静
翼の下流に挿入しトラバースした．静翼後縁からの粗大水滴は周方向に周期性を持った分
布を有するため，翼高さ位置を計測位置に設定したのち，水滴によるパルス数が最大とな
る周方向位置を探して測定を行った． 
 
3.7.2 静翼下流での計測結果 
図 3.32 に標準湿り度条件，翼高さ位置 0.93 における最終段静翼後縁の粗大水滴のヒス
トグラムを示す．水滴径は 140～175μm に分布し，最大個数は 145～150μm に観測され，
径の大きい側に裾野が広い分布となっている．体積平均径は 149.7μm であった． 
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本計測結果からウェーバ数を求めてみると，ヒストグラム上の最大径 175μmを用いると，
ウェーバ数は 18 となる．Gardner（18）による 22，蒸気風洞試験での 23～26 と比較してオ
ーダー的には同じだが，やや小さい結果となっている．ヒストグラムを蒸気風洞での観測
結果と比較すると，最小径に対する最大径の比は，本計測では 1.25 で，蒸気風洞では 10
程度であるのに対して分布の幅が小さいが，二次噴霧の構造の違い，計測上の問題など可
能性は考えられるが，確たる理由は不明である．いずれにせよ，本計測および蒸気風洞試
験により，タービン内での粗大水滴の性状の概略を知ることができ，大きさ，分布の大ま
かな予測が可能となった．なお２章で示した解析結果にて，類似条件での最終段静翼後縁
からの粗大水滴の最大径は，193μm（同解析ではウェーバ数 22 と設定）である． 
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図 3.31 粗大水滴計測システム(68)
図 3.32 最終段静翼出口の粗大水滴計測結果（68）
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3.8 動翼浸食量の検証 
3.8.1 試験方法 
浸食量推定方法の確認と浸食低減策の検証を行う目的で，試験タービンにおいて加速試
験，すなわち短時間の運転で測定可能な程度の浸食量を生じさせることを試みたものであ
る．耐浸食性が翼材の 1／10 程度と低いアルミニウムの試験片(コード方向奥行 4mm，厚み
2～3mm，翼長方向長さ 18mm)を用意し，予め重量を電子秤で計測したのち，試験タービン
最終段翼の 1/3 程度から先端寄りに設けた３箇所の切り欠きに装着する．試験片を装着し
た状態での翼の断面形状は，ほぼ元の翼寸法が維持されており，翼性能および水滴の軌道
に影響しないよう配慮した．図 3.33 に試験片装着状況を示す． 
各試験においては，毎回新品の試験片を装着し，タービンを同一運転条件で一定時間(約
８時間)運転し，停止後試験片を取り外して再度重量を計測することにより，運転前後の重
量差が浸食による重量減と見なし，これと水滴に晒されていた面積から，平均の浸食深さ
を把握して，評価に用いた．図 3.35 に実際に浸食を生じた試験片の拡大写真を示す．  
       
3.8.2 試験結果 
本試験に置いて，(1)最終段入口圧力，(2)静翼・動翼の軸方向間隔の影響をそれぞれ独
立に変化させて計測，評価した．  
(1)最終段入口圧力による浸食量の変化 
図 3.34 は段落入口圧力が浸食量に及ぼす影響を示したもので，○印が計測値である．縦
軸は単位衝突水量当たりの浸食量の相対値として示した．試験結果から，入口圧力が小さ
くなると浸食量が顕著に増大することがわかる．これは段落入口圧力が小さいと静翼出口
圧力も小さくなり，静翼後縁で発生する水滴が大きくなり（2.37 式），蒸気による加速が
小さくなるため，動翼への衝突速度が大きくなるためと考えられる． 
 図中の破線は計算による予測値を相対浸食量 1.0 を基準として測定値と比較したもので，   
入口圧力の減少により浸食量が増大する傾向が実験と一致している．定量的には入口圧力
による浸食量の変化率は試験値よりやや小さいが，この原因として，使用したアルミ試験
材の浸食特性値（2.45 式のVSやα）を詳細に把握できなかったため，解析では通常のスチ
ール翼材の特性値を使用したこと，粗大水滴の最大径を使用したことなどが考えられる． 
(2)静翼・動翼の軸方向間隔による影響 
図 3.36 は動静翼間の軸方向距離を変化させた場合の浸食率の変化の試験および解析結
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果である．動静翼間の軸方向距離を増加すると，静翼後縁から蒸気中に噴霧，混入した粗
大水滴の加速距離が大きくなるため，動翼への衝突速度が減少し，浸食量は減少すると考
えられる．図の解析結果はほぼこの傾向を予測している．図 3.35 の浸食試験片の写真では，
距離が小さい場合の(a)は(b)に比べて浸食痕が深く大きいことがわかる． 
これらの結果から，粗大水滴の加速計算，衝突速度の計算，浸食率の予測方法などを含
めて，解析に用いた手法が浸食傾向の把握に有効であると言える．なお(1)(2)とも，解析
で浸食の絶対値を算出することは困難であるので，ベースとするケースでの値を基準とし
て，他のケースの値を無次元数で示し，その比率を実験と比較した． 
 
図 3.33  浸食試験片装着状況 
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図 3.34  最終段入口圧力と浸食量の関係 
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（拡大） 
(a) 距離小 
（拡大） 
(b) 距離大 
図 3.35  浸食を受けた試験片の例 
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 図 3.36  最終段動静翼間隔と浸食量の変化
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3.9 湿り損失の計測 
3.9.1 試験方法 
湿り損失特性，すなわち湿り度と段落効率の低下の関係を把握する研究は古くから行わ
れており，Baumann による「湿り度１％の増加で効率が１％低下」の法則が象徴的存在と
なっている．しかし詳細には，湿り度の影響がタービン形状によっても異なること，湿り
蒸気特性は相似則が成り立たない部分が多く，同形状でも大きさが変わると影響度合いが
異なることなどから，普遍的な法則が提案されるまでに至らず，各メーカーは自社のター
ビンでの影響を独自に把握している現状である．ここでは試験タービンにおいて影響の概
略を把握すること，および解析での予測を試験結果と比較することを目的とした． 
 タービンにおいて，段落効率に影響する因子は，湿り度のほか，速度比，圧力比，反動
度，マッハ数，レイノルズ数などがある．試験において湿り度以外の全ての値を不変とす
ることは困難であるが，これらの要素の影響を出来るだけ小さくする方法として，タービ
ン入口～出口間の断熱熱落差を各条件で一定とする方法や，圧力比を一定とする方法など
がある．今回は断熱熱落差を一定とした上で，入口温度を変え，出口湿り度を変化させた． 
湿り損失試験の方法として，理想的にはタービン出口まで乾き蒸気となる「完全乾き」
条件での効率値を基準として，各湿り度での効率値との差を湿り損失として評価すること
が望ましい．しかし 3.1 に示した試験設備において，逆流等を生じないよう一定の流量を
確保した上でタービン出口を乾き状態にしようとすると，試験タービン上流の高圧タービ
ン入口温度がボイラ蒸気温度以上となって，この条件に設定することは困難である．この
ため今回は「完全乾き」条件は除外し，各条件での湿り度の差と効率差の関係によって損
失への影響を評価した．タービン効率値の計測方法については，3.2.1(3)に記した「全体
効率の計測」によった． 
 
3.9.2 試験結果 
 図 3.37(a)上に示すグラフが代表的な試験点から得られたタービン効率の変化で，湿り
度が増加すると効率が低下する傾向が示されている．このグラフの横軸の「重みつき平均
湿り度」とは，（2.47）式に示したものと同様で，段落(群)の入口出口平均湿り度に段落(群)
の熱落差の重みを付けて加重平均した湿り度値である．また縦軸の効率は，タービン入口
と出口の状態値(運動エネルギーを含まないスタティック状態)を基準とした効率値 
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を用いた．ここでh1：タービン入口エンタルピ，h2：タービン出口エンタルピ，h2ad：ター
ビン出口断熱エンタルピである．前述のように横軸の湿り度が０の試験点が無いため，直
線性を仮定してグラフを外挿して横軸０の位置での効率値を求め，この値からの効率低下
分を湿り損失として引き直したのが(a)下のグラフである．実験結果から最小二乗法による
近似直線の傾きで湿り損失係数（湿り度の増加に伴う効率の低下の割合）を求めるとおよ
そ 0.6 前後となる． 
(b)は 2.3.8 に示した解析結果であり，湿り損失係数は 6300rpm（先端周速 410m/s）で
0.33，7560rpm で 0.54（同 490m/s）となった．仮に湿り損失係数が動翼の周速度に比例す
るとすれば，試験条件の翼の先端回転周速（420m/s）に対応する湿り損失係数は，解析結
果から約 0.36 と計算される．従って計算値の湿り損失係数は，実験結果の約 6割と小さめ
である．この原因の可能性として、(a)損失の要因として計上されていないものがまだ残さ
れている，(b)3.4.2 で見たように解析で微小水滴径が小さめに計算された結果、付着率と
粗大水滴量が少なめに計算されている，(c)粗大水滴が翼や外壁に衝突した際の跳ね返りを
あまり考慮していないため，浮遊する粗大水滴量を少なく見積もっている，などが考えら
れる。なお湿り度の増加に伴う損失増加の傾向は実験と類似の結果が得られているので、
今回用いた計算方法が一定の妥当性を有し，これをベースに(a)～(c)を考慮すれば精度向
上が図れるものと考えられる．
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(b) 解析結果 
図 3.37  湿り損失の解析と実験の比較 
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3.10  本章のまとめ 
試験装置を用いて測定または観察が可能なものについて試験を実施した．併せて解析結
果との比較が可能なものについては比較評価を実施した．結果の概略は以下である． 
(1)蒸気風洞の翼列にて，乾き蒸気が膨張する過程での復水現象を可視化し，復水衝撃波が
生じることが実験的に確認された． 
(2)光散乱方式の水滴計測装置を用いたタービン出口の微小水滴径分布の計測を行い，水滴
径は 0.05～1.6μm との結果が得られた．解析値と比較するとオーダーは同一であるが，最
大径は 1～2倍，平均径は 1～5倍と全体的に解析値より上側に計測された．湿り度分布は，
湿り度が増加するにつれて外周側で湿り度が大きい分布となり，計測された分布は解析の
傾向よりもこれが顕著であった．外周側の 1/3 程度の範囲で，特に湿りが大きくなること
が示された． 
(3)ボアスコープ・プローブを用いて最終段静翼面の水分を可視化し，低湿り度では翼高さ
中央付近での水滴発生が，また高湿り度では外周部寄りに後縁に沿った水膜と，後縁から
水滴が噴霧する模様などが観察され，静翼周りの湿り蒸気流れの状況が把握された．また
試験タービン最終段翼の観察により，外周壁の水分が静翼背側に移動していることが確認
された． 
(4)蒸気風洞翼列の後縁から噴霧する粗大な水滴の観測を行い，二次噴霧までの過程と，二
次噴霧後の水滴径を把握し，ウェーバ数が 23～26 であるとの結果を得た． 
(5)光学的計測（フォトカウント法）を用いて試験タービン最終段静翼出口にて粗大水滴の
計測を行い，水滴径のヒストグラムを得た．本分布からのウェーバ数は 18 で，(4)よりも
やや小さい値となった． 
(6)試験タービンにて浸食試験片を用いて浸食量の計測を行い，段落入口圧力が減少すると
浸食量が増加すること，および動静翼間軸方向距離を拡大すると浸食量が減少することが
確認でき，解析結果と同傾向の結果が得られた． 
(7)試験タービンで湿り度と効率の関係を計測し，湿り度の増加に伴い損失が増加すること，
その勾配（湿り損失係数）は約 0.6 との値が得られた．解析による湿り損失係数の予測値
は 0.36 で実験値の約 6割と小さめの結果となり，予測方法には改良の余地が残るが，同傾
向の結果が得られたことから，今回用いた計算方法が一定の妥当性を有するものと言える． 
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第４章 湿り蒸気の影響低減技術の検証 
 
4.1 本章の目的 
 前章までに示した解析および実験によって，湿り蒸気の挙動や，翼浸食や性能低下への
影響が一通り把握でき，実機の設計においてもこうした影響を評価することが可能となっ
た．一方，1.2.3 に記したように，タービンの大容量化や排気損失低減の要求から，翼長
の大きな最終段翼を適用する機会が増え，従来の設計では浸食などの影響が基準を上回る
場合も出てくるため，影響を低減する新たな方策が必要となっている．浸食低減の方策は
従来から数多く提案されており，代表的なものを整理すると図 4.1 のようになる．本章の
検討は，主要な湿り蒸気の影響の低減策が，実際にどの程度有効であるかを定量的に把握
し，設計に実用できる知見を得ておくことが目的であり，図中各項のうち Cの材質面は除
外した上で，代表的な以下について検証試験などを行って評価した． 
A-1 静翼面スリットによる吸込み  ： 4.4 節 
A-2 静翼後縁スリットによる吸込み  ： 4.3 節 
A-4 外周壁水分の除去         ： 4.2 節 
A-5（B-1）動静翼間距離の拡大    ： 4.5 節 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A-1静翼面スリットによる吸込み
A-2静翼後縁スリットによる吸込み
A-3溝付き動翼による通路部からの水分排除
A-4外周壁水分の除去
A-5動静翼間距離の拡大
B-1動静翼間距離の拡大
B-2水滴の微細化
C-1高硬度材による硬度増加
C-2焼入れによる硬度増加
A 衝突水滴量の低減
動翼浸食量の低減
B 水滴衝突速度の低減
C 浸食量の低減
 
図 4.1 浸食低減方策の例 
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4.2 外周壁での水分除去効果の検証 
4.2.1 試験方法 
外周壁上の水分を周方向に連続する溝で集めて除去する方法は比較的容易であるため，
多くのタービンで従来から用いられている．通常の火力タービンでは最終段入口の湿り度
は 3～4%で，2章の解析結果で見る限りでは，この部位の外周壁上の水分量はさほど多くは
ないが，原子力タービンでは同位置の湿り度は 10%前後であり，これに近い湿り度大の解
析では同位置で湿りの数%が外周壁に存在するとの結果が得られた．また粗大水滴，翼面水
分が外周側に移動する傾向も解析で明確に示された．こうしたことから，段落間での外周
壁上の水分を除去することは，基本的な湿り蒸気対策として効果が大きいと考えられる．
また中間段落の動翼に，背側に長手方向の溝のついた水分除去翼を採用する場合，動翼か
ら外周壁に振り飛ばされる水分が増えるので，翼に相対する外周壁で水分を除去すること
は必須となる． 
ここでは同装置の基本的性能を確認する目的で，試験タービン最終段入口部の外周壁に，
図 4.2 に示す周方向に連続する吸込み溝(溝幅３mm)を設置し，これを囲んで周方向に連続
する受け箱(ドレンキャッチャー)を設けて，水分除去性能を計測した．ドレンキャッチャ
ーからは水分を導く配管を引き出して，タービン下方に設置した水分計量タンク上部に接
続する．計量タンクの上部配管は常に復水器に接続しているので，計量タンク内部は復水
器と同程度の負圧となり，これと配管で接続されるドレンキャッチャー部も通路部より低
圧となるため，外周壁溝の内外で差圧が発生する．吸込んだ水分の計量には，一定時間下
部の弁を閉じて水位の上昇量を計測して求める．また水分と共に吸込まれる随伴蒸気は，
配管途中で凝縮して水分計測の誤差となるので，ドレンキャッチャー位置の蒸気湿り度が
ほぼゼロの状態で計量タンクに溜まる水量を計量して随伴蒸気量とし，以降この値を計量
値から差し引いた値を除去水分量とする．運転条件は当該段落間での湿り度を 0～10%に変
化させた． 
 
4.2.2 試験結果 
図 4.4 に段落間での湿り度と水分除去効率の関係を示す．縦軸の水分除去効率ηｄは以
下にて定義する． 
Ｇ・Ｙ
Ｇ
＝η dd                                                         (4.1) 
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ここでGｄ：吸込み水分量，G:タービン流量，Y：ドレンキャッチャー位置での湿り度とす
る．従ってηｄは，除去装置が設置されている軸方向位置にてタービン通路を流れる理論
水量のうち，除去された水量の比率である．解析結果に見たように理論水量G･Yの大半は
微小水滴で，外周壁上に存在する水の量はそのうちの高々10%程度であるから，本定義の除
去効率ηｄは外周壁上の水を全て除去した場合でも 10%程度ということになる．図では湿り
度の増加に伴い除去効率が増加し，湿り度 10%で除去効率 4～5%程度となっている．低湿り
度で除去効率が低い理由として，湿り度によって除去装置の吸込み差圧等の状態には変化
が見られないことから，外周壁を流れる水分をほとんど吸込んでいない現象は考えにくく，
むしろ外周壁上に実際に存在する水分量そのものが，理論水量に比例せず，低湿り度では
比率として少ないためであると考えられる． 
このことは 2.3.6（湿りを構成する液相の形態）で行った解析結果からも説明され，湿
り度が大きくない状態では湿りの大半は微小水滴で構成され，それが翼に付着するなどし
て水膜や粗大水滴となって外周壁に集積するのは，水滴発生から 1,2 翼列下流に進んだ位
置であり，その分湿り度が増加した状態である．吸込み溝自体の吸込み効率（吸込み量／
存在量）は外周壁上に存在する水分量を正確に計測しない限り不明であるが，図 4.4 上に
解析結果として標準湿り度と湿り度大の２ケースの最終段入口（本試験でのドレンキャッ
チャーの位置）湿り度と，全液相中の外周壁上の水分の割合を■で示した．仮に解析結果
が正しいとすると，湿り度 7%での解析上の外周壁水分の割合（外周壁上の水分／液相の総
量）は 6.5%で，計測された除去効率ηｄ（除去された水分／液相の総量）は約 3%であるの
で，吸込み溝の吸込み効率（吸込み量／存在量）は 50%弱ということになる．除去されな
かった水分は，溝を跳び越えるか，溝に集まっても跳ね返るか逆流して通路部に戻るなど
で捕獲できなかったのではないかと考えられる． 
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図 4.2 試験タービン外周面からの水分除去試験装置 
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(a) ドレンキャッチャー部分（上半ダイアフラムを外した状態） 
(b) 水分排出管取付状況 
図 4.3 外周面水分除去試験装置の詳細 
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 158
4.3 静翼後縁での水分除去効果の検証 
粗大な水滴の多くが静翼後縁から噴霧した水滴であることから，その発生源である翼面
の水膜または水滴を後縁端で除去することは効果が大きいと考えられ，実機のタービンで
も使用されている例がある．蒸気風洞試験装置にて，蒸気タービン低圧部静翼の二次元翼
モデルを用いて後縁からの水分吸い込み試験を行った． 
 
4.3.1 試験方法  
3.2 節に示した蒸気風洞試験装置に，代表的な低圧タービン段静翼の縮小断面を持つ二
次元翼列を装着して試験を実施した．試験翼のコード長さは 51mm，翼幅は 90mm である．
数枚からなる試験翼列の中央の翼のみ，下流側半分を中空構造とし，後縁端（背側面と垂
直）に幅 0.5mm，長さ 30mm のスリットを設置した．このため通常翼の後縁厚さは約 0.5mm
であるが，スリット翼のみ厚さ 1.5mm となっている．またスリット翼の前縁付近には，背
側，腹側に独立して水分を供給するためのスリットを設けており，背・腹単独，又は両側
面同時に，後縁スリット長さよりやや狭い幅の水膜を，水量を調整して供給することがで
きる． 
スリット翼中空部からは，吸込んだ水分量を計測するための配管を引き出し，図 4.5 の
ように水分計測用のメスシリンダー，水冷の復水装置，水分分離容器を経由して，真空ポ
ンプ（排気速度 600l／分，到達圧力 10-4TORR）に接続している．真空ポンプの吸込み量を
調整することにより，スリット翼内部の圧力を外部より低圧とし，吸込み差圧を確保した． 
試験は風洞に蒸気を連続的に流し，定常状態となった後に計測を行う．静翼出口速度は
段階的に変化させて試験を行う．このため翼上流の全圧を約 40kPa に保ち，出口静圧を約
20～30kPa の範囲で変化させて，翼列出口マッハ数を約 0.3，0.6，0.8，1.0 を目安に調整
した．供給蒸気は過熱蒸気とした． 
スリット翼への水の供給方法は，背側単独，腹側単独，および両側の各ケースとし，単
独の場合は 15cc/min（水量小）と 30cc/min（水量大），両側の場合は 60cc/min とした．実
機の水分量模擬の観点からは，15cc/min のケースが，出口湿り度 10%，全湿り量の 1/5 が
水膜として翼に付着していると仮定した場合に相当し，30～60cc/min のケースはその 2～4
倍に当る． 
スリット翼の内部圧力は，真空ポンプの吸込み流量を調整することにより，後縁外部の
蒸気圧力 150～300mmHg（20～35kPa）に対して低圧に保ち，20～30mmHg（2.6～4kPa）の吸
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込み差圧を確保した． 
主要な計測項目は各条件にて，蒸気圧力（翼列入口全圧，出口静圧，スリット翼中空部
圧力），供給水量，吸込み水量とし，蒸気圧力は水銀マノメータ，水分量はメスシリンダー
を用いて計測した．水分取り出し配管内での凝縮量が吸込み量の誤差となるため，水分供
給の無い状態で計測した水分量を管内での凝縮量として，計測値を補正した． 
 
4.3.2 試験結果 
図 4.6 に腹側に水分を供給した場合の出口マッハ数と水分除去効率の関係を示す．水量
小，大のケースとも，出口マッハ数が 0.5 程度までは除去効率が 80-100%にあり，ほとん
どの水分が除去されていることを示している．しかしながらマッハ数が 0.5 を超えると除
去効率が急速に低下し始め，マッハ数が 0.8 を超えると除去効率は 20%を下回るようにな
る．水量大と小の場合を比較すると，全マッハ数域を通じて水量大の条件でやや除去効率
が低いものの両者で大きな差はなく，吸込み流量のみからいえばまだ飽和はしておらず，
湿り度 10%程度での水膜相当の水分を除去する量的能力としては余裕があることを示して
いる．図 4.7 に示す背側に水分を供給した場合，及び図 4.8 の背腹両側に水分を供給した
場合についても，マッハ数の増加と共に除去効率が低下すること，水量大と小では大差が
ないことにおいて，腹側の場合と同傾向である． 
マッハ数が増加すると水分除去効率が低下することは，本システムの適用においての制
約となるため，以下に原因を考察する．翼面に沿って流下して来る水膜を，後縁端に設け
たスリットで吸込んで除去する場合を考えると，翼出口部の主流蒸気の抗力によって下流
側に移動または後縁から噴霧しようとする水分を，蒸気の流動方向から 180°近く転向さ
せて上流側へと向きを変化させることが必要となる．蒸気速度が低い場合は，吸込み差圧
によって比較的容易に水分の向きを変えることができるが，蒸気速度が大きくなると，蒸
気流の動圧に打ち勝って水分の向きを逆転させることが困難となるものと考えられる．以
上の定性的な考察を確認するため，主流蒸気の動圧（1/2ρV2）を求めてみると図 4.10 の
ようになり，最大吸込み差圧を 4kPaとすると，低マッハ数では蒸気の動圧は吸込み差圧を
下回り，吸込み差圧が動圧に打ち勝って水分を吸込むことができるが，高マッハ数域では
動圧が吸込み差圧より大きいことがわかる．実際には後縁後流（ウェーク）内の蒸気圧力
や，境界層内の蒸気速度などがこれに関与して除去効率が決まると思われるが，蒸気の動
圧と吸込み差圧の関係が除去効率の支配的要因であると考えられる． 
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高マッハ数域においても，吸込み差圧を増すことである程度除去効率が回復する可能性
はあるが，随伴蒸気が増加するデメリットもあり，本構造の装置では出口マッハ数が 0.5
～0.6 程度より小さい部位に使用するのが妥当であると考えられる．この場合，事業用の
大型タービン最終段静翼では，効果的な使用範囲が外周側に限られる可能性がある．また
スリットの設置によって後縁が通常よりも厚くなることも，性能上のデメリットとなるた
め，この点の考慮が必要と考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
真空ポンプ
復水装置
ドレン計量器
蒸気流
ドレン供給管
ドレン
計測管
吸込みスリット
水膜
風洞試験部
図 4.5 後縁スリット吸込み試験装置 
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図 4.8  後縁スリット吸込み試験結果（背・腹側水分供給時） 
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図 4.10  マッハ数による主流動圧の変化（計算値） 
 
 163
4.4 静翼背腹面での水分除去効果の検証 
静翼後縁から噴霧される粗大な水滴を減少させる代表的な手段として，静翼を中空構造
として内部を復水器など通路部より低圧の部分に連通させた上で，翼面に細長い切り欠き
（スリット）を設け，翼面に存在する水分を吸込んで除去する方法がある．蒸気風洞と試
験タービンの両方を用いて，この方法の効果を検証する． 
 
4.4.1 蒸気風洞での静翼水分除去試験 
(1)試験方法 
3.2 節に示した蒸気風洞試験装置に，蒸気タービン最終段静翼の実機大の二次元翼を設
置して，静翼面スリットによる水分吸込み性能の試験を実施した(68)．図 4.11 は供試モデ
ルの断面図を示し，試験翼寸法はコード長が 312mm，翼幅は風洞の側壁間隔と同じ 90mmで
ある．風洞装置の蒸気入口流路高さの関係で，完全な形状を持つ翼は１枚であるが，翼周
りの蒸気流を再現するよう，上下にフローガイドを設けて翼間流路形状を模擬した．静翼
内部は中空とし，翼の背側面，腹側面にそれぞれ水分吸い込みスリットを設けた．これら
のスリットの位置は，背側と腹側の蒸気圧力が等しい部位となるよう設定されている．ス
リットは 1mm幅，40mm長，翼面となす角度は 45°で，断面形状は，図 4.12 のように背側用
には単純な平行スリットと段付きスリットの２種類，腹側用には平行スリット１種類とし
た．図 4.13 は供試翼を風洞に設置した外観を示す． 
静翼内部の中空部は，配管により小型の計測用復水器に接続し，翼外通路部よりも低圧
に保つことにより，スリットの吸込み差圧を確保する．接続配管上の弁操作で中空部圧力
を変えることにより，スリットの吸い込み圧力比を変化することができる．水分は供試静
翼の前縁部に設けた水膜供給部から，多孔質板を通して背腹両翼面に染み出す状態で供給
され，実機静翼面上の水分流を模擬するようにした．供給水量は，標準水分量として静翼
入口湿り度4.5%としたときの蒸気中の全水分の約1/4が静翼面に付着していると仮定した
値（0.9kg/h），およびその 2倍量に相当する 1.8kg/h とした．また翼の入口蒸気条件は，
実機最終段静翼とほぼ一致させ，圧力，温度は約 40kPa，80℃，出口マッハ数は約 1.0 と
した．供試静翼面および中空部に圧力計測用のタップを設置し，吸込み圧力比などを計測
可能である．スリットにより除去された水分は計測用復水器に導き，一定時間におけるタ
ンクレベルの上昇を計測することにより水分総量を求める．なおスリットを通じて水分の
他に若干の蒸気（随伴蒸気）も同時に吸込まれ，復水器で凝縮して，吸込み水分計測の誤
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差要因となるため，あらかじめ水分供給が無い条件での随伴蒸気量を復水器にて測定し，
計測された水分量からこれを差し引くことによって正味の吸込み水分量を求めた．また背
腹のスリットの除去効率を求める際，背腹には片方ずつ水分を供給して除去量を計量する
ことで，各々の性能を独立に把握した． 
(2)試験結果 
図 4.14(a)は標準水分供給量（0.9kg/h）のときの水分除去効率ηwと，吸込み圧力比Rの
関係を，各種のスリット形状について試験した結果である．ここで水分除去効率ηwおよび
圧力比Rは， 
除去効率ηw＝除去水分／供給水分                                    (4.2) 
圧力比 R＝スリット内部圧力／スリット外部圧力                        (4.3) 
である．吸込み圧力比Rが 0.92 よりも小さい（吸い込み差圧が大きい）領域では，背側・
腹側の別およびスリット形状によらず，除去効率ηwはほとんど 100%であり，供給水分の
ほぼ全量を吸込んでいることを示している．圧力比が 0.92 以上の吸込差圧が小さい領域で
は，背側，腹側の別，およびスリット形状に依存性が見られ，平行スリット形状では背側
よりも腹側の除去効率がやや大きく，また背側の段付きスリットは平行スリットに比べて
低差圧域での除去効率の低下を防ぐ効果があることがわかる． 
 図 4.14(b)は水分供給量を変化させた場合の除去効率を示す．腹側の平行スリットの場
合，供給水量 1.8kg/hの場合は，吸込み差圧を増して圧力比Rを 0.9 以下としても除去効率
ηwは約 0.9 以上には上らず，スリットの吸込み能力の限界に達しているものと考えられる．
背側の段付きスリットの場合には，水分供給を 1.8kg/hとしても圧力比Rを 0.9 以下の領域
で除去効率ηwはほぼ 1 であり吸込み能力は落ちないが，Rが 1 に近い低差圧領域では
0.9kg/h時に比べて落ち方がやや大きい． 
 以上の試験結果から，吸込み圧力比 Rの最適範囲は 0.9～0.92 であると考えられる．差
圧を大きくして Rをこの値以下としても，除去効率の改善は期待できない一方，随伴蒸気
量が増加して性能上の損失を増加させると考えられる．この Rの値を維持するためにも，
背腹の両スリットの位置は静圧が等しい位置に設けると共に，静翼内部圧力を適正に設定
することが重要である． 
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 図 4.11  蒸気風洞水分除去試験翼形状 (68)
図 4.12  蒸気風洞水分除去スリット形状 (68)
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図 4.13  蒸気風洞水分除去試験状況 
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(a) スリット形状による差異  
(b) 供給水量による差異 
図 4.14  蒸気風洞水分除去試験結果  (68)
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4.4.2 試験タービンでの静翼水分除去試験 
(1)試験方法 
より実機に近い状態として，3.2.1 に示した試験タービンにて，最終段静翼の水分吸込
みスリットの除去性能を試験した．本試験では全周の翼にスリットを設けるのではなく，
一部の翼に各々形状の異なる吸込みスリットを設け，個々のスリットから専用の配管で水
分を個別の計量タンクに導き計量して，それぞれのスリットの水分除去効率を把握する方
法をとる． 
図 4.15 は試験装置の概要を示す．数枚の静翼の外周寄りの部位に吸込みスリットを加工
し，それと対応する翼内部の位置には空洞部である吸込みチャンバーを設ける．吸い込み
チャンバーからは専用配管を引き出し，タービン下部の計量タンクに接続するが，このと
き配管内部はスリット面積よりも大きい断面積を持たせて中間にスロートが生じないよう
にし，かつ下り勾配を持たせて除去した水分を流れやすくする．計量タンクは上下を復水
器に連通しており，内部圧力は復水器と同程度の低圧に保たれるため，翼スリット部分で
の吸込み差圧が確保される．吸込んだ水分の計量には，一定時間下部の弁を閉じて水位の
上昇量から求める．また計量タンクに隣接して設置された小型の復水器により，随伴蒸気
の量を計測する． 
翼スリットの長さは静翼高さの 25%相当とし，スリット幅は 0.5mm，スリット断面での傾
斜角が翼面となす角度は 45°である．また翼におけるスリット設置位置に図 4.16 のよう
に５種類を設定した．すなわち背側スリットは軸方向に２種（前縁から翼コード長さの 7%
位置（上流）と 69%位置（下流）），および翼高さ方向に 3/4 位置から外周端までもの（Tip）
と，1/2 高さから 3/4 高さまでのもの（PCD）との２種類設定し，この組み合わせで３通り
を試験した．また腹側スリットの軸方向位置はコード長さ 66%の１種のみ，高さ方向位置
は Tip と PCD の２種とした．背側スリットが上流位置のとき，背腹のスリット位置での翼
面静圧が相互に等しくなるよう設定されている．スリット内外の吸込み圧力比は 0.8～0.9
に保った．また運転条件として，静翼入口の蒸気湿り度を 2～10%の範囲で変化させた． 
(2)試験結果 
水分除去効率ηｄは以下にて定義する． 
Ｇ・Ｙ
Ｇ
＝η dd                                                  (4.4) 
ここでGｄ：吸込み水分量，G:タービン流量，Y：最終段入口湿り度，また 
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Gｄ＝計量された水分量－随伴蒸気量                        (4.5) 
とする． 
 図 4.17(a)は，入口湿り度と背側下流スリット，腹側スリットの水分除去効率を示し，
それぞれ高さ位置を Tip と PCD で比較した．背腹の比較では腹側が背側の２倍程度の除去
率であり，このことから静翼に付着する水分量が背側より腹側に多いことが推定される．
高さ位置で比較をすると，背側，腹側とも PCD より Tip で除去率が高くなっており，3.4.2
での計測湿り度が外周側で多いことや，3.5.1 での水分の付着量が外周側で多いとの観察
結果と整合する．通常の火力タービンの最終段入口湿り度Ｙ＝3～6%においては，背腹の合
計の除去率は Tip で約 12%であり，前節の蒸気風洞にてスリット単体での水分除去率がほ
ぼ 100%であったことを勘案すると，湿り全量の 12%程度が外周 1/4 部分に付着していると
考えられる． 
 図 4.17(b)は背側スリット位置を上流と下流で比較した結果で，上流位置のスリットの
方が下流位置よりも除去率が高めである．下流スリット位置での水分付着量が，上流位置
よりも何らかの原因で実際に少なくなっている可能性も否定は出来ないが，下流スリット
位置での翼面静圧が上流スリットより低いことによって，吸込み圧力差が小さくなってい
ることが影響しているものと考えられる．いずれにしても本結果から，背側は上流スリッ
トを採用し，背腹で圧力が等しくなる構造が最適であることが確認された． 
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図 4.15  試験タービン静翼水分除去試験装置 (68)
図 4.16  試験タービン静翼スリット仕様 (68)
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(a) 背側，腹側スリットによる差異 
 
 
(b) 背側上流，下流のスリットによる差異 
図 4.17  試験タービン静翼水分除去試験結果 (68) 
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4.4.3 試験タービンでの静翼水分除去効果検証試験 
(1)試験装置 
 静翼面の水分をスリットで除去することにより，静翼後縁から噴霧する粗大水滴がどの
程度減少し，その結果最終段動翼の浸食がどの位軽減されるかを検証することが本節の目
的である． 
 本試験では試験タービン最終段静翼を全数中空とし，各翼の背側面，腹側面に水分吸い
込みスリットを設置している．図 4.18(a)のように静翼列を支持する内輪，外輪も中空構
造とし，各静翼内部と連通させているため，スリットで吸い込まれた水分は内外輪に流入
する．上半に位置する静翼のスリットで除去された水分は，内輪と外輪に分かれ，水平継
手の連通部を通ってそれぞれ下半に至る．また下半の静翼で除去された水分は主として下
半外輪に流入する．下半の外輪には復水器へ接続する管を設け，水分はここから復水器に
排出されるが，接続管に弁を取り付け，水分吸い込みを行う条件と，行わない条件を作り
出せるようにした．下半の内輪には上半分からの水分が流入するので，一部の静翼に上下
端を繋ぐ管を設置し，スリットから水分が逆流することなく内輪から外輪へ水分を移動さ
せる構造とした． 
 静翼スリットは，翼高さの 30%に相当する長さとし，翼高さの 70～100%の位置に設置，
スリット幅は 0.7mm とした．4.4.2 節の結果より背側スリットは上流側とし，背腹の翼面
静圧が等しい位置に設けた． 
(2)粗大水滴量の計測 
 静翼面の水分をスリットにより除去することにより，静翼後縁からの粗大水滴がどの程
度減少するかを確認するため，3.7 節で記したフォトカウント法による粗大水滴計測装置
を用いて計測した．プローブを最終段静翼の下流に挿入し，スリットを設けた外周寄り（図
4.18(b)のデータは翼高さの 93%）の位置で周方向に移動して，水滴の信号数が最大となる
位置に固定し，一定時間個々の水滴からの信号を受け取って，信号強度と回数から水滴サ
イズ別の水滴個数データを得る． 
図 4.18(b)は静翼水分吸込みを行わない場合（左）と行った場合（右）での水滴径ヒス
トグラムを示す．縦軸は吸込み無しの場合の全水滴個数を基準とした水滴数の比率を表す．
吸込みを行うと粗大水滴数の計測値は約半分となっており，静翼吸込みスリットは有害な
粗大水滴を半減させる効果があることがわかる．吸込みによっても粗大水滴が完全には無
くならないのは，スリット位置で吸込まれずに下流に至る水分や，二次流れで外周壁から
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流入するなど，スリット位置以外からも後縁に流入する水分の存在があるためと見られる． 
(3)浸食量の測定試験 
前節と同じ装置を用い，最終段動翼の浸食量が静翼水分吸い込みで実際に低減するかど
うかを，図 4.19 のように翼に取り付けた浸食試験片を用いて，3.8 節に記した方法で浸食
量を計測した．静翼面水分吸込みを行わない状態と行った状態で，それぞれ一定時間ター
ビンを運転し，動翼の先端寄り３箇所に取り付けた浸食試験片の運転前後の重量差から，
浸食された量を計測する．蒸気条件は最終段入口湿り度約 6%，出口湿り度約 9%とし，連続
運転時間は約６時間とした．なお水分吸込み装置は静翼のスリットのほか，動翼上流の外
周壁にも吸込み溝を設けてあり，別々に作動させることができる． 
図 4.20(a)は水分吸込み条件による浸食量の変化を示し，●は水分吸込み無し，△は静
翼水分吸込みのみを行った場合，□はこれに加え外周壁での吸込みも行った場合である．
静翼面スリットでの除去により，除去の無い場合と比べ浸食量は３箇所の平均で約 45%に
低減している．さらに外周壁での水分除去も適用すると，約 20%へと低減している．従っ
て静翼水分吸込みは，前節の結果と併せて，後縁から噴霧する粗大水滴を半減し，それに
伴って浸食を半減する効果を持っていると言える． 
また外周壁の水分吸い込みも，本実験によれば浸食を約半分に低減する効果を持ってい
ると言える．但し本装置のタービンは抽気が無く外周壁上に水分が比較的多く流れている
ケースと見られ，その除去により浸食も大幅に低減したが，外周壁上の水分がより少ない
ケースでは浸食低減効果は減少するものと考えられる． 
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(a) フォトカウント法による粗大水滴計測装置 
吸込みなし                吸込みあり 
(b) 粗大水滴量の差異 
図 4.18  試験タービン静翼水分除去による粗大水滴量の低減(68) P 
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(a) 最終段静翼水分除去装置と浸食試験片 
 
 
(b) 翼周りの圧力分布 
(A－A 断面) 
図 4.19  試験タービン静翼水分除去による動翼浸食計測試験 P(T8) P 
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(a) 吸込みの有無と位置による浸食量の変化 
(b) 試験片拡大写真 
図 4.20  試験タービン静翼水分除去による動翼浸食計測試験結果 P(T8) P 
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4.5 動静翼間距離の影響検証 
(1)浸食量への影響検証 
動静翼間距離を拡大すると，静翼後縁から蒸気中に噴霧，混入した粗大水滴の加速が促
進され，動翼への衝突速度が小さくなるため，浸食量を低減することが可能と考えられる．
解析によりその効果を予測し，試験タービンで実験的に検証する． 
試験タービン最終段の動静翼間の軸方向距離は，オリジナルの状態で約 25mm，拡大後で
その約２倍とした．浸食試験および計測の方法は 3.8 節に示した通りである． 
図 4.21 は静翼と動翼の軸方向距離を変化させた場合の浸食率の違いに関する試験およ
び解析結果であり，解析結果を点線で示した．動静翼間の軸方向距離を増加すると，水滴
の動翼への衝突速度が減少し浸食量は減少すると考えられるが，図の解析結果はこの傾向
を予測しており，また試験結果も解析値と定量的には若干差があるが，解析の傾向をほぼ
裏付けていると考えられる． 
(2)湿り損失の低減効果の解析による推定 
 動静翼間距離拡大により，水滴の衝突速度の低減，および衝突量の低減が生じることか
ら，浸食量のみでなく，湿り損失の低減効果も生じることが期待できる．粗大水滴に関係
する損失として，加速損失と制動損失を主対象として考えると，水滴の衝突速度と密接に
関係するのは制動損失であり，その定義から，衝突速度の減少あるいは衝突水量の減少に
伴って制動損失は低減されると考えられる．一方の加速損失は，翼管距離の拡大によって
加速距離が増えるため，増加する可能性がある． 
 図 4.22 は解析により最終段の動静翼間距離の変化による試験タービン最終段落(翼列
7+8)のみの湿り損失の変化を調べたもので，蒸気条件は湿り度大とした．グラフから，翼
間距離の増加に伴い制動損失は 0.04%程度減少しており，粗大水滴の衝突速度および衝突
量が減少した効果と考えられる．逆に加速損失は加速距離の増加に伴って約 0.01%増えて
いる．また捕捉損失が 0.03%，ポンプ損失も約 0.02%減少した結果，翼間距離の増加により
合計損失が 0.08%程度減少している．但し 0.08%というオーダーの損失変化は，3章に記し
た試験タービンの計測精度からは実験的な検出は困難と考えられる．なお当然ながら，動
静翼間距離を拡大したことによる空力性能への影響は別途検討することが必要である． 
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図 4.21  最終段動静翼間隔と浸食率の変化 
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図 4.22  最終段動静翼間隔と湿り損失の変化（解析） 
（最終段（翼列 7+8）のみ、湿り度大の条件） 
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4.6 本章のまとめ 
翼浸食，効率低下といった湿り蒸気の影響を低減する方策の有効性を定量的に把握する
め実験および解析を実施し，以下の知見を得た． 
)外周壁の水分除去試験結果から，湿り度 10%において除去効率（全液相のうち除去され
割合）は 4～5%で，湿り度が小さくなるとその比率が下がることが示された．外周壁に
在する水分量は不明であるが，解析結果を基にすると実際に除去される外周上の水分の
合は 50%弱と考えられる． 
(2)静翼後縁に設置したスリットによる水分除去試験より，翼出口マッハ数が約 0.5 以下の
場合は 80-100%の高い除去効率を示すが，マッハ数が高くなると急速に除去効率が低下す
ることが判明した． 
(3)最終段静翼の背側・腹側面に設置した水分除去スリットの蒸気風洞試験の結果，吸込み
圧力比（スリット内部／外部）の最適範囲は 0.9～0.92 であることが示された．それ以上
差圧を大きくしても除去効率の改善は期待できない一方，随伴蒸気量が増加して性能上の
損失を増加させると考えられる． 
(4)最終段静翼 置とし，静翼
高さ方向は外周寄り 大水滴量をほぼ半
量とすることができ，それに伴い動翼浸食も半減することができるとの試験結果が得られ
た． 
(5)最終段の動静翼間の軸方向距離を増加すると，粗大水滴の加速が促進され動翼への衝突
速度が減少すると共に，動翼へ到達前に外周側へ移動する水滴が増加して衝突水滴量が減
少し，翼の浸食量は減少することが，解析および浸食試験結果により裏付けられた． 
(6)同じく動静翼間の軸方向距離を増加することで，湿り損失のうち制動損失などが改善し，
損失量を低減できることが解析結果により示された． 
 
た
(1
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存
割
面に設置する水分除去スリットは，背腹の翼面圧力が等しい位
の 25～30%の長さとするのが良く，この条件では粗
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第５章 実機での浸食低減方法と確認 
 
5.1 本章の目的 
 これまで見てきた湿り蒸気の挙動，翼浸食等への影響，及びそれに対する対策の効果に
ついての知見は，実機設計や最終段翼の開発に際してのさまざまな段階で実際に適用され
ている．本章では，湿り蒸気の影響検討の代表的なケースとして，大型最終段翼の開発に
おける耐浸食性の評価と対策の方法を概観する．また実際の適用例として，チタン合金製
40 インチ最終段翼の開発について記述し，同翼を実機に適用するに当たっての浸食面での
信頼性評価と耐浸食対策の内容を説明する．最後にチタン合金製 40 インチ最終段翼の運転
実績について記述し，本論文で示した解析，評価方法の妥当性について考察する． 
   
5.2 最終段開発における湿り蒸気の影響評価 
5.2.1 最終段の開発手順 
 一般に蒸気タービンの大型の最終段翼は，流体的には大きな周速度に伴う高速・遷音速
流れ，大きなボス比（先端径／根元径）に起因する根元・先端での大きな周速差，従って
大きな翼捩れ，部分負荷時は設計点と大きく異なる流れ状態となる等が技術上での特徴で
ある．また構造的には高遠心力・高応力下で，かつ翼の固有振動数と回転周波数の離調な
ど振動特性に対する充分な信頼性が求められるなど，流体面，構造面のいずれにも厳しい
条件のもとで使用される．従ってその開発には，各種の解析手法および検証試験が用いら
れて入念に行われる． 
図 5.1 に最終段の開発フローの例を示す．まず仕様決定に際しては，標準適用機種およ
び適用出力範囲などの計画に基づいて翼長を決定すると共に，対象機種の熱平衡計算およ
び低圧タービンの一次元的な蒸気計算などで与えられる流体条件に基づき，翼平均径，翼
枚数，出口面積といった最終段の概略仕様を設定する．続いての三次元フローパターン設
計は，低圧部全体または最終段を含む複数段をスルーして行う流れ解析であり，軸対称準
三次元流れ解析手法などを適用して，最終段シリーズの翼群として流路の連続性や各段の
負荷配分，半径方向の流れの分布が最適となるよう設計する．フローパターン設計によっ
て，最終段の翼高さ方向各位置での流速，流れ角が決定されるので，この条件を各断面で
効率良く実現するよう第一次翼型設計を行って，翼の立体的形状がおおよそ明らかとなる． 
設定された形状に基づいて，性能面，信頼性面を中心に詳細な確認作業に移る．全体お
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よび細部の流れ解析，応力解析，振動解析，材料検討，製造法の検討などを行い，これら
と並んで耐浸食性の検討も実施する．この際に本研究で示した解析，評価手法などを用い
るが，具体的には 5.2.2 で記述する．以上の各開発課題に対して，詳細解析を実施後，必
要に応じて要素検証試験を行って評価精度を高めるが，耐浸食性に関しても，例えば新た
な材料について耐浸食特性を調べたり，新規の水分除去機構については機能検証を行うな
ど，要素での確認を行う場合がある．解析および要素試験での評価確認後，最終検証とし
て，試験タービンにおける性能計測，および実物大の全周翼による大掛かりな回転・翼振
動特性試験を実施して，性能と信頼性の確認を行い開発が完了する． 
 
5.2.2 耐浸食性の評価手順 
図 5.2 に耐浸食性の検討フローの例を示す．まず翼長，平均径などの最終段計画仕様と，
最終段入口圧力，湿り度といった使用蒸気条件に基づいて，開発翼の浸食量の解析を行う．
これには２章に示した解析手法，またはこれを部分的に適用した浸食解析ツールを用いる．
なお本解析で浸食量の絶対値を正確に予測することは難しいので，比較対象とする従来最
終段を併せて解析すると共に，従来翼の浸食量データを参照して，相対比較によって開発
翼の浸食量を予測する方法が実際的と考えられる．通常，従来翼以下の浸食であれば，従
来と同程度の耐浸食の方策を講じればよいが，従来実績を超える浸食が予想される場合は，
何らかの浸食低減施策を新たに必要とする．これには主として以下の方法があり，効果や
適用の可否を検討して１つまたは複数の施策を選ぶこととなる． 
(1)蒸気条件の変更：3.8 節に示したように，最終段入口圧力を高めると浸食量は減少する
傾向を持つ．また静翼出口の蒸気速度を増加すると 2.2.11 に示すように後縁からの噴霧水
滴径は減少する．但し入口圧力一定の下で静翼前後の圧力比を増して蒸気速度を上げよう
とすると，同時に蒸気密度が下がるので，解析によって効果を確認する必要がある． 
(2)水分除去対策の適用：4.2～4.4 節に示した外周壁や静翼面からの水分除去機構を設置
して，最終段翼に衝突する噴霧水滴の量を減少させる．本研究に示した水分除去法が適用
できれば浸食量の減少効果が予測できるが，新たな形状・機構を用いる必要が生じた場合
は，蒸気風洞または試験タービンで効果を確認する． 
(3)翼自体の耐浸食性強化：2.2.13 に記したスピンテストより得られている各種材料の耐
浸食性データに基づき，耐浸食性の高い翼材料を用いるか，硬度の高い耐浸食片（エロー
ジョンシールド）を翼の前縁に取り付ける，部分焼入れを行うなどの方策が可能かどうか
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検討する． 
(4)動静翼間距離の拡大：4.5 節に示したように，動静翼間距離を拡大すると噴霧水滴の加
速が促進されるのと動翼衝突までに外周壁に移動する水滴が増すので浸食は減少する． 
この効果は２章の解析手法で予測可能である．但し広げすぎると空力性能が低下するので，
両者の兼ね合いで最適距離を決定する必要がある． 
 最終段開発においては 5.2.1 で示した多くの開発課題を同時に満たすことが求められる
ため，当然ながら耐浸食の観点のみから仕様・構造を決められる訳ではなく，他の開発課
題，制約条件との関連において妥協点を見出すことになる．このようにして，最終的に従
来実績または所定の浸食量以内に収まる見通しが確保できるまで仕様または構造の検討を
行った上で，最終設計に入ることとなる． 
 
低圧タービン基本計画
目標仕様設定
最終段基本計画
翼型設計
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製造技術
検討
耐ｴﾛｰｼﾞｮﾝ
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耐ｴﾛｰｼﾞｮﾝ
要素試験
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実物翼回転振動試験
開発完了、製品化
図 5.1  最終段開発フロー例 
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低圧タービン計画仕様
（最終段落蒸気条件）
最終段計画仕様
（翼長、平均径等）
最終段翼
エロージョン解析
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図 5.2  最終段の耐浸食性検討・確認フロー 
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5.3 40 インチ・チタン最終段翼開発における耐浸食性評価 
 ここでは最終段翼の耐浸食性の検討事例として，40 インチ・チタン翼開発における検討
内容を示す．同翼を代表事例として取り上げる理由は，(a)先端周速がこれまでの翼の中で
最大の記録的な翼である，(b)大きな周速度であると同時に，チタン合金という蒸気タービ
ン翼としては比較的新しい材料のため，耐浸食性の観点から徹底した対策検討がなされた，
などのためである． 
 
5.3.1 40 インチ翼の特徴 
 同翼が開発された 1989 年当時，3600rpm タービン用最終段翼としては 33.5 インチ翼（翼
長 851mm）が最大級であった．これは 12Cr 鋼を材料とした場合，遠心力による引張応力が
材料の耐力から見た限界強度に近いためである．しかしながら 3600rpm 機の代表的大型機
である 700MW タービンを 33.5 インチ最終段の 4分流で構成して定格出力で運用する場合，
出口軸流速度が大きくなり，図 5.3 のように排気損失が大きくなることが避けられない．
仮に最終段の環状面積が 40%程度増加できると，排気損失は約 1/2 となり，1.6%の熱消費
率改善が図れることになる．また火力用の 1000MW 級機はこれまで主に２軸型であったが，
40 インチ翼の適用により１軸型で実現することが可能となり，建設費用の面で有利である．
そこで材料特性面で翼長増加の限界に近い 12Cr 鋼に替えて，比重が 12Cr 鋼の 6割程度と
軽いチタン合金を材料とする 40 インチ翼の開発が新たに行われた． 
 
表 5.1 チタン 40 インチ翼主要項 
チタン合金製40インチ翼
A.オリジナル設計 B.既設改造向け
翼長 mm 1016 1016 851
根元径 mm 1702 1448 1448
平均径 mm 2718 2464 2299
先端径 mm 3734 3480 3150
環状面積 m2 8.675 7.865 6.146
先端周速　m/s 704 656 594
翼枚数 68 62 94
材料 Ti-6Al-4V Ti-6Al-4V 12Cr鋼
重量比 1.1 1.1 1
標準適用
ユニット出力 MW 700-1000MW 既設700MW改造 500-700MW
12Cr鋼製
33.5インチ翼
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表 5.1 に 40 インチ翼の主要項を 33.5 インチと比較して示す．40 インチ翼にＡ，Ｂ２種類
あるのは，Ａは新設機用に環状面積を大きくとってオリジナル設計をしたもの，Ｂは既設
の 700MW タービンに適用できるよう根元径を 33.5 インチに合わせて設計したものである．
33.5 インチ翼を基準とした環状面積は，40 インチ翼Ａで 41%増，翼Ｂで 28%増となる． 
40 インチ翼の構造的特徴は，図 5.4 にも示すように，(1)650m/s を超える先端周速度の
下で所定の性能を発揮できるよう，高マッハ数用の遷音速翼形状を採用したこと，(2)翼を
車軸に植込む部分は円弧クリスマス形状を採用し，コンパクトで応力集中の少ない方式と
したこと，(3)翼の母材は 6Al-4V チタン合金だが，耐浸食性を高めるため，先端側の前縁
に Ti-15Mo-5Zr-3Al のエロージョンシールド材を電子ビーム溶接したこと，(4)翼連結構造
は先端スナッバ，中間部ラグ・スリーブ形式を採用し，回転時の捩れ戻りにより充分な接
触力が発生し振動減衰効果が大きい構造としたこと，などである． 
 
5.3.2 700MW 機における耐浸食対策 
 以下に，40 インチ翼の耐浸食性上の課題を解決するために適用した方法を記す． 
(1)水分除去構造 
図 5.5，5.6 に最終段静翼の構造を示す．静翼本体は２枚の板金の貼合せ構造で全長に亘
り内部を中空とすると共に，静翼を保持するダイアフラム内外輪も板金の溶接構造により
中空として，各静翼の両端に内外輪と連通させるためのドレン穴を設けている．静翼の外
周側約 1/2 の部分に，背側，腹側それぞれに翼面上の水分を吸い込むスリットを設けてい
る．スリットを設ける位置に関しては，翼高さ方向には 3.4 の液滴計による湿り度測定や
3.5 の静翼水分観測結果などに基づく．また背腹のスリット位置は翼面の静圧が等しくな
るよう，背側は前縁寄り，腹側は後縁寄りの位置であることは 4.4 の水分除去試験の項で
記した通りである．除去した水分はダイアフラムの内外輪を通って下部に集められ，復水
器へと排出される．このうち上半の静翼からの水分は多くが静翼根元から内輪へ流入し，
一部が静翼先端から外輪へ流入すると考えられる．これらの水分を下部へ導くため，ダイ
アフラムの水平継手面には上下半連通用の穴が設けてある．下半静翼からの水分は多くが
外輪に導かれ，外輪内を下方へと流れる．内輪に流入した水分は下端の静翼を通って外輪
側へ移動するが，静翼スリットから通路部へ水分が逆流する恐れがあるため，下端の静翼
に限り，スリットと内輪から外輪へ移動する水分の流路を壁により仕切っている． 
 各部の流路断面の大きさは，最大負荷時でも水分がオーバーフローしないよう，またス
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リットの内外差圧を 4.4.1 に記した最適値に保つよう設計されている． 
 静翼面のスリットに加え，静翼下流の外周面にも全周にわたり水分吸い込みスリットを
設け，上流側から静翼外周面上を移動して来る水分や，静翼後縁から噴霧して外周に達し
た水滴を捕獲，排除する．翼面スリットおよび外周面の水分除去効率は 4.2，4.4 に示した
試験結果を基に評価した． 
 図 5.7 は運転開始後に実機で計測したダイアフラム周りの圧力状態で，タービン負荷に
対するダイアフラム外輪内部圧力，水分排出管内圧力が，ほぼ計画通りの圧力になってい
ることが確認された． 
(2)最終段動静翼間隔の拡大 
4.5 節に示したように，最終段の動静翼間隔を拡大すると，静翼後縁から噴霧した粗大
水滴の蒸気による加速が促進されるため，動翼への衝突速度が低減する．それと同時に，
外周寄りの静翼後縁端から噴霧した水滴は，大きな周方向速度を持つ蒸気に加速されて周
方向速度成分を持つが，環状通路を蒸気から逸れて直進に近い軌跡で進むため，動静翼間
隔が大きいと動翼前縁へ到達前に外周面に移動して，動翼に衝突する水滴量の減少に寄与
する．こうした耐浸食性への効果を解析において確認した上で，性能上の影響も考慮して
動静翼間隔を決定した．図 5.8 に最終段の動静翼組立て状況を示す． 
(3)エロージョンシールド 
12Cr 系材料の従来翼にエロージョンシールドとして用いられているステライト材（コバ
ルト系金属）はチタン合金への溶接が困難なため，翼本体と同じチタン合金の中から耐浸
食性に優れたβ型合金である Ti-15Mo-5Zr-3Al を選定し，翼先端側の前縁に電子ビーム溶
接している．シールド材の取り付け範囲（無次元翼高さで約 0.7-1.0）は，2.2.13 に記し
た浸食解析を行って浸食量が大きい範囲を選定した． 
これら耐浸食の施策により，40 インチ翼の浸食は従来の 33.5 インチ翼と同程度に抑制
できることを，開発段階での定量的予測によって確認した． 
Ａ翼は中部電力碧南火力１号機（700MW）を適用第１号として，60Hz 地区で広く採用さ
れている．またＢ翼は中部電力知多火力 4号機（700MW）の最終段を従来の 33.5 インチ翼
と交換する形で採用された．図 5.9 は知多火力 4号機低圧部の改造前後の構造を比較した
ものである．40 インチ翼開発から 10 年余りを経た 2001,2002 年には，中部電力壁南火力
4,5 号機（各 1000MW）にＡ翼が採用され，世界初となる 3600rpm 機での 1000MW タービンが
実現した（第１章 図 1.1，1.2）． 
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図 5.3  40インチ翼による排気損失低減効果(T8)
図 5.4  40インチ翼の構造的特徴(78) P 
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図 5.5  翼面スリット付き40インチ静翼(T8)
図 5.6  水分除去スリット付き最終段静翼ダイアフラム(T8)
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図 5.7  最終段静翼ダイアフラム内圧力状態(79)
図 5.8  40インチ動静翼組立状況(T8) 
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図 5.9  700MWタービン改造前後比較(T8)
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5.4 40 インチ翼の浸食量の実績 
 40 インチ（Ａ翼）を適用の中部電力碧南火力１号機では，運開後約１年，試運転期間を
含めると約 20 ヶ月（13000 時間）運用後の平成 4年 9月から初回定検を実施し，翼の点検
を行った（79）．またＢ翼を適用した中部電力知多火力 4 号機でも，約 20 ヶ月（14000 時間
弱）運用後に点検を実施した．両機とも全数の翼について浸食状況の調査を行った．図 5.10
に浸食状況の写真（Ａ翼）と浸食深さの計測値を示す．浸食部位は全翼とも翼先端部付近
の前縁部で観察され，他の部分の浸食は殆ど見られなかった．Ａ翼の方が先端周速として
は大きいが，前述の施策のうち動静翼間距離はＡ翼で大きめに設定されていることもあり，
Ａ，Ｂ両翼の浸食深さはほぼ同等であった． 
 図 5.11 は時間経過に対する浸食量の予測範囲を示したもので，ベース（相対値が１の点）
を知多火力 4号機の 33.5 インチ従来翼の実績（約 12 万時間経過）に置いている（下側の
バンド）．これに対して 40 インチ翼の浸食量を，翼材質（シールド材を含む），周速度，水
分除去機構などの差異を考慮し(2.45)式を用いて予測すると上側のバンドとなり，浸食量
は 33.5 インチと同レベルまたは僅かに上回る程度という予測が開発時になされた．上述の
計測結果を本図上にプロットすると，運転時間は 20 ヶ月と少ないものの，碧南火力Ａ翼（○
印）および知多火力Ｂ翼（●印）とも 40 インチ浸食量の予測範囲に入っていることが判明
した．これにより浸食量の推定方法が概ね妥当であることが示されたが，その後も定検時
に浸食量の確認を入念に行った． 
 図 5.12 は知多火力に適用されたＢ翼の約 14 年間運用後の状況（81）であり，この間，翼
の交換や修理等は行われていない．写真で前縁に沿って浸食の跡が見られるものの，浸食
量は予測範囲内であり，短期のうちに翼を交換する必要性も認められない．従って 40 イン
チの長期間にわたる耐浸食性についても，従来翼（33.5 インチ）と同レベルとの予測が裏
付けられ，予測方法の妥当性が確認されたものと考える．  
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図 5.10  40インチ最終段動翼の浸食量実績(79)
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図 5.11  40インチ最終段動翼の浸食量実績と予測(79)
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図 5.12  14年運転後のチタン40インチ最終段動翼先端部(81)
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5.5 本章のまとめ 
(1)大型最終段翼開発における重要課題の１つである耐浸食性評価・改善に際し，本研究で
示した浸食量の予測・評価方法，ならびに耐浸食性向上策の効果などの知見を幅広く適用
している． 
(2)従来で最大の先端周速を持つ 40 インチ・チタン翼の開発に際して，(1)の手法を全面的
に適用し，静翼面スリットなどの水分除去機構，動静翼間距離拡大，チタン合金のエロー
ジョンシールドの設置などの対策を講じることによって，40 インチ翼の浸食量を従来の
33.5 インチ翼と同レベルに抑えることができると予測した．それに基づき最終設計が行わ
れ，700MW 機などに適用された． 
(3)700MW 機において本翼適用後，13000～14000 時間経過後に行った翼の詳細検査で，浸食
量は当初予測した範囲に入っていることが確認された．また 14 年間運用された翼の調査に
おいて浸食量は予測範囲内で問題が無いことが示された．これらにより，適用された耐浸
食性向上施策の有効性と共に，本研究で提示した浸食量の予測方法が，実用上妥当なもの
であることが確認できた． 
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第６章 結論と展望 
 
湿り蒸気に起因する翼浸食や損失増加について，実機の設計に適用できる予測・評価方
法を得ることを目的に，解析による予測，試験における確認，実機の運用後の調査などを
行った．始めに，タービン内の湿り蒸気の挙動を計算によって予測する方法を構築し，試
験タービンおよび実機大のタービンに対して解析を行い，挙動の概略と翼浸食や損失増加
への影響を予測した．続いて各種の試験によって湿り蒸気の挙動の観察，計測，予測値の
検証を行い，影響低減技術の有効性についても実験的に評価した．最後にこれらから得ら
れた知見を実機設計に適用し，運用後の浸食量の確認を行って，予測評価方法の妥当性を
確認した．以下に本研究において得られた結論を各項目毎に記述し，最後に総括，今後の
課題，展望を記述する． 
 
１．湿り蒸気挙動の解析による予測（第２章） 
 タービン内で水滴が発生してから排出されるまでの各挙動について上流より数値的に解
き進める手法を構築した．本解析では，湿りの形態を微小水滴，粗大水滴，翼面上の水分，
壁面上の水分に分類した上で個々を水滴のレベルまで分解し，相互間の形態の変化を含め
て挙動を追跡することで，実用性を重視しつつ，湿り蒸気の挙動および翼浸食，湿り損失
に与える影響を予測することを主眼とした．解析は子午面形状と主要翼断面，入口蒸気状
態を与え，上流から翼列を単位として逐次積分を行って解き進めるものである．解析の結
果，以下の点が明らかとなった． 
湿り発生過程の計算で，タービン内での蒸気の膨張過程における過冷却度の増大，水滴
の発生，湿り度の増加，過冷却の解消といった一連の湿り発生過程が，本手法により解析
されることが示された．試験タービンでの水滴発生位置，初生の水滴径，個数を計算した
結果，水滴発生位置と領域の長さは，ローカルな過冷却度と膨張速度と関係し，発生位置
は線図上の湿り度で 2～3.5%の位置で，従来の研究と類似であった．また水滴径は膨張速
度と密接に関係し，膨張速度が大きいと水滴が小さくなる特性についても過去の研究とほ
ぼ一致した．本ケースでは発生水滴径は各湿り度条件を通じ 1μm以下であったが，発生時
の膨張速度等の条件で水滴径に大きな差異が生じる．さらに水滴発生後，水滴は成長を行
うが，発生当初の水滴径に対してオーダーが変わる程の径の増加は見られなかった． 
微小水滴の軌跡計算を行って翼への付着率を解析した結果，付着率は水滴径が大きいほ
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ど大きくなり，試験タービンでの翼列毎の付着率は 3～8%であった．後縁からの水滴噴霧
の解析では，水滴径は試験タービンの場合 0.05～0.3mm で，微小水滴と比べるとはるかに
粗大である．噴霧後の軌跡は静翼では緩やかに外周側へ，動翼では急速に外壁に達するこ
とが示された． 
湿りを構成する液相の形態を調べると，タービン出口で排出される液相中の微小水滴の
比率は，出口湿り度が増すと下がるが，高湿り度条件でも 88%程度と，大半が微小水滴の
まま排出される．出口における翼高さ方向の湿り度の分布は，湿り度が小さいと翼中央で
最大であるが，湿り度が増すに従い外周側で最大値を持つ分布となる． 
粗大水滴の動翼への衝突と浸食量解析では，相対浸食量は湿り度が大きいほど大きく，
また回転速度が増加すると顕著に増大する．動静翼間距離を拡大することは浸食低減上の
効果が見られる．湿り損失の計算では，各湿り度条件を通じて復水損失はほぼ一定である
が，湿り度が増すと加速損失と制動損失などが増加するため，湿り度の増加に対応して合
計の損失が増加する結果となった．出力重みつきの平均湿り度で整理した湿り損失係数は，
試験タービンで約 0.33～0.54 であった． 
実機の計算では，微小水滴の大きさは膨張速度が小さい（緩やか）影響で概して試験タ
ービンよりも大きい．翼への付着率は，水滴径が大きいことが影響し試験タービンよりも
大きく 9～12%であった．これに伴い動翼への水滴衝突量は試験タービンより多いが，加速
距離が長いため浸食は少なめとなった．一方湿り損失は水滴量が多いため試験タービンの
1.1～1.15 倍であった．これらから，実機とスケールモデルでは，水滴径，付着率，加速
距離などが異なり，相似とはならないことが確認された． 
本解析手法により，個々のケースに応じた湿り蒸気の挙動と浸食，損失への影響の概略
を，定量的に予測可能と考えられる． 
 
２．湿り蒸気挙動の実験的解明（第３章） 
タービン内での湿り蒸気の挙動について試験装置を用いて観察，試験を実施し，基本的
な性質，挙動を明らかにした．併せて解析結果との比較が可能なものについては比較評価
を行った．これらの結果，以下が明らかとなった． 
蒸気風洞の翼列にて乾き蒸気が膨張する過程での復水現象を可視化し，湿りの発生に伴
い復水衝撃波が生じることが実験的に確認された．また光学的な水滴計測装置を用いた試
験タービン出口での微小水滴の計測では，水滴径の範囲は 0.05～1.6μm と計測された．解
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析結果の水滴径も同オーダーであるが，計測値の最大径は解析の 1～2 倍，平均径は 1～5
倍と全体的に解析値より大きく計測された．湿り度分布は，平均湿り度が増加するにつれ
て外周側で湿り度が大きい分布となり，解析の傾向よりもこれが顕著であった．ボアスコ
ープ・プローブを用いて最終段静翼面の水分を可視化し，低湿り度では翼高さ中央付近で
の水滴発生が，また高湿り度では外周部寄りに後縁に沿った水膜と，後縁から水滴が噴霧
する模様などが観察され，静翼上の水分挙動の概略が把握できた．試験タービン最終段静
翼の観察からは，二次流れにより外周壁面の水分が静翼背側に流入することが確認された． 
蒸気風洞翼列の後縁から噴霧する粗大な水滴の観測を行い，二次噴霧までの過程と二次
噴霧後の水滴径を把握し，ウェーバ数 23～26 との結果を得た．フォトカウントプローブを
用いて試験タービン最終段出口にて粗大水滴の計測を行い，水滴径ヒストグラムを得た．
本分布からのウェーバ数は 18 で，風洞試験の結果よりもやや小さい値となった． 
浸食試験片を用いて試験タービンで浸食量の計測を行い，段落入口圧力，および動静翼
間軸方向距離が浸食に与える影響について，入口圧力が大きいほど，また距離が大きいほ
ど浸食が低減するとの解析結果と類似の傾向が得られた．試験タービンで湿り度と効率の
関係を計測し，湿り度の増加に伴い損失が増えること，その勾配（湿り損失係数）は約 0.6
との値が得られた．解析による予測値が試験条件相当で約 0.36 であったので実験値の 6
割程度の値であり，予測手法に改良の余地があるが，傾向としては類似の予測がなされて
おり一定の妥当性を有すると見られる． 
 
３．湿り蒸気の影響低減技術の検証（第４章） 
翼浸食，効率低下といった湿り蒸気の影響を低減する方策の有効性を定量的に把握する
ため実験および解析を実施し，以下の知見を得た． 
外周壁の水分除去試験結果から，湿り度 10%において除去効率（全液相のうち除去され
る割合）は 4～5%で，湿り度が小さくなるとその比率が下がることが示された．外壁に存
在する水分量は不明であるが，解析結果を基にすると，実際に除去される外壁上の水分の
割合は 50%弱と推定される． 
最終段静翼後縁に設置したスリットによる水分除去試験より，翼出口マッハ数が約 0.5
以下の場合は 80～100%と高い除去効率を示すが，マッハ数が高くなると急速に除去効率が
低下することが判明した．最終段静翼の背側・腹側面に設置した水分除去スリットの蒸気
風洞試験の結果，吸込み圧力比（スリット内部圧力／外部圧力）の最適範囲は 0.9～0.92
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であることが示された．それ以上差圧を大きくしても除去効率の改善は期待できない一方，
随伴蒸気量が増加して性能上の損失を増加させると考えられる．最終段静翼面に設置する
水分除去スリットは，背腹の翼面圧力が等しい位置とし，静翼高さ方向は外周寄りの 25～
30%の長さとするのが良く，この条件では粗大水滴量をほぼ半量とすることができ，それに
伴い動翼浸食も半減できるとの試験結果が得られた． 
最終段の動静翼間の軸方向距離を増加すると，粗大水滴の加速が促進され動翼への衝突
速度が減少すると共に，動翼へ到達前に外周側へ移動する水滴が増加して衝突水滴量が減
少し，翼の浸食量は減少することが，解析および浸食試験結果により裏付けられた．同じ
く動静翼間の軸方向距離を増加することで，湿り損失のうち制動損失などが改善し損失量
を低減できることが解析結果により示された． 
 
４．実機での浸食低減方法と確認（第５章） 
本研究により得られた湿り蒸気の影響評価・低減方法が，実機の設計，特に大型最終段
翼の開発にどのように適用されるかを示した．その事例として，最大級の先端周速を持つ
40 インチ・チタン翼の開発に際して，この手法を全面的に適用し，静翼などの水分除去機
構の設置，動静翼間距離の拡大，チタン合金のエロージョンシールドの設置などの対策を
講じることによって，40 インチ翼の浸食量を従来の 33.5 インチ翼と同レベルに抑えるこ
とができると予測した．同翼を 700MW タービンに適用し，13000～14000 時間経過後に行っ
た翼の詳細検査で，浸食量は当初予測した範囲に入っていることが確認された．また 14
年間運用された翼の調査にて，浸食は予測範囲で問題が無いことが示された．これらによ
り，本研究で提示した浸食量の予測精度が，実用上妥当なものであることが確認できた． 
 
５．総 括 
以上を総合し，全体的な結論は以下である． 
本研究にて提案した解析手法は，タービン内の湿り蒸気の挙動の予測とそれに基づく動
翼浸食や損失増加などの影響に関する定量的な推定を，概略において可能とするものであ
ると考えられる．また試験タービンおよび蒸気風洞による試験を通じて，具体的な条件で
の湿り蒸気の挙動や影響の程度，その低減施策の効果などを明らかにすると共に，予測結
果の傾向が概ね妥当であることを確認した． 
これらを総合した知見を，実機の翼開発における浸食の評価・低減施策に適用し，40 イ
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ンチ・チタン翼を適用した実機の運転結果において，ほぼ浸食量の予測を裏付ける結果を
得ている．こうしたことから総合的に見て，本研究において提示した手法が，大筋で妥当
なものであり実用に耐えうるものであると結論できる． 
 
６．今後の課題と展望 
今後の課題として，(a)解析と計測結果に差が見られた点，例えば微小水滴径，湿り損失
係数などに関する試験データの蓄積と解析との比較検証の継続，(b)解析手法において設け
た仮定，例えば翼面水分を水滴として扱う点や，粗大水滴が翼に衝突した際の跳ね返り量
などの検証，試験による知見の解析手法への反映を含めて，実際の現象により近づけるた
めの解析手法の改良，(c)動翼の浸食に関する実機運転実績の積み重ねによる継続的な検証，
等を通じて，予測・評価精度をより高め，有効性を増して行きたい． 
 
本研究の結果を適用することによって，以下のことが期待できる． 
(1)タービン内の湿り蒸気の挙動の予測，翼の浸食量の予測，浸食低減技術の効果の評価が，
従来よりも高精度で的確に行うことが可能となる．これに基いて通路部の設計を行うこと
により，最終段翼に対して耐浸食性を従来に比べ確実に付与することができ，浸食量を低
減し，信頼性を高めることができる．それにより，翼交換インターバルの延長に伴う保守
費の削減，従来以上の長翼の採用によるタービン効率向上，タービンの一層の大容量化な
どが可能となると期待される． 
(2)湿り損失の予測が，任意の形状および大きさのタービンに対して，従来より的確に評価
可能となると共に，形状と損失の因果関係の把握が可能となると考えられる．これに基く
通路部形状，水分除去機構の改良などによって，湿り損失を低減できる可能性があり，タ
ービン内部効率の向上が期待できる． 
(3)これらによって，火力，原子力，地熱用蒸気タービンの性能，信頼性，運用性の向上，
更なる大容量化に繋がると期待される． 
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